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第 1章序論

1. 1 研究の背景

1. 1. 1 石油危機の発生と終息、および省エネルギーの進展

二度にわたる石油危機を経て、日本は世界でも最も急速に省エネルギーを達成したと国際的に評価

されている。しかし、原油の実質価格が第一次石油危機以前の水準にまで下落した1986年以降、日本

のエネルギー需要は実質GDP(国内総生産)を上回る伸びを示している。一方、 1990年代以降、地球

温暖化問題が顕在化し、最大の温室効果ガスである二酸化炭素の排出抑制のため、省エネルギーへの

期待が再び高まっている。

ここで、日本の過去の省エネルギーは、一体何によってもたらされたのかという疑問がわきあがる。

エネルギー価格が他の物価より上昇したためなのか、それともエネルギー効率化技術の永続的な進歩

によるものかのどちらかが考えられる。もし、前者の影響が強ければ、エネルギー価格が他の物価よ

り下落すればエネルギー需要が増加するのは当然であり、一方、後者の影響が強ければ、エネルギー

価格が下落しても、 「価格に依存しない」省エネルギーにより、エネルギー需要の増加はわずかなも

のにとどまるであろう。これまで、過去の省エネルギーはその量のみが注目されており、要因につい

てはあまり関心が払われなかった。地球温暖化問題の登場により、再び省エネルギーの必要性が叫ば

れる中、 「日本はすでに大幅な省エネルギーを達成してしまったので、これ以上の省エネルギーは無

理。」であるとか、 「エネルギー価格が上昇すれば、十分経済性が成り立つ省エネルギーが残されて

いる。 Jなど様々な議論が起こるのも、過去の省エネルギーに対する分析が不十分であることがその

原因のーっとなっていると考えられる。

日本のエネルギー需要に関して簡単な計量分析をしてみよう。年次データを用いて1965年度"'"'96年

度の日本の一次エネルギー総供給 (Energy)を、実質GDPと実質原油価格 (p)、一年前の一次エネ

ルギー総供給 (Energy(-1))、そして技術進歩の代理変数であるタイムトレンド項(刀me)判で回帰分

析する。分析結果は次の通りである (lnは自然対数、係数の下の括弧内はその係数のt値*2を表す)。

本 l ここで考えている技術進歩は、エネルギー価格が変化しなくても、エネルギー需要が毎年平均的にある割合

で減少するという過去の事実に基づいたものであり、理論的には、(1-2)式のように被説明変数と時間項以外の

説明変数が対数、時間項のみが対数ではない推定式において、時間項の係数が技術進歩率に相当する。

*2 回帰分析における説明変数の有意性を検定するための指標。有意水準や標本数、説明変数の数により判断基

準が変わるが、有意水準5%の下で、標本数がある程度以上ある時、t値は絶対値が2より大きければ有意である。



もし、前者の式が正しければ、過去の省エネルギーこれらの式が意味することは次のようになる。データの出典は文献[1.1]である。

エネルギ一価格が再び石油危機時のノk準はエネルギー価格の上昇によってもたらされたものであり、

(タイムトレンド項がない場合)
に上昇しなければ、省エネルギーは進まないということになる。逆に、後者の式が正しければ、過去

ln Energy = 1.] 4 + O. 0691n GDP -O. 0351n P + O. 8061n Energy( -1) 

エネルギ一価格が上昇しの省エネルギーのうちの-部は「価格に依存しないJ省エネルギーであり、
、、‘，，，.』EA--A 

，，i

、( 11.8) ( -3.28) 

R2 = 0.982， D.W. = 2.19， Durbin's h = -0.86*3 

(6.91) (1.35) 

なくても将来も省エネルギーが続くことを示している。

いま、円建ての実質原油輸入CIF価格叫が1965年度と 1996年度がほとんど等しいことから(図1.1)、
(タイムトレンド項がある場合)

-定、すなわち二度の石油危機が起こらなかった上にボした推定式で、実質原油価格が1965年度以降(1-2) ln Energy = 0.45 + O. 3051n GDP -O. 0411n P + O. 7291n Energy(ー1)-O. 0077Time 

(ーl.69)(9.04) (-3.75) (1.02) (2.06) 

場合のエネルギー需要と、加えて後者の推定式で、技術進歩がストップした場合のエネルギー需要を
R2 = 0.983， D.W. = 2.17， Durbin's h = -0.74 

この図で、各ケースは次のように設定している。推定したものが図1.2である。

エネルギー利用設備が短期的に両推定式に一年前の被説明変数を説明変数として含んでいるのは、

技術進歩石油危機推定式は変更できないため、実質GDPやエネルギー価格の変化に対する反応が鈍いことを考慮するためであ
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エネここで短期とは、エネルギー需要のうち、短期的に変化できない割合を表す。整係数と呼ばれ、

一般的には1年以内であり、長期とは1年より十分長い期間ルギ一利用設備が変更できないことから、

である。
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このような場合、系列相関の有無はダービンの h統ン=ワトソン比で検定することはできない[l.3]0 

h統計量は近似的に標準正規分布に従う。有意水準1%の時、ダービ計量で検定されるべきであり、

この推定結果では系列相ンの h統計量の絶対値が2.33未満であれば、系列相関はないと考えて良く、

関はないと考えられる。タイムトレンド項の t値は、 5%の有意水準でぎりぎり有意でないと判定さ

20，000 れる大きさであるが、注目すべきことは、タイムトレンド項の有無に関わらず、価格の係数(=短期

10，000 
価格弾性値)が似通っていることである。長期の価格弾性値は、短期価格弾性値を (1一一年前の被

ある場合で-0.151で割ったものであるため、タイムトレンド項がない場合でー0.183、説明変数の係数)

1995 1990 1985 1980 1975 1970 

0 

1965 エネルギー価格が上昇しなくても、技術進となり、比較的近い。タイムトレンド項の係数ー0.0077は、

年度

実質原油輸入CIF価格の推移

本4Cost， Insurance， and Freight。輸送運賃と保険料込みの価格。
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出典 :[1.4]、 [1.5]などより推定

図1. 1 

歩によりエネルギー消費が短期的には毎年0.77%、長期的には毎年2.8%ずつ減少することを意味する。

*3 R2は自由度調整済み決定係数、 D.Wはデービン=ワトソメ比、 Du巾in'shはタービンのh統計量を表す。自由

度調整済み決定係数はlに近いほど回帰の適合度が高い。ダーピン=ワトソン比は2に近いほど良いが、系列相

関の有無の判断基準はデータや説明変数の数によって変わる。この例では、ダービン=ワ トソン比が(1-1)式で2

:tO.35、(1-2)式で2:tO.27の間にあれば有意水準が5%の場合に系列相関がなく、両式とも基準を満たしている。
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ついには1997年に京都で、開かれた気候変動枠組条約第3回締約国議を契機に世界的な関心が高まり、

会議 (COP3)において、 2008年"'2012年の問の温室効果ガスの排出量を先進国全体で1990年比マイ

日本の削減目標は先

進国全体の平均より厳しいマイナス6%であり、政府は目標の達成に向けて、省エネ法の強化など様々

な対策に着手し始めている。

環境白書[1.81によると、 1993年度の日本においては、各温室効果ガスをその温暖化係数で荷重平均

の燃焼から排出C02の93.3%がエネルギした寄与度のうち、 94.4%がC02によるものである。また、

700 

「法的拘束力のあるJ削減目標が定められた[1.7]0 ナス5.2%に抑制するという、
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ーベコー・ケース 1

300 

エネルギーシステムから排出されるC02したがって、温室効果ガスの排出抑制は、されている[1.9]0 X ケース 2

一一合一ケース 3

200 

エネルギーシステムのC02排出抑制は、省エネルギーと燃料転換に大別で

天然ガスなどにエネ

排出量の抑制に直結する。

きる。後者は発熱量当たりのC02排出量が少ない、原子力発電や新エネルギー、

--0ーケース 4
100 

0 

1965 t、原子力発電には立地制約、新エネルギーには経済性の壁があり、ルギー源を切り替えることであるカ
1995 1990 1985 1980 1975 1970 

ified 午1ス(Li日本のように液化天然ガまた、天然ガスについては、大規模に拡大することは難しい。

年度

日本の排出量にはカウを消費する場合は、液化の段階でかなりのロスを伴うため、Natural Gas， LNG) 
一次エネルギー総供給の実績値と回帰結果によるシミュレーション図1.2

ントされないものの、地球全体の温室効果ガスの削減という意味では問題がある。

したがって、省エネルギーへの期待が非常に強い。 1998年6月に改訂された総合エネルギー調査会

石油危機が起こらなかった場合のエネルギー需ケース 1とケース 2の線はきわめて接近しており、

するため、「長期エネルギー需給見通しJ[1.10]では、宅010年度のC02排出量を 1990年度水準に抑制の

要は、技術進歩項の有無に関わらず、経済成長とともに増加し、 1996年度は実績とほぼ等しい水準に

より 12.3%の省エネルギーを達成す本5エネルギーの最終消費段階において、全部門合計で基準ケース

このことは、石油危機にともなう原油価格の高騰が80年代の省エネルギーに貢献していたも
達する。

る必要があるという指摘がなされている。部門別では、産業が9.9%、民生が13.7%、運輸が15.2%と
一方、技術進エネルギー価格の下落とともに省エネ効果はみられなくなったことを意味する。のの、

民生部門と運輸部門により多くの省エネルギーが見込まれている。なっており、

(ケース 3とケー歩項がある方の推定式で、技術進歩の値をゼロにして技術進歩がストップした場合

しよう今のところ、政府はこの省エネルギーを家電機器や自動車の省エネ基準の強化によって達成

エネルギー需要は大幅に増加し、 1996年度では実績値の21では、石油危機の有無に関わらず、ス4)

と

いうもので、機器のエネルギー効率が改善した結果、消費者がより大型の機器を選択したり、使用時

jバウンド効果Jしかし、省エネ基準の強化には欠点がある。それは、いわゆると考えている。

このように、今後のエネルギー需要を考える上で、過去のエネルギー需要の変化にエネ

ルギ一価格とエネルギ一価格に拠らない技術進歩が果たしてきた役割を理解することが非常に重要で

%増となる。

の上価格エネルギ予想通りの省エネ効果が得られないことである。それに対し、聞が長くなって、

ある。

昇は、短期的には機器の使用時間の短縮化、長期的には機器のエネルギー効率の改善や小型機器の普

及と、包括的に省エネルギーをもたらすと考えられる。

地球環境問題の発生と省エネルギーへの期待2 l 

地球規模の環境問題には、酸性雨・砂漠化・生態系の変化・熱帯雨林の減少・オゾン層の破壊・地

本 5 現行の省エネ政策のみを継続し、新たな省エネ政策を何ら取らないケース。基準ケースの2010年度のC02排
出量は1990年度水準より炭素換算6，000万トン多くなるため、 1990年度水準に抑制するためには17.3%の削減
が必要となる。この目標を達成するケースが対策ケースであり、対策ケースでは石炭火力の抑制などの供給面
の対策に加え、需要面で原油換算5，600万klの省エネが必要としている。

「「
.u

球温暖化など様々なものがあるが、 C02の濃度上昇による地球温暖化は、科学者の問ではすでに19世

紀末から知られていた現象であった[1.6]。それが、 1992年にリオデ、ジャネイロで開かれた国連環境会

-4一



2 本研究の円的と論文の構成

そこで、本研究では、過去の日本のエネルギー需給を国内および国外両面から分析することにより、

エネルギ一価格がエネルギー需要に及ぼしてきた影響について調べるとともに、現在の日本のエネル

ギー効率水準が国際的にみて優れているのかどうかを明らかにする。そして、省エネルギーの特殊な

場合として電力部門に着目し、高効率機器に対する補助金という省エネルギーの普及方策について、

経済性を分析し、電力部門については経済性に優れた省エネルギー方策が残されているととを明らか

にすることを目的とした。

具体的には、第2章において、詳細なエネルギーデータベースをもとにエネルギーモデルを構築す

ることにより、省エネルギーとエネルギーの価格弾性値について分析する。さらに、エネルギーモデ

ルを用いたシミュレーション分析により、日本のC02排出量を炭素税で抑制するには、どの程度の税

率が必要であるかを明らかにする。次に、第3章で、 日本と米国および日本と韓国について、エネル

ギー効率を比較することにより、日本のエネルギー効率が国際的にみても優れた水準にあり、そのた

め、今後の省エネルギー余地が少ないことを明らかにする。最後に、第4章で、民生部門の機器別電

力需要を推定し、電気利用機器の効率化が電力需要パターンに及ぼす影響を明らかにし、高効率機器

に対する補助金という省エネルギーの普及方策の費用と、発電所の建設を回避することによる経済的

便益の最適な組合せついて、最適化型の電源構成モデルにより分析する。

-6-

第 2章 省エネルギーと価格弾性値

はじめに

エネルギーの価格弾性値をより詳細に分析するためには、前章で述べた日本全体のエネルギー需要

関数は大まか過ぎるため、エネルギー需要およびエネルギー価格を細分化しなくてはならない。本章

では、計量経済的手法を用いたエネルギーモデルを作成することにより、日本の過去のエネルギー価

格弾性値について分析する。エネルギーモデルは、過去のエネルギーの需要と供給の実績が、エネル

ギ一価格を通じて均衡していたと仮定して、それらの関係を推定式と定義式の連立方程式体系で表し

たものであり、経済成長率などを想定すれば、将来のエネルギー需要の予測も行える。なお、本節の

内容は、文献[2.1]に掲載されたもののデータ期間を1995年度まで延長して再推定した結果であり、過

去30年間のデータを用いて推定していることから、 2015年度頃までの予測に十分耐えると考えられる。

2. 1 エネルギー問競合モデルによる過去のエネルギー価格弾性値の分析

2. 1. 1 データ

本章のモデルで使用したデータの出典を表2.1に示す。民生部門のエネルギー需要については、用

途別のエネルギー需要データを作成した。作成方法を図2.1に示す。総合エネルギー統計との整合性

をとるため、個々のエネルギー源別用途別データからエネルギー源別に各用途のシェアを抽出し、ぞ

れを用いて各エネルギー源の消費量を分割した。運輸部門については、総合エネルギ一統計で旅客と

貨物のエネルギー消費量が分割されていないため、消費量が圧倒的に多いガソリンと軽油についての

み消費量を分割し、 LPG・ジェット燃料 ・電力は旅客用に、重油は貨物用に使用されると想定した。

なお、産業部門については、総合エネルギー統計に化石燃料22穐類のエネルギー消費量が掲載されて

いるが、モデル作成のため、 表2.2に示すように、主な用途が同じエネルギー源を同一のグルーフに

属さないように8種類に集約し、エネルギー聞の競合関係を損なわないように配慮した。

エネルギー価格のデータについては、消費量が急速に増加している産業用都市ガス価格の公表デー

タが存在しないため、資源エネルギー庁が毎年発行しているガス事業統計年報 ・ガス事業便覧、およ

び住環境計画研究所の家庭用エネルギー統計年報を用いて、都市ガス産業の売上額から家庭用の売上

額を差し引いたものを、家庭用以外の都市ガス需要で除算することで作成した。結果を図2.2に示す。
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表2.1 データの出典元
表2.2 産業部門におけるエネルギー源の集約

| データ*l ; 文献

ト一一 斗

lエネルギー需

! エネルギー源別供給量および転換量 |総

l 部門別エネルギー源別消費量 l 
家庭部門用途別エネルギー消費量 1家庭用エネルギー統計年報

業務部門用途別エネルギー消費量 lエネルギー・経済統計要覧

運輸部門輸送機関別エネルギー消費量l運輸関係エネルギー要覧

電気事業エネルギー源消費量 l電力需給の概要

エネルギ一価格

輸入エネルギ一価格

石油製品および石炭製品

電力

都市ガス(商工業用)

l 家庭用エネルギー価格

|その他

| 人口 l推計人口 |厚生省

! 世帯数 i住民基本台帳 l自治省

主要経済指標 !国民経済計算年報 l経済企画庁

家計可処分所得 1家計調査年報 |総務庁

住宅床面積 |住宅統計調査報告 |総務庁

ス務部門業種別床面積 |エネルギー ・経済統計要覧 |日本エネルギー経済研究所 }

l ネルギー源別COz排出原単位 |二酸化炭素排出量調査報告書 |環境庁

l 電機器普及率 |家計消費の動向 i経済企画庁 l 
L雪源構成 |電源開発の概要 |資源エネルギー庁 l 
「データの期間は基本的に1965年度から 1995年度であり 、一部途中期間から 1995年度までのも示〉お。一

出典:[2.1J 

発行元 l 

" 

集約後 集約前のエネルギー源

石炭製品

石炭 原料炭、 一般炭、無煙炭等

コークス コークス、コークス炉ガス、高炉ガス ・転炉ガス

石油製品

軽質油 ガソリン、ナフサ

中質油 灯油、軽油、 A重油

重質油 B重油、 C重油

その他燃料油 LPG、製油所ガス、オイルコークス

非エネルギー消費 潤滑油、その他石油製品
一
都市ガス 天然ガス、 LNG、都市ガス

資源エネルギー庁

住環境計画研究所

日本エネルギー経済研究所

運輸省運輸経済研究所

資源エネルギー庁

日本貿易月表

物価統計年報

電気事業便覧

ガス事業便覧などより推定

家庭用エネルギー統計年報

大蔵省

日本銀行

電気事業連合会

日本ガス協会

住環境計画研究所

出典 :[2.1 J 

【総合エネルギ一統計】

民生部門エネルギー源別消費量

(石油，都市ガス，電力，その他)

￥/Mcal 
18 

16 

14 

12 

10 

8 

6 

4 

2 

。
1965 1970 

1-・一家庭用ガス単価 | 

己?竺守町ス叩J-

1975 1980 1985 1990 1995 

【日本エネルギー経済研究所】

業務部門エネルギー源別

用途別シェア推計値

【家庭用エネルギ一統計年報】

エネルギー源別用途別シェア

出典:[2.1 J 

図2.2 都市ガス価格の推定結果

図2.1 用途別エネルギー需要データの作成方法

2. 1. 2 モデルの構造

エネルギ一間競合モデルの全体構造を図2.3に示す。また、モデルで用いられている全変数名およ

び全方程式を巻末の付録に記す。

出典:[2.1J 
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(外生変数)

国際エネルギー価格 トー

(内生変数)

エネルギ一転換部門
.エネルギー種類別価格

(石油製品，都市ガス，電力)

・一次エネルギー供給量

部門別生産額

物価水準
技術進歩

エネルギー源別シェア
産業12部門別

エネルギ一価格

中期経済予測システム

.人口モデル

(総人口，高齢者比率)

・労働力供給モデル

(女子労働力率)

・マクロ経済モデル
(GDP，物価水準，

為替レート)

-産業連関モデル
(産業部門別生産額)

家計部門

・世帯数

・住宅床面積・断熱化率

・エアコン普及率

-エアコン効率

出典:[2.1] 

エネルギー最終消費部門

-産業部門エネルギー消費量

(12部門，エネルギー源別)

.業務部門エネルギー消費量

(用途別・エネルギー源別)

.家庭部門エネルギー消費量

(用途別・エネルギー源別)

.運輸部門エネルギー消費量

(輸送手段・エネルギー源別)

.非エネルギー消費

出典:[2.1J 

図2.4 産業部門エネルギー需要ブロックの矯造

一一」
エネルギーシェア関数の形式は次の通りである。

EII t年度，l部門最終エネルギー需要

Etj I :f年度，l部門， jエネルギー最終需要

Pi I :t年度， l部門エネルギー総合価格指数

ペt t年度， jエネルギー価格指数

図2.3 エネルギー間競合モデルの全体構造

(1)エネルギー需要ブロック(産業部門)

このブロックでは、産業部門の部門別・エネルギー源別需要が決定される。モデルの産業部門エネ

ルギー需要ブロックの構造を図2.4に示す。まず、産業12部門の各部門について、 (2-1)式や(2-2)式に示

すように、各エネルギー源の全エネルギー消費に占める割合(シェア)をエネルギ一間の競合関係に

影響する当該エネルギー源の価格比によって決定する。次に、求めた各エネルギー源のシェアを用い

て、 (2-3)式に示すように、エネルギー需要関数の説明変数の一つであるパーシェ型*6のエネルギー総

合価格指数を作成する。エネルギー需要関数については、基本的には各部門の実質生産額当たりのエ

ネルギー需要を被説明変数とし、建設業、窯業・土石、金属・機械、その他製造業の4部門について

はエネルギー需要そのものを被説明変数として推定した。なお、鉄鋼と非鉄金属については、生産額

が一次金属として一括計上されているため、両部門を合計したエネルギー需要を推定し、 95年度実績

の消費割合(鉄鋼91.7%、非鉄金属8.3%)で両部門に割り振っている。

①部門計に対するシェア

川町/E/) = C+ al X叫叱f/Rf)+G2×川町一1/可1) (2-1) 

②競合エネルギー問の相対シェア

川町/町)= C+ a1 X川P// Pf') + a2 X川町1/町一1) (2-2) 

p I-Z1PIEJ 
一 一

エjP/E/ (2-3) 

(0は価格指数の基準年度のデータであるととを表す。ここでは1990年度を基準年度とした)

本 6各年の需要をウエイトにして荷重平均して求めた価格指数。参考文献[2.2]0 

なお、環境規制の影響で80年代以降、重質油から中質油への切り替えが進んだことを考慮するため、

農林水産業、建設業、食品、繊維、非鉄金属、金属・機械の各部門において、中質油や重質油の推定

式にタイムトレンド項を追加している。タイムトレンド項の係数は中質油のシェア関数でプラス、重

質油のシェア関数でマイナスとなり、環境規制の影響でエネルギー価格の変化とは無関係に重質油が

減少して中質油が増加したととが反映される。なお、自家発電については、エネルギー需要全体では

nu 



表2.3 産業部門エネルギーシェア関数推定結果

1-. -r ~~~~源[一 一値 |分間属 | 川ント(ーI D2 1… h 7 

1 (i¥;oタイ7。川 (競合エネ)vギ-iJH-とt値) 1変数 (t値) 1 (年はタ.ミ一変数の年)1 い 山口

①石炭 卜0.7488(重質油， -2.2) 10.8053 (9.8) 1-0.6391 (95年，-1.9) 1 0.8971 2.091-0.28 

0①コークス ト0.3478(重質油，-3.3) 10.9073 (15.3) 1 1 0.8891 1.4711.40 

①軽質油 卜0.0369(WP戸， -3.4) 10.7210 (14.1) 10.00251 (2.6) 10.95912.10卜0.48

l①中質油 卜0.0730(WPI叫，ー0.9) 10.9058 (8.9) I 1 0.8441 1.3211.83 
1 化 I~~~:: ~ .:: ~ : ~ ~~._2 'r.: ~'J / 1:':::: ;~~- ~\ I ~ ' ::: I ~ ' :: I 

|②重質油 -0.8105 (石炭， -2.3) 10.8803 (17.2) I 1 0.95911.5410.98 

尚|②その他油 ト1.2135(軽質油， -3.6) 10.3523 (2.4) 1 1 0.7171 2.03! -0.26 

J ①天然ガス 1-0.0749 (その他泊， -0.7) 0.9799 (22.5) 1 1 0.961 I 2.59 I 1.78 

①都市ガス 1-0.7982 (巾質油， -2.7) 10.7252 (6.8) 1 1 0.944 i 1.5511.44 

①電力 1-0.0683 (重質油，-2.8) 10.8383 (12.0) 1 1 0.8321 1.381l. 72 

① 自家発 1-0.1112 (重質油川，-4.0)10.8524(22.4) 1 1 0.9491 1.7010.73 

-一切士み 1-日25事函~ -1.7) 10.8960 (10.0) 1 -~ : 0.7711 2.041・0.191
ぬ |①中質油 1-0.2273 (コークス，・2.5)10.9745 (11.4) 1-0.5047 (90年， -3.6): 0.84511.4911.36) 

五 |①重質油 I -~ . ~~~~ ~石氏♂ 8) . ~ \ I ~ ' ~~~~ ~~~ . ~ ~ 1 ; ~ ' ~;~ I ~ ' :: I ~ . :: I 
J①その他油 1-0.3080 (都市ガス，-1.9) 10.8538 (10.3) 1 I 0.8001 1.5311.44 J 

二:①都市ガス 1-0.3373 (中質油， -4.1) 10.8535 (17.8) ; 1 0.9751 1.5311.321 

臼 i①電力 1-0.1043 (中質油. -4.8) 10.9239 (56.2) 1 0.9931 2.27 ~ -0.77 
1 |①自家発 |ω987 (石炭*l，ー1.2) 10.8856 (8.1) L L~9~5~.9!l主竺
! |①石炭+コークス 1-0.0261 (重質油，-2.8) 10.9110 (22.1) 10.0563 (80年， 3.3) 1 0.956! 2.361-1.11 

②中質油 ト0.3614(重質油， -1.8) : 0.9897 (32.0) 1 1 0.9811 2.021-0.13 

!鉄 |①重質油 i -0.5280 (石炭， 3.9) 10.8096 (18.5) 1 10.98111.4011.37 

I①その他油 1-0.3037 (都市ガス. -3.5) 10.8827 (8.7) 1 1 0.7951 1.8710.24 

鋼 |①都市ガス :-0.3198 (巾質油，-3.0) : 0.9251 (23.1) 1 1 0.9921 2.051-0.28 

①電力 1-0.0293 (重質油，-1.7) i 0.9788 (33.0) 1 1 0.9741 1.6910.86 

① 自家発 卜0.1587(石炭*1， -2.6) 10.7530 (8.1 ) 0 . 97! L]_!~主主

①コークス 1-0.1232 (中質油， -1.3) -1u.9766 (9.0) I i 0.8061 2.22・0.93

非 |①重質油 1-0.5803 (中質油， -2.4) 10.5588 (3.8) 卜0.0274(-3.1) i 0.8771 1.8310.76 i 
鉄 |①その他油 1-0.1373 (中質油，ー0.6) 10.6837 (6.4) 1 I 0.8511 2.241-1.701 

金 !①都市ガス 1-0.4159 (中質油，-3.5) 10.8062 (13.2) :-1.0628 (81年， -7.4):0.96911.8110.51; 

属 |①電力 1-0.0575 (州ベ ー1.5) 10.8597 (11.4)ト0.1596(90年， -2.6)i 0.8511 2.221-1.09 

→①自空三 |ア1120(中質油*1，-1.6) 10.9188Q52) ; -0.3196 (守年， -4.1)10.90412.08卜0.30

①コークス ト0.7244(中質油， ー2.6) 10.7410 (6.0) 1-0.0180 (-l.8) 1 0.6001 2.05卜0.30

金 l①中質油 卜0.1579(都市ガス， 39) ( O 側~ ~~~.~~ I ~ ~~~~ / ~ ~\ I ~叫: . ~~I ~O!? 
回|①重質油 |ー1.1941 (中質油， -2.3) 10.8446 (11.3) 1-0.0322 (-2.3) 1 0.986 i 1.221 2.31 

2!①その他油 1-0.0258 (都市ガス， ー1.0)10.7963 (5.3) 10.3886 (94年， 1.8) 1 0.7631 2.321-1.11 

長l②都市ガス ト0.3653(中質油'_-3.2_) _， 1 ~.~~~~ ~~~ . ~~ I ~~. ~~ I~. h- ~ ~\ ! ~ .~判 l 引1.02
1①電力 |om(都市ガス 1210%77(2391 02103(昨 50)!098112ベ205|
① 自家発吋 |ー1.8945(中質油判，-2.8) 10.9487 (16.0) 1 I 0.9621 2.451-0.791 

ト;①コークス 1-0.2290 (中質油~-~ 5) 10.9028 (11.0) ー ! 0.8541 2.531-1.85 

①軽質油 1-0.8304 (その他油， -1.7) 10.9093 (14.3) 1 0.930 

の |①中質油 1-0.0940 (重質油， -0.9) 10.9021 (19.0) 1 0.934 

他 |②重質油 1-0.8390 (中質油， -2.2) 10.6673 (5.4) .0.0577 (3.0) 1 0.972 

製 |①その他油 1-0.3679 (中質油， -3.2) 10.2789 (1.7) 卜0.3789(81年， -2.7)1 0.703 

造 |①天然ガス |ー0.5725(中質油， -2.3) 10.7290 (5.5) ト0.0498(-2.0) 1 0.986 

業 |①電力 1-0.0526 (中質油，-1.3) 10.9546 (18.6) ! -0.1391 (74年， -3.2) 1 0.931 

① 自家発 1-0.6152 (重質油本l，ー2.8)10.9183 (13.1) : 0.8086(84年， 2.8) 1 0.927 

なく 、電力需要に対する自家発電の割合を、自家発電用の燃料として最もよく用いられているエネル

ギー源の価格と電気事業の電力価格の比を説明変数として用いて決定した。また、異常値と考えられ

るデータが合まれている場合、その年の値だけが1で、残りの年は0の値をとるダミー変数を説明変数

に追加し、異常値の影響を取り除いた。

エネルギーシェア関数の推定結果を表2.3に示す。

日

門ト
パ|

|

LT 価格弾性値 うゲ付き従属 タイムトレンド (d!直)
R2 DW h 

イア) (競合エネ)げ一源とt値) 変数 (t値) (年はダミー変数の年)

0.8615 (10.3) 0.0177 (2.5) 0.951 2.22 -0.81 

|林l①重質油 0.8651 (10.5) ー0.0172(ー2.5) 0.953 2.23i -0.81 
水 ①電 力 ー0.2792(中質油，-2.6) 0.8546 (10.9) 0.832 2.21 ー0.68

I阿哨~I①3①電2自質油

ート一一一一
-0.4061 (重質油.-1.2) 0.904 2.53 -l.63 

質油 ー0.3911 (中質油， ー1.3) 0.9446 (9.8) 0.852 2.61 -1. 75 
力 -0.1382 (重質油， ー1.8) 0.8567 (8.9) 0.731 2.40 ー1.31

家発 -0.0494 (重質油判， -1.0) 0.7024 (5.5) 0.491 2.23 -0.91 
質油 -0.0686 (重質油， -1.6) 0.7498 (5.8) 0.0029 (1.6) 0.944 

t①重質油 ー0.3575(中質油， -1.1) 0.7926 (6.4) ー0.0477(-2.4) 0.987 2.121 -1.05 
i①電 力 ー0.4093(WPI*2，・1.8) 0.7599 (5.7) ー0.7114(74年，ー5.0) 0.946 2.18: -0.75 

①中質油 0.7171 (5.3) 0.0110 (2.0) 0.947 1.53 
:②重質油

1-0.0断(中質油 0.9) 
0.8674 (10.6) -0.0221 (-2.3) 0.979 1.89 0.13 

①都市ガス 0.8017 (9.1) 0.0159 (1.6) 0.990 2.35 -1.49 
0.4137 (2.3) 0.0427 (3.2) 0.986 1.77 2.90 

『陸|①電宮力パ*31 ;9吋 3.1 ) 0.8705 (12.1) 0.880 1.44 l.24 

0.5530 (4.6) 0.0373 (3.8) 0.983 1.80 0.40 
0.7340 (8.6) ー0.0336(-3.5) 0.983 

(都市ガス， -0.9) 0.8818 (13.5) 0.957 
①都市ガス ー0.3445(中質油， -4.3) 0.8926 (19.8) 0.976 
①電 力 ー0.1432(中質油， ー1.7) 0.9598 (15.4) 0.891 
①石炭+重質油 -0.0385(総合価格， -1.8) 0.5713 (3.7) 0.964 
①中質油 ー0.1352(WPI*2，ー2.0) 0.9787 (10.9) ー0.0082(-2.3) 0.843 l.30 1. 71 
|②重質油 ー1.3482(石炭，ー3.9) 0.8558 (17.1) 0.970 2.26 -0.67 
①その他油 -0.4446 (中質油，ー0.6) 0.6167 (2.2) 0.873 1.67 1.36 

回収黒液*4 1.2520 (生産額， 19.7) 0.969 0.87 
①電 力 -0.0486 (重質油， -2.6) 0.9493 (32.4) ー0.0207(-9.5) 0.973 1.70 0.71 
①自家発 ー0.1467(重質油判， -5.9) 0.8082 (20.5) 0.954 1.561 0.70 

R2は自由度調整済み決定係数、 DWはダービン=ワト ソン比、 hはダーピンのh統計量である。

①はエネルギーシェア関数として(2-1)式、 ②は(2-2)式を用いていることを示す。

* 1 自家発の燃料として想定したエネルギー源

勺 競合エネルギー源を特定せず、物価指数を用いて価格を実質化した。

つ 上限を0.6に設定

"'4 消費量を直接推定

出典:[2.1] *5 上限を0.05に設定
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シェア関数の推定結果からは、競合の激しいエネルギー源(例えば紙・パルフの重質油と石炭など)

の価格弾性値は大きく、競合の激しくない電力などの弾性値は小さいという関係が読みとれる。また、

全体にラグ付き従属変数の係数が大きいが、これはエネルギー源の切り替えには設備の大幅な更新を

伴うため、調整に相当な時間が必要なことを示している。

エネルギー需要関数は以下のようにして導出した。資本KとエネルギーEを生産要素として持つCES

型生産関数本7

Y = A[ 8K-P + (1-8)E-p ('P 

表2.4 産業部門エネルギー需要関数

(2-4) 

[孟q

価格弾性値 うゲ付き従属 その他(説明変数とその R2 DW DE而
( t値) 変数 (t値) d直，年はダミー変数の年)

ー0.0928(-2.6) 0.7569 (9.6) 0.0837 (タイムトレント.，2.9) 0.958 2.50 ー1.59
鉱業 ー0.1173(-1.0) 0.8302 (4.8) -0.2375 (67年， -1.9) 0.718 1.49 4.01 

0.0749 (タイムトレンド ，1.7) 
建設業本l -0.0483 (ーl.2) 0.5248 (3.4) 0.3857 (生産額， 2.3) 0.956 1.10 4.41 

ー1.370(付加価値率， -1.4) 

食品 -0.0822 (-2.8) 0.8242 (14.7) 0.950 2.33 ー1.06
繊維 -0.0842 (-2.5) 0.7769 (9.2) ー0.1753(90年，-2.3) 0.738 1.81 0.35 

紙・パルプ -0.0989 (-5.0) 0.7782 (17.1) -0.0652 (89年，-2.2) 0.968 l.66 0.71 

化学 -0.0867 (-3.9) 0.9177 (26.1) 0.969 1.92 0.20 
窯業・土石川 -0.1123 (-6.4) 0.5407 (5.9) 0.1627 (生産額，3.6) 0.920 1. 71 0.91 

ー1.280(付加価値率， -3.9) 

一次金属 -0.1473 (-2.9) 10.7248 (7.0) 2.05 ー0.32
金属・機械*1 -0.1112 (-l.6) 10.5608 (3.6) 0.3060 (生産額，2.5) 1 0.968 l.05 4.68 

その他製造業*1 -0.0571 (-2.1) 10.7975 (13 . ~) 0.0606 (生産額，1.1) 1 0.963 2.04 -0.28 

y 実質生産額

A，O.ρ:定数 (A>O; 0< O < 1 ;ρ>-1) 

を利潤関数

W=PyY-PKK-PEE 

に代入し、利潤最大化の一階の条件を用いてKを消去して式を変形することにより、

ln( ~) =古川-8)-pln Aーか(号)
= C -al X ln( PE / Py) 

(2-5) 
本1 原単位ではなく最終エネルギー需要を説明変数とする。

出典 :[2.1] 

(2-6) 

(2)エネルギー需要ブロック(民生部門)

民生部門は、用途別にエネルギー需要が分割されている点以外は産業部門と同様、シェア関数と需

要関数の2段階でエネルギー源別需要を決定する。シェア関数の形式は次の通りである。

EI I :t年度，i用途最終エネルギー需要

E;/ : t年度，i用途，jエネルギー最終需要

Pt f :f年度，1用途エネルギー総合価格指数

ペf t年度，jエネルギー価格指数

が得られる。これに技術進歩を表すタイムトレンド項と、前章と同様、エネルギー需要が短期的に変

更できないことを考慮するために一年前の被説明変数を説明変数として追加し、次の形式のエネルギ

ー需要関数

ln(E / Y)= C+α1 X In(PE / WPI)+a2 x Time+a3 x In(E(-l)/ Y(ー1)) (2-7) 

WPI 卸売物価指数

タイムトレンド (1965年度=1、以後毎年lずつ増加)
①用途別エネルギー需要全体に対するシェア

ln(町/町)=C+α1 xJ引 1/P/)+α2×ln(EJ勺 Er') (2-8) 

Time 

を各部門について推定した。なお、エネルギーシェア関数と同様、ダミー変数を用いて異常値の影響

を取り除くとともに、建設業と窯業・土石については、高付加価値化に伴うエネルギー需要の減少を

反映するため、付加価値率(付加価値額と生産額の比)を説明変数として追加した。

エネルギー需要関数の推定結果を表2.4に示す。エネルギー需要関数の推定結果からは、ラグ付き

従属変数の係数が大きく、短期の価格弾性値は比較的小さいという傾向が読み取れる。これから長期

の価格弾性値を計算すると、ー0.1"'-0.9と産業問のバラツキが大きいことが分かる。

②競合エネルギー問の相対シェア

ln(町/町)= C+al x叫尺1/町)+a2x川町l/wi) (2-9) 

* 7 Constant Elasticity of Substitution。生産要素問の代替弾力性が一定であることを仮定した生産関数で、代替
弾力性は1/(1+ρ)となる。参考文献[2.3]。

家庭部門の灯油は、価格が他のエネルギーより圧倒的に安いにもかかわらず、シェアを落としている。

給油が面倒であったり室内の空気が汚れるという理由に加え、都市ガスが普及している都市部に人口

が移動したことも影響している。このため、暖房用と給湯用の灯油のシェア関数にタイムトレンド項

を追加し、エネルギー価格とは無関係に灯油の割合が減少していることを反映した。
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世帯当たり家庭用エネルギー需要

直接的影響‘
人口動態の変化用途別エネルギー需要は、基本的に家庭部門では世帯当たりを、業務部門では需要全体を被説明変

および数とし、家庭部門の冷暖房用についてはデグリデー叫、家庭部門の給湯用は世帯人数当たり、

エネルさらに、業務部門の動力・その他用は床面積当たりの需要を被説明変数として推定している。

ギー効率の改善状況を定量化するため、家庭部門の冷房および暖房用エネルギー需要関数に家屋断熱

化による暖房効率の向上とエアコンの効率化の影響を組み込んだ。住宅暖房効率指数および、エアコン

効率指数は、東京や大阪の気候において最も一般的な、グラスウール断熱材50mm厚相当の断熱化を

施した住宅の年間暖房負荷が非断熱化住宅の約54%であること[2.4Jと、毎年新築される住宅の断熱化

率あるいは出荷されるエアコンl台当たり消費電力の改善動向に、それらの平均寿命を勘案して保有

この図では、ベースのエアコンの効率指数を作成することで、行った。その推定結果を図2.5に示す。

効率指数は住宅の暖房負荷当たりあるいはエアコン1台当たりの消費エネルギーで定義されており、

エアコン効率(保有ベース)は42%改善した。なお、冷蔵庫やカラー1970年度比で暖房効率は 18%、

間接的影響これらの機器は効率改善と同時に大型化が

進んだ結果、 1台当たりの消費電力はあまり改善していないため、本章では効率化を考慮していない。

テレビなと、他の家電機器のエネルギー効率も改善したが、

人口動態の変化の家庭用エネルギー需要への影響図2.6

出典:[2.1] 

また、人口動態の変化が家庭部門のエネルギー需要に与える影響については、次のようにしてモデ

この影響は家庭部門のエネルギー需要に関する行動様式の変ルに組み込んだ。図2.6に示すように、

化を通じて現れる直接的な影響と、それ以外の間接的な影響に区別できる。世帯当たりエネルギー需

それが暖房用需要要に及ぼす直接的な影響については、高齢者の増加が在宅時間の増加をもたらし、

を増加させること、女性の社会進出が昼間の在宅時間の減少をもたらし、それが冷房用需要を減少さ

せること、核家族化が世帯当たり人数の減少をもたらし、それが給湯用需要を減少させるという、特

に3つの関係が顕著であると考えられる。そこで、説明変数として、暖房用エネルギー需要関数に高
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齢者比率を、冷房用エネルギー需要関数に女子労働力率 (20歳から64歳の女性のうちで、就業してい

1990年度1985 1980 1975 

。
1970 

を追加し、給湯用エネルギー需要は世帯人数当たりのエネルギー需要を推定した。る人の割合)

一方、経済動向の変化を通じた間接的な影響は、図2.3に示すように、中期経済予測システムの他出典:[2.1] 

家屋断熱化とエアコン効率化による冷暖房負荷の低減率図2.5 2.6]を利用して、人口高齢化に伴う経済成長の鈍化を反映したGDPや物価水準、およびのモデル[2.5，

産業部門別生産額をエネルギー間競合モデルに入力することによって計算される。

ウー

吋 毎年の平均気温をもとに、冷暖房の必要度を表す指標。冷房デグリデーはi日の平均気温が24"Cを上回る日

の平均気温と22
0

Cの差を年間にわたって積算したものであり、暖房デグリデーはl日の平均気温が14'Cを下回

る日の平均気温と14"Cの差を年間にわたって積算したものである。
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エネルギーシェア関数およびエネルギー需要関数の推定結果を表2.5.........表2.8に示す。産業部門と同

様、ラグ付き従属変数の係数は0.7を超えているものが多い。ただし、有意でなかったため、家庭部門

の一部の需要関数にはラグ付き従属変数は入っていない。価格弾性値はシェア関数における業務部門

の冷房用都市ガスの値(対電力)が突出して大きく、近年の地域再開発における電気事業と都市ガス

産業の競争を反映している。また表2.8から、上記の人口動態の変化の影響が、あらかじめ予想した

通りの方向(高齢者比率が高まると暖房用エネルギー需要が増加し、女性労働力率が高まると冷房用

エネルギー需要が減少する)でエネルギー需要関数が推定されていることが分かる。

表2.5 業務部門エネルギーシェア関数

用途 価格弾性値 うグ付き従属 その他(説明変数とその R2 
(式のタイt) (t値) 変数 (t値) di直，年はタ.ミ一変数の年)

暖房用

①電力 -0.1066 (-2.2) 0.9654 (25.8) 0.972 

②都市ガス -0.1151 (-3.8) 0.7643 (11.1) 0.l851 (93年， 3.0) 0.878 

①石炭 ー0.2382(-1.3) 0.8323 (11.6) 0.829 

冷房用

②都市ガス*1 -1.8758 (-4.2) 0.2918 (2.3) 0.7510 (都市カ.ス暖房シェア， 1.3) 0.948 
石油*2 ー0.1496(-4.3) 0.7211 (12.5) 0.2789 (生産額， 4.3) 0.983 

給湯用

②都市ガス ー0.2141(-5.2) 0.8347 (18.9) 0.978 
石油*2 ー0.0955(-4.1) 0.8601 (27.2) 0.970 

①石炭 ー0.3650(-2.6) 0.8104 (11.1) 0.815 

厨房用

①都市ガス -0.0133 (-0.5) 0.6955 (10.7) 0.836 

①は用途別エネルギーシェア関数として(2-8)式、②は(2-9)式を用いていることを示す。

ぺ上限を0.3に設定

勺 シェアではなく消費量を直接推定

出典:[2.1 J 

表2.6 家庭部門エネルギーシェア関数

用途 価格弾性値 うグ付き従属 その他(説明変数とその

(式のタイt) (t 値) 変数 (t値) di直，年はダミー変数の年)

暖房用

①電力 ー0.2172(-2.5) 0.0147 (機器普及率， 1l.8) 

ー0.3827(79年， -3.1) 
①灯油 1-0.0263 (-0.7) 0.8253 (22.3) -0.00138 (タイムトレンド， -1.4) 
給湯用

①電力 幽0.1291 (-1.3) 0.7716 (41.7) 1.5889 (戸建住宅比率， 4.1) 
①LPG ー0.1081(-1.6) 0.3283 (18.1) 

①灯油 0.5473 (4.7) -0.00340 (タイムトレンド， -2.4) 

出典:[2.1J 
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R2 

0.844 

0.969 

0.987 

0.932 

0.538 

DW 
Durbinl 

h 

2.45 ー1.53

1.42 1.67 

1.82 0.43 I 

1.46 I 1.42 I 

1.84 -0.10 I 

1.16 2.36 

1.92 0.11 

1.84 0.42 

1.77 0.61 

DW 
Durbin 

h 

l.19 

2.05 -0.42 

2.59 -1.64 

1.72 0.67 

2.13 -0.81 

表2.7 業務部門エネルギー需要関数

用途 |価格弾性値(値)1うグ付き従属
t 変数 (t値)

生産額 (t値) R2 

暖房用 -0.1165 (-3.4) 07936 (15.3) 0.0891 (2.2) 0.961 

冷房用 ー0.0890(-0.7) 0.6176 (4.9) 10.4757 (2.6) 0.960 

給湯用 -0.1187 (-4.5) 0.8216 (19.5) 0.0887 (2.9) 0.979 

厨房用 0.8801 (12.6) 0.1260 (1.8) 0.994 

|動力・その他用ホl 叩 202(-0.8) 0.3340 (2.3) 0.5303 (4.3) 0.997 

ぶ l 床面積当たり消費量

出典:[2.1 J 

表2.8 家庭部門エネルギー需要関数

用途
価格弾性値 可処分所得

(d!直) (d!直)

暖房用*1 -0.2483 (-7.6) 0.8318 (7.9) 

冷房用*1 1-0.1852 (-0.9) 

給湯用*2 0.2558 (1.5) 

厨房用 書0.4211 (-3.5) ー0.3063(-4.6) 

動力・その他用 -0.1555 (-3.4) 0.3215 (3.1) 

勺 効率補正後のデグリデー当たり消費量

勺 一人当たり消費量

出典:[2.1 J 

(3) 運輸部門

その他

(説明変数とそのt値)

0.2210 (高齢者比率， 2.5) 

0.00053 (暖房テ'ゲリデゥ 6.2)

0.0464 (機器普及率， 16.2) 

ー6.807(女子労働力率， -6.4) 

0.8170 (一期前， 15.3) 

0.5467 (一期前， 7.1) 

0.9250 (住宅床面積， 3.9) 

DW 
Durbin 

h 

2.15 -0.44 

2.37 ー1.51

2.24 -0.78 

2.21 

1.49 

R2 DW 
Durbin 

h 

0.959 0.61 

0.978 1.52 

0.992 2.27 ー1.03

0.437 1.15 

0.998 

運輸部門では、輸送手段とその燃料はほぼ一対ーの関係にあり、輸送手段を選択した時点で消費さ

れる燃料は一意に決まる。輸送手段は速度や大量輸送性などで役割分担が決まっており、エネルギー

間の競合はあまり見られない。このため、他部門とは異なり、それぞれのエネルギー需要を直接推定

した。消費規模を表す説明変数として、自家用自動車輸送には家計可処分所得を、それ以外の輸送に

は国内総生産を用いた。また、自動車の過去の燃費向上を反映するため、自動車のエネルギー需要関

数にタイムトレンド項を追加した。

エネルギー需要関数の推定結果を表2.9に示す。旅客用LPGを除いて、自由度調整済み決定係数

(R2)は0.95を超えており、回帰の適合度は高い。旅客用LPGの適合度があまり高くないのは、旅客

用LPGは専らタクシーのみによって消費されるので、他の輸送手段と比べてエネルギー需要が少なく、

データの毎年の変動が激しいためである。また、輸送設備の更新に長い時間がかかるため、他の部門

と同様、ラグ付き従属変数の値は大きく、エネルギー需要は短期的に変化しにくいことが分かる。
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表2.9 運輸部門エネルギー需要関数 表2.10 価格弾性値の推定結果

「 用途

ーー 一一←

DW||Duh rbm 価格弾性値 7グ付き従属 その他(説明変数とその
R2 

(tイ直) 変数 (t値) t値，年はダミー変数の年)

自動車輸送人初 -0.2275 (-3.2) 2.0713 (可処分所得， 21.4) 0.975 0.63 

航空輸送人相 0.7438 (10.2) 0.4567 (国内総生産， 2.6) 0.993 1.31 0.71 

自動車輸送トンキロ -0.1387 (-1.4) 1.5138 (国内総生産， 8.5) 0.964 0.38 

ー0.0177(タイムトレンド， ー2.1)

旅客用力.ソリン*1 0.7550 (10.0) 0.4170 (可処分所得， 2.6) 0.972 2.45 
-0.0042 (タイムトレンド， -1.8) 

-0.0623 (88年，ー2.2)

i貨物用がソリン*2 0.9047 (11.1) ー0.0064(タイムトレンド， -1.1) 0.987 0.74 3.46 
旅客用軽油*1 0.7667 (10.6) ー0.0031 (タイムトレンド， ・1.3) 0.960 1.55 0.98 
貨物用軽油 -0.1094 (-3.9) 0.3854 (4.1) 1.406 (国内総生産， 5.5) 0.997 1. 78 0.49 

-0.0142 (タイムトレンド， ー1.5)

鉄道用軽油 -0.2507 (-5.5) 0.9044 (23.5) 0.966 1.96 0.10 
旅客用LPG -0.4113 ( -1. 5) 0.5900 (3.2) 0.1379 (国内総生産， 1.6) 0.519 1.82 0.85 

0.2745 (83年， 2.6) 

船舶用重油 ー0.1091 (-3.0) 0.9349 (18.0) ー0.3309(90年， -4.5) 0.935 1.66 0.76 
航空用γェット燃料 0.8066 (12.9) 0.1944 (国内総生産， 2.0) 0.993 1.73 0.50 
鉄道用電力計 ー0.1212(-4.7) 0.6173 (8.0) 0.2927 (国内総生産， 5.4) 0.994 1.87 -0.20 
鉄道用自家発 -0.0616 (-2.4) 0.6859 (7.8) 0.2146 (国内総生産， 3.6) 0.990 1.87 0.10 

-0.0612 (87年，ー2.4)

本 l 輸送人キロ当たり消費原単位

*2 輸送トンキロ当たり消費原単位

出典:[2.1] 

部門/用途 一一 -.- ーイ 部門/用途
価格弾性値

短期 L開
自動車ニンキロ

鉱業 -0.12 I -0.69 自動車トンキロ | -0.17 

建設業 -0.05 -0.10 i運 旅客ガソリン

食料品 -0.08 -0.47 輸 旅客LPG -0.41 -1.00 

繊維 -0.08 -0.38 部貨物軽油 -0.11 -0.18 

業 紙・パルプ -0.10 
045r  

-0.11 -l.77 
立ロ1リ~ :化学工業 -0.09 -1.05 I エツト燃料

| 0.12 |事門 i窯業土石 -0.11 -024 1 道電力

一次金属 -0.15 -0.54 房用

金属機械 -0.11 -0.25 家冷房用

その他製造 -0.06 -0.28 I 庭 給湯用

l~ι1;; r ー---- 部

i暖房用 -0.12 -0.56 門 厨房用

業 冷房用 -0.09 -0.23 |その他用
務 一 一一

部
給湯用 -0.12 -0.68 

J 門厨房別

その他用 -0.02 -0.03 

ーの欄は、エネルギー需要関数はあるが、エネルギ一価格は有意ではなかったため、

説明変数に含まれていないことを示す。

これらのエネルギー需要関数から短期と長期の価格弾性値を求めると表2.10のようになる。短期の

価格弾性値はマイナス0.1前後で、部門聞に差は見られない。一方、長期の価格弾性値は概ねゼロから

マイナスlの間で分布しており、部門別では産業部門と運輸部門の絶対値が他の部門より大きく、相

対的にエネルギー価格により敏感に反応する。

エネルギー需要ブロック全体を通じて言えることは、総じて技術進歩を表すタイムトレンド項が有

意ではなかったため、説明変数に含まれていないことである。言い換えれば、過去の省エネルギーの

ほとんどは価格効果を通じて技術進歩が進んだためであり、エネルギー価格が下落に転じれば、技術

進歩が停滞してエネルギー需要が増加する可能性が高いことを意味している。

需要が多いため、接触分解装置などを用いて重油を分解し、軽油や灯油などのいわゆる中間留分の生

l宝を増やしている。このため、石油精製ブロックでは、図2.7に示すように、まず石油製品平均出荷

価格を決定し、続いて各製品の価格を決定するという2段階の方式を取る。説明変数に重質油の精製

割合を組み込むことにより、需要構成の軽質化が製品価格を押し上げるという関係を考慮している。

(4)エネルギー転換ブロック(石油精製)

このブロックは、石油製品別のエネルギー価格が決定される。石油精製では、原油の組成に応じて

様々な石油製品が得率と呼ばれる割合で同時に生産される。しかし、現在はこの割合以上に軽質油の

原油輸入価格一一
物価指数 I I 

関税石蝋卜」ー'

揮発酬など卜歩

出典:[2.1 J 

図2.7 石油価格ブロックの構造
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PPAV / WPI = -4. ]02 + O. 7496牢 PIN/ WPI・23.32* In(HORF / OLRF) 
(-3.5) (28.5) (・22.9) (2-10) 

化に応じて年負荷率が変わると想定した。その際、業務と家庭部門については、年負荷率低下の最大

要因と思われる冷房用の電力需要を他の需要と区別して扱った。推定結果から、冷房需要の年負荷率

は約20%と小さく、最大電力を大きく押し上げていることがわかる。

-石油製品平均出荷価絡

WPI 

全製品平均出荷価格

卸売物価指数
原油輸入価格(原油関税・石油税込)

重質油精製量

石油精製量

PEAK = (EPIN + EPTR) / 0.755 + EPCMO / 0.399 + EPCMC / 0.263 
、 (9.8) (4.3) (1. 6) 

+ EPREO / 0.620 + EPREC /0.157 
(2.3) (3.1) 

1966-95， R2=0.981. D.W.=1.28 
-最大電力

PPAV 

PIN 

HORF 

OLRF 

(2-11 ) 

(係数の下の括弧内はその係数のt値を表す)
1970-95， R2=0.998， D.W.=1.92 

(5)エネルギー転換ブロック(電力)

電気料金は原価主義に基づいて設定されている。また、電源計画は電源の経済性のみならず、環境

影響やエネルギー安全保障など国の政策と密接に関係している。そこで、本モデルは電源構成を外生

変数として、電力供給の総括原価を算出し、これをもとに契約種別の料金を決定する。モデルの構造

を図2.8に示す。

本モデルでは、必要な発電設備容量や電気料金を決定するために、最大電力を内生化している。最

大電力の計算方法は、産業・運輸・業務・家庭部門の負荷パターンがそれぞれ一定であると仮定し、

過去の実績から各部門毎の年負荷率(最大電力と年間電力需要の比)を計算し、将来の需要構成の変

PEAK 夏期送電端最大電力

EPIN 産業部門購入電力量

EPTR 運輸部門 " 
EPCMO 業務部門 " (冷房用除く)

EPCMC 業務部門 " (冷房用)

EPREO 家庭部門 " (冷房用除く)

EPREC 家庭部門 " (冷房用)

(係数の下の括弧内はその係数のd直を表す)

-費目別費用関数

UCLA = O.∞56 + O. 000089吋 PI+ 0.241牢 UCLA(-1) + 0.0025キDUMOIL1
(7.3) (4.3) (2.0) (5.2) (2-12) 

エネルギ一価格
物価指数

1971-95， R2=0.979， D.W.=1.47， Durbin's h=1.68 

ln( UCCA) = -3.280 + 0.2461 * ln( SEL( -1) / WPI( -1)) + 0.6728 * ln( UCCA(ー1)) 
(-4.6) (4.5) (10.3) (2-13) 

電源矯成
・原子力・水力

発電量
-火力燃料別
発電割合

1971-95， R2=0.985， D.W.=1.69， Durbin's h=0.61 

ln( UCRP) = -5.906 + O. 4348 * ln( SEL( -1) / WPI(ー1))+0.5431牢ln(UCRP(ー1)) 
(-5.0) (4.9) (6.1) (2-14) 

|部門別年負荷率I... 

1971-95， R~0 . 972 ， D.W.=2.15， Durbin's h=ー0.44

出典:[2.1] 

UCLA 労働単位コスト(￥IkWh)

CPI 消費者物価指数
DUMOILl :石油危機ダミー (1973年度以前が0、1974年度以降が1)
UCCA 資本単位コスト(￥IkWh)

SEL 総設備容量
UCRP 修繕単位コスト(~IkWh)

(係数の下の括弧内はその係数のt値を表す)

図2.8 電力価格ブロックの構造
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(6)エネルギー転換ブロック(都市ガス)

都市ガス料金も電気料金と同様、原価主義に基づいている。近年は、供給面では原料の天然ガス切

り替えが進展し、ガス製造工程の簡略化により供給コストが低下している。需要面では、供給コスト

の安い産業用大口の需要家の増加が著しい。両者の影響で、以前より規模の経済性がより強く現れる

ようになっており [2.7J、これを反映するため、都市ガス製造の総資本費の説明変数に都市ガス需要を

組み込み、短期的には規模の経済性が働くように考慮している。

表2.11 C02排出原単位

-都市ガス総資本費

燃料種 原単位 (g-Cふ1cal) 燃料種 原単位 (g-ClMc~l) 1
石炭 原料炭 99.00 石油製品 ガソリン 76.58 

国産一般炭 104.22 ナフサ 76.05 
輸入一般炭 103目44 ジェット燃料 76.65 

コークス等*1 コークス ""'"'110 灯油 77.48 
コークス炉カ.ス ""'"'110 軽油 78.39 

高炉ガス ""'"'110 A重油 79.11 
ト一一一一一一

C重油 81.80 原油 78.11 
潤滑油 80.47 

天然ガス 56.39 石油コークス 106.12 

都市ガス*2 90 (1965年度)→ 58(1995年度) LPG 68.33 

電力*2 210 (1969年度)→ 125(1995年度)
」

ln( CCPTG / WPI * 100)) = 0.8837 + 0.3646什n(TGF!)+ 0.6787 * ln( CCPTG(一1)/ WPl( -1)牢 l∞)

(3.1) (2.1) (5.1) (2-15) 勺 コークス転換で産出する全燃料の平均原単位

本 2 都市ガスと電力はエネルギー源の構成で毎年原単位が異なり、天然ガスや原子力の導入で減少傾向にある。

1970-95， R2=0.988， D.W.=1.75， Durbin's h=-0.87 

CCPTG 都市ガスの総資本費

TGFl 都市ガスの最終需要計

WPI 卸売物価指数

3.5 
炭素換算億トン

.は政府推計値

1.5 

3.0 

2. 1. 3 C02排出量の算出

地球温暖化問題に対する関心が世界的に高まった90年代初頭以降、エネルギーモデルで温室効果ガ

スの一つであるC02の排出量を計算することは常識になっている。しかし、各エネルギー源の単位発

熱量当たりのC02排出量 (C02排出原単位)や、排出原単位の細分化の程度がモデル問で微妙に異な

っているため、計算されたC02排出量がモデルによって異なることが多く、このような場合、ある年

の排出水準まで排出量を抑制するという同一の目標をおいても、その水準自体が違ってしまう。

本章では、他のモデルの計算結果と比較することを考慮し、最も一般的に用いられていると思われ

る、環境庁が使用しているC02排出原単位[2.8]を用いてC02排出量を計算している(表2.11)。なお、

環境庁と同様、化学工業が消費したナフサ・ LPGおよび潤滑油など非エネルギー消費の80%を非燃焼

用として除外している。また、廃棄物燃焼からの排出量など、化石燃料の燃焼以外からのC02排出量

(1995年度で2.180万トC)は含んでいない。

C02排出量の推定結果を図2.9に示す。 90年度以降の推定値と政府の推計値(2.9]との差は、最も大き

い94年度でも0.84%しかない。また、削減の基準となる90年度の差はわずか0.09%であり、次節のよ

うに、 90年時点の排出水準を抑制目標におくことは適切であると考えられる。

2.5 

2.0 

1.0 

0.5 

0.0 

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995年度

図2.9 C02排出量(化石燃料起源)

2. 1. 4 最終テストの結果

構築したモデル全体の適合度について調べるため、最終テストを行った。期間はすべてのデータが

共通して含まれる1985年度から 1995年度であり、 1985年度(ラグ付き従属変数は1984年度)の実績値

を出発点として、モデルをダイナミックに動かした場合の実績値と推定値の違いを調べた。期間全般

にわたる適合度を測るための統計量として、次式で表されるタイルの不一致係数を用いた[2.10]0

d
せ
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(Zf(ACTI-ESTf)2/T!l/2 

Theil' s Incquality Coefficicnt = -r--， _l 、112r J 、112

{ Lt (A CTn / T } '''' + {Lt (目的/T}"" (2-16) 

ACTr : t年度の実績値

EST
t 

: t年度の推定値

T 最終テストの期間数

主な変数のタイルの不一致係数を表2.12に示す。どの係数も適合度の目安である5%を下回ってお

り、適合度は良好であるといえる。また、これらの変数の実績値と推定値を図2.10""_'図2.28に示す。

運輸部門の石油製品が若干過大に推定されているが、これは最終テストを推定期間の途中である1985

年度からの期間で行っているためであり、運輸部門単独で1976年度からの期間で最終テストを行った

場合、このような過大推定は見られないため、再推定の必要はないと考えられる。

表2.12 最終テストにおける主要変数のタイルの不一致係数

仁二二変数名 寸 タイルの不一致係数| 変数名

石炭最終消費

タイルの不一致係数
一一

仁 竺子ネルギー総供給I l.0% 

u!炭一次供給 | 日克一「 コークス最終消費

石油製品最終消費t ー ‘ 8-*{)iJ~ 2.2% 

し 天然ガス一次供給 r--0.5% 

|最終エネルギー消費計l l戎
」 産業部門 | 12% 

I 業務部門 I l.4% 

窒庭部門 0.8% 

運輸部門 3.3% 

L__1巨竺士消費 L_.1.3% 

10
10kcal 

560，000 

520，000 

480，000 

440，000 

400，000 

. 実績値

ーー -d.--推定値

都市ガス最終消費

電力最終消費

C02排出量(日本全体)

石油製品平均出荷価格

都市ガス消費者価格

電灯電力総合単価

1.7% 

1.7% 

1.9% 

0.6% 

0.7% 

1.2% 

1.3% 

1.0% 

2.0% 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.10 最終テスト結果(一次エネルギー総供給)
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一一

1010kcal 

90，000 

85，000 

80，000 

75，000 

70，000 

. 実績値

目・ -d.--推定値

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

1010kcal 

270，000 

250，000 

230，000 

210，000 

190，000 

170，000 

図2.11 最終テスト結果(石炭一次供給)

. 実績値
--d. --推定値

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

1010kcal 

60，000 

55，000 

50，000 

45，000 

40，000 

35，000 

図2.12 最終テスト結果(原油一次供給)

. 実績値
--帽.d.--推定値

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.13 最終テスト結果(天然ガス一次供給)
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1010kcal 

53，000 
1010kcal 

370，000 
. 実績値

"・ -13--推定値
合.... -/j -

..lr" 

会 実績値

ー町田'13-ー推定値

45，000 

350，000 
49，000 

330，000 

310，000 

290，000 
41，000 

270，000 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

37，000 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.14 最終テスト結果(最終エネルギー消費計) 図2.17 最終テスト結果(家庭部門最終消費)

1010kcal 

180，000 

1010kcal 

93，000 

170，000 

. 実績値

--13--推定値 88，000 
. 実績値

ー-13--推定値
A_  tII" -13-'・合-

.ll-..一
160，000 

83，000 

..~ 
A" 

78，000 

1 50，000 73，000 .ll" 

140，000 
ω，000 I .....lr .. 

63，00。

.~ .. 

130，000 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

58，000 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.15 最終テスト結果(産業部門最終消費) 図2.18 最終テスト結果(運輸部門最終消費)

10
10
kcal 

44，000 

32，000 

会 実績値

--13--推定値

1010kcal 

9，000 

. 実績値

---13-ー推定値
40，000 8，500 

36，000 8，000 

7，500 

28，000 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 
7，000 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.16 最終テスト結果(業務部門最終消費) 図2.19 最終テスト結果(非エネルギー消費)
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1010kcal 

17，000 
. 実績値

ー-6--推定値

1010kcal 

21，000 

15，000 
19，000 

. 実績値

---6--推定値

17，000 

13，000 

15，000 

11，000 
13，000 

9，000 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

11，000 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.20 最終テスト結果(石炭最終消費) 図2.23 最終テスト結果(都市ガス最終消費)

1010kcal 

33，00。 1010kcal 

75，000 

29，000 

70，000 

会 実績値

---6 --推定値
31，000 

会 実績値

ー--6--推定値

65，000 

27，000 60，000 

25，000 55，000 

23，000 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 
50，000 

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 

図2.21 最終テスト結果(コークス最終消費) 図2.24 最終テスト結果(電力計最終消費)

10
10
kcal 

230，000 

炭素換算万トン

170，000 

，.ll・

32，000 

31，000 

30，000 

29，000 

28，000 

27，000 

26，000 

25，000 

24，000 
1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 
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本節では、前節に示したモデルを用いて、炭素税の価格効果によりC02排出量を抑制するためには

どの程度の税率が必要で、その結果エネルギー価格をどこまで上昇させなくてはいけないかについて

分析する。

炭素税がC02排出量を抑制するプロセスは、各エネルギー源の炭素含有率に応じた価格上昇による

省エネルギーおよび燃料転換、そして炭素税収の処分が経済成長や産業構造など経済全般に及ぼす影

響に分けられる。ここで、炭素税収の処分による影響は、その方法(所得税など他の税の減額や省エ

ネルギ一機器に対する補助など)によって大きく変わる。日本や世界全体を対象とした綴々な計量モ

デルによる分析結果を比較すると、炭素税課税後のGDPが課税前より減少するという報告が多いが

[2.11ト中には逆に多くなるという報告もある(2.12]0 そこで、本節では、課税前と課税後のGDPなど

の経済変数の値は変わらないと仮定した。
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BAU (Business as Usual)ケースは、何らC02対策が採られなかった場合のシナリオであり、後に示

す炭素税ケースでと、の程度のC02排出量を抑制しなくてはいけないかを推定するために必要となるケ

ースである。 BAUケースにおける名目原油価格および為替レートは日本開発銀行による想定値を、経

済成長率や物価上昇率、産業構造などの諸前提は電力中央研究所による想定値を用いた(2.13] (表

2.13)。原子力は2010年度に政府目標の7.000万kWを達成すると想定し、その他の電源構成について

は、平成9年度の電力施設計画[2.14J(2006年度まで)の傾向を2010年度まで延長した。

本シナリオに基づく 2010年度のC02排出量(炭素換算、化石燃料起源、以下同じ)は346.7百万トン

となり、これは90年度の排出量水準より59.5百万トン (20.7%)多い。 C02排出量はGDP、エネルギ

ー集約度 (GDP当たりのエネルギー需要)、炭素依存度(エネルギー当たりのC02排出量)の積で表

すことができるから、 C02排出量の年平均変化率はGDP、エネルギー集約度、炭素依存度のそれぞれ

の年平均変化率の合計で表すことができ、 BAUケースでは次式のようになる。
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図2.27 最終テスト結果(都市ガス消費者価格)
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表2.13 前提条件

19951fミ
2000年 2005年 2010年

全期間平均変

(実績) 化率(%/年)

名目原油価格 18.1 23.0 28.4 35.1 

(ドル/バレル) 」一 (4.9) (4.3) (4.3) 4.5 

!元怠レー ト 94.1 112.2 116.7 121.5 

(円/ ドル) (3.6) (0.8) (0.8) l.7 

実質GDP 461.5 498.5 555.8 598.3 

(90年価格兆円) (1.6) (2.2) ( 1.5) 1.7 

卸売物価指数 92.2 96.2 101.6 107.6 

(90年=100) (0.9) (1.2) (1.1) 1.0 

消費者物価指数 100.0 106.1 119.5 135.2 
(95年=100) (1.2) (2.4) (2.5) 2.0 

一一
産業部門別生産額 1995'"'-'2000 2000'"'-'2005 2005"-'2010 
成長率(%) 年平均 年平均 年平均

農林水産業 -0.5 -0.9 -1.4 ← 0.9 
鉱業 一3.2 -2.4 -l.9 -2.5 
建設業 -0.2 1.2 0.3 0.4 
食品 1.1 0.5 0.2 0.6 
繊維 -0.3 -0.2 -1.6 -0.7 
紙・パルプ -0.1 0.7 -0.2 0.1 
化学工業 1.9 2.1 1.3 1.8 
窯業・土石 -0.9 0.6 ー 0.4 -0.2 
一次金属 1.1 2.1 0.7 l.3 
金属機械 3.0 3.5 2.6 3.0 
その他製造 0.1 0.3 -0.8 -0.1 
サービス業 1.6 2.7 1.8 2.0 
合計 1.5 2.3 1.5 1.8 

注)括弧内は年平均変化率 C%/年)を表す。

出典:[2.13]0 

エネルギー集約度の低下率0.6%は、 1965'"'-'95年の平均値0.9%より小さいものの、将来のエネルギ

一価格の上昇率が低いこと考えると、妥当な水準のように思われる。同様に、炭素依存度の低下率0.4

%も、 1965'"'-'95年の平均値0.3%とほぼ等しく、原子力が極めて実現困難と言われる政府目標を達成し

でもこの程度にしかならない。

2. 2. 2 炭素税ケース

C02排出抑制目標は、総合エネルギー調査会需給部会の中間報告[2.15]で示された排出抑制目標に則

り、 2010年度の排出量を1990年度の水準 (287.2百万トン)に抑制することとする。よって、 2010年度

のBAUケースからの削減率は17.2%となる。
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炭素税ケースでは、エネルギー価格の上昇による需要側の省エネと燃料転換以外に、電源構成など

エネルギー供給側のC02排出抑制が考えられる。しかし、原子力や水力なと:C02を排出しないエネル

ギー源には立地制約があるため、 BAUケース以上に供給量を増やすのは困難である。また、火力発電

の燃料を石炭からLNGに変えることも、 LNG基地から遠距離導管を石炭火力発電所まで新たに建設し

ない限り難しく、 これには多大な費用が必要である。そこで、火力発電の燃料5]IJ構成比はBAUケース

と同じと想定した。

炭素税は、 2001年度より各エネルギー源に表2.11に示したC02排出原単位に炭素 1トン当たり何円

という税率を乗じた分だけが課されるが、エネルギー源によって、炭素含有量のみならず課税前のエ

ネルギ一価格が異なるため、価格上昇率もエネルギー源によって大きく異なる。 一例として、 10，000

円/ton-Cの炭素税が課せられた場合の2010年度のエネルギー価格上昇率を表2.14に示す。国内エネ

ルギ一価格の上昇率はどのエネルギーについてもあまり大きくなく、都市ガス消費者価格や電灯単価

などの家庭用エネルギーでは3%に達しない。これは、課税前の価格が輸入エネルギー価格より相当

高いためである。

炭素税は、 2001年度より①一定額、②毎年段階的に引き上げるの2通りの導入方法について検討し

た。このとき、炭素税率は名目で設定しているため、①の方法では実質ベースの炭素税率が物価上昇

分だけ毎年低下することになる。なお、炭素税以外の既存エネルギー税については、現在と変わらな

表2.14 10，000円/ton-Cの炭素税による価格上昇幅および上昇率(名目価格， 2010年度)

2010年度の価格 炭素含有量

輸 原油税込輸入価格 29，191円/kl 0.7225 ton-C/kl 

入 一般炭輸入crF価格 9，157円/ton 0.6413 ton-C/ton 

価 LNG輸入crF価格 41，494円/ton 0.7331 ton-C/ton 

格 LPG輸入crF価格 27，344 fIJ/ton 0.8200 torトC/ton

ガソリン価格 136.5円/1 0.6433 kg-C/l 

灯油価格 80.2円/1 0.6896 kg-C/l 

軽油価格(輸送用) 111.8円Il 0.7212 kg・C/l

国 A重油価格 74.5円11 0.7357 kg-C/l 

内 C重油価格 32.9円/1 0.8016 kg-C/I 

価 LPG消費者価格 28.82円爪t1cal 68.3 g-C/Mcal 

格 都市ガス卸売価格 8.52円爪t1cal

都市ガス消費者価格 22.44円/Mcal
55.0 g-C/Mcal*l 

電灯単価 32.45円/kWh

電力単価 24.35円/kWh
94.6 g-C/kWh*l 

ぺ BAUケースの2010年度におけるCOz排出原単位の平均値
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価格上昇幅 価格上昇率

7，225円kl 24.8% 

6，413円/ton 70.0% 

7，331円/ton 17.7% 

8，200円/ton 30.0% 

6.43円/1 4.7% 

6.90円/l 8.6% 

7.21円/1 6.5% 

7.36円11 9.9% 

8.02円/1 24.4% 

0.683円爪t1cal 2.4% 

6.5% 
0.550円ふ1cal

2.5% 

2.9% 
0.946円IkWh

3.9% 



いものとする。

計算の結果、必要な炭素税率は①の場合が47，400円/ton-C、②の場合が2001年度に6，610円/ton-C

で以後毎年同額ずつ引き上げ、 2010年度に66，100円/ton-Cとなる。①の方が②より 2010年度の炭素税

率が低いのは、早期に高い税率を課すことにより、①の方が図2.29に示すように省エネルギー、 そし

て図2.30に示すように省C02が②より速く進むためである。したがって、①の方が長期的な価格効果

を表していると考えられるため、以後は①のケースについて結果を検討する。

表2.15は主な変数について、 BAUケースと炭素税ケース①との主な変数の2010年度の値を比較した

ものである。炭素税ケースのC02排出量のBAUケースからの削減率は、一次エネルギー総供給や最終

エネルギー消費より小さい。両者の差分 (2.5~2 .7 %)は、 より炭素含有率の少ないエネルギーに燃

料転換することによって、エネルギー消費量を減らさずにC02排出量を減らした分に相当するが、そ

れらはエネルギー消費量の減少率よりはるかに小さい。すなわち、燃料転換は省エネルギーほと:C02

排出削減寄与に寄与していない。このことは、 BAUケースと同様、炭素税ケース①の結果を主要変数

の年平均変化率で表すと明らかになる。

C02排出量増加率

( -0.5%) 
GDP成長率+エネ)vf"-集約度増加率+炭素依存度増加率

(1.7%) (-1.6%) (-0.6%) 

原油換算億kl
7.3 

6.8 

6.3 

5.8 

5.3 

4.8 

4.3 

3.8 

3.3 

ーーー実績

ーー一BAUケース

一令ー炭素税ケース①
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炭素税開始、;
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図2.29 炭素税による将来の一次エネルギー総供給の変化
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図2.30 炭素税による将来のC02排出量の変化

表2.15 BAUケースと炭素税ケース①の比較 (2010年度)

BAUケース 炭素税ケース① ~離率

C02排出量(炭素換算百万トン) 346.7 287.2 -17.2% 

一次工ネ)vf-総供給(原油換算億kl) 7.00 5.98 -14.5% 

石炭 1.24 0.96 -22.9% 

石油 3.38 2.69 -20.5% 

天然ガス 0.85 0.80 -5.7% 

原子力・水力 1.42 1.42 ::!: 0.0% 

新エネ・その他 0.11 0.12 + 8.5% 

最終エネルキ.一消費(原油換算億kl) 4.51 3.84 -14.7% 

産業部門 2.00 1.50 -24.8% 

業務部門 0.62 0.56 - 9.1% 

家庭部門 0.69 0.67 - 3.6% 

運輸部門 1.10 1.02 - 7.7% 

非政)同-消費 0.10 0.10 - 0.9% 

部門別平均エネルギー価格(円/McaZ) 15.2 20.7 +36.6% 

産業部門 9.2 14.3 +54.9% 

業務部門 22.3 28.4 +27.2% 

家庭部門 28.0 32.4 + 15.6% 

運輸部門 14.0 18.5 +32.5% 

部門別平均価格弾性値 -0.40 

産業部門 -0.45 

業務部門 -0.33 

家庭部門 -0.23 

運輸部門 -0.24 
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BAUケースと比較すると、 C02排出量増加率の1.2ポイントの低下に対し、エネルギー集約度増加率

が1ポイント、炭素依存度増加率が0.2ポイント低下しているため、省エネの寄与度は燃料転換の寄与

まとめ

度の約5倍となっている。

いま、エネルギ一価格とエネルギー消費の変化から、事後的にマクロベースの価格弾性値を求める

と、全部門平均でマイナス0.40となっている。前節で推定したエネルギー価格弾性値(表2.10)では、

長期の価格弾性値はゼロからマイナス1の問で分布しており、本試算結果は概ね長期的な価格弾性値

本章では、計量経済学の手法を用いてエネルギーモデルを構築した結果、日本のエネルギー需要の

価格弾性値は短期がマイナス0.1前後と小さく、長期では概ねゼロからマイナスlの問で分布している

ことを示した。このため、炭素税を導入して将来のC02排出量を削減する場合、必要な炭素税率は炭

素換算で1トン当たり数万円という高率にならざるを得ないことを明らかにした。

今後のモデルの改良点は、まず、年負荷率の内生化の推定結果の妥当性を確かめるために、部門別

の負荷率データを収集することがあげられる。特に、冷房用需要の電力消費パターンについての大規

模なロードサーベイが行われることを期待する。

エネルギー供給面では、一連の規制緩和の影響を組み込むことが必要となろう。特定石油製品輸入

暫定措置法(石特法)の廃止に伴うガソリン輸入量の増加、電気事業法の改正による自家発電力の卸

供給への参入、都市ガス大口料金の自由化などの新たな動きを注視していく必要がある。

一方、理論的な面では、エネルギー価格弾性値について、エネルギー価格の上昇局面と下落局面で

は弾性値が異なるのではないかという議論がある。これは、エネルギー価格が下落しても、後戻りす

ることのない (irreversible) エネルギー効率の改善があるため、価格下落時の弾性値は上昇時より小

さいはずであるという指摘である。 HaasとSchipper[2.18]は、 OECD諸国の家庭部門のエネルギー需要

について、エネルギ一価格を過去の最高価格、価格上昇の累積分、および価格下落の累積分の3つに

分解して価格弾性値を計測し、多くの国において、従来の方法より回帰の適合度は向上し、過去の最

高価格のみが有意で、その価格弾性値は従来の弾性値より低いという結果を報告している。

本稿では、エネルギ一価格に依らないエネルギー効率の改善は、一部タイムトレンド項としてモデ

ルに含んでいる。また、炭素税のシミュレーションは、専ら価格上昇による影響をみるため、従来の

方法で求めた弾性値を用いても問題ないと思われるが、上記の計測方法は、エネルギー需要モデルの

改良の方向として重要である。

なお、本章の炭素税ケース①の2010年度における円建ての原油税込輸入価格は63，440円/klで、過去

の最高価格である56.070円/kl(1982年度)を上回っている。しかし、 GDPデフレータで実質化すれば、

まだ、1982年度の価格水準を下回っている。 Haasらの議論が正しいとすると、炭素税ケース①以上の税

率にしなければ、価格効果は有効に働かないということになり、その意味でも、炭素税によってC02

排出量を削減するためには、非常に高率の税が必要であるということが予想できる。

と整合的であると考えられる。

本シミュレーションから言えることは、エネルギー価格弾性値は長期でもマイナス0.4程度であるか

ら、エネルギーの価格効果だけでC02排出量を減らすためには高率の炭素税が必要になる。したがっ

て、炭素税は省エネや燃料転換を促進するために必要な資金を集めるための手段として利用すべきで

ある。これは、我々が同じアプローチで以前行った研究[2.16]と同様の結論である。

また、その後、環境庁の地球温暖化経済システム検討会においても、異なるアプローチで同様の結

論が得られている[2.17J。同検討会では、アジア太平洋地域温暖化対策分析日本モデル (A払1/Japan)

というモデルのうち、エンドユースモテ争ルを使って分析を行っている。エンドユースモデルは、いわ

ゆるボトムアップ型のモデルで、必要なエネルギーサービスを満たすのに最も経済効率的な技術が選

択されるというモデルである。一方、本章におけるエネルギー間競合モデルは、エネルギ一利用技術

を陽に考慮しない、いわゆるトップダウン型のモデルであり、ボトムアップ型のモデルと対極をなす

ものである。すべてのモデルには一長一短があり、一つのモデルで得られた結論の信葱性には限界が

あるため、様々なタイプのモデ、ルを使って分析を行うことが重要である。その意味において、本章の

結論は信葱性が高いと考えられる。
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第 3章 エネルギー効率の国際比較

はじめに

第l章で省エネルギーの重要性が高まりつつあることについて述べだが、それでは、果たしてどこ

まで省エネルギーができるのかが問題となる。とりわけ、日本はこれまでに多大な省エネルギーを達

成してきたために、今後の余地は少ないという議論がある。もし、 この議論が正しければ、第2章で

述べたように、炭素税などによってエネルギー価格を上昇させても、エネルギー消費を減らすのは難

しいと考えられる。

実際、エネルギー原単位(エネルギー効率の逆数)を示す指標として最も一般的なGDP当たりのエ

ネルギー消費量 CE/GDP)でみた場合、 1995年において、日本をlとすると、アメリカは2.4、イギリ

スは1.7、フランスは1.4、 ドイツは1.3などであり、日本の値は先進国の中で最も小さい。しかし、例

えば、米国は国土が広く、また北欧諸国は気候が寒冷であるため、同じ技術を用いても一人当たりあ

るいは経済活動当たりでみた場合に多くのエネルギーを費やさなくてはならず、これら非技術的要因

を含んだままのE/GDPはエネルギー効率を正確に反映した指標とは言えない。そこで、本章では、製

造業 ・運輸・家庭・業務の各部門において、非技術的要因の国際間の影響を補正する計算方法につい

て述べ、日本と米国および日本と韓国について、補正後のエネルギー効率を比較することとした。

エネルギー効率の正確な指標を求めることは、省エネルギーによってC02の排出を削減する際に、

COP3で採用が定められた、排出権取引やクリーン開発メカニズム CClean Development Mechanism， 

CDM)なと、の国際協力の枠組みを実施する上でも重要であると考えられる。

なお、 3 l節および 3. 2節の内容は文献[3.1Jおよび[3.2Jにて、 3. 3節の内容は文献[3.3]にて

それぞれ報告したものである。

3. 1 手法と定式化

補正すべき非技術的要因には、 Darmstaci:erら[34]の研究を参考に、産業構造、プロダクトミックス、

国土面積、輸送機関楠成、平均気温、一戸当たり住宅床面積、世帯当たり人員数(全世帯平均)、業

種別建物床面積構成、エネルギー価格を選んだ。

-40 -

エネルギー原単位の分析手法はボトムアップとトップダウンの2つに大別できる。前者はエネルギ

一利用機器の効率を直接比較するもので、素材1トン当たりのエネルギー消費量や家電製品 1台当たり

の消費電力が典型的な例である。この方法は個々の技術の比較には大変有効であるが、国家間の比較

や、先述の非技術的要因の分析にはふさわしくない。逆に、後者はマクロのエネルギー消費データを

ベースにするため、いかに細分化しでも個々の技術効率を直接比較しうるに雫らないが、エネルギー

消費に影響を及ぼす様々な要因を定量的に分析できる。例えば、 Schipperら[3.5，3.61は主に先進諸国の

エネルギー消費構造を定量的に調査し、部門別エネルギー消費における時系列データの要因分解の手

法を提案した。本章では、非技術的要因をエネルギ一価格とそれ以外に分け、エネルギ一価格以外の

要因を同様の手法で分析する。その際、エネルギー原単位の日米比較を行ったMcDonald[3. 7]の研究を

参考に、エネルギー消費部門の細分化や為替レートなどの扱いを改善する。一方、エネルギー価格の

分析は簡単な計量モデルを作成することで行う。そして両方の結果をまとめ、非技術的要因の影響を

除いたE/GDP比を求める。最後に、 GDPとエネルギー消費の関係を吟味し、 GDPに直接寄与すると考

えられるエネルギー消費だけを用いてエネルギ一保単位の再修正を行う。これら全体の手続きを図

3.1に示す。なお、後で述べる日韓比較では、エネルギー価格の違いは考慮していない。

非技術的要因
・気候
.国土面積

・産業構造
.輸送機関構成

・世帯人員構成

エネルギー消費量の修正(日本

が米国の構造を持った場合)

lGDPの3側面の考慮卜-

出典:[3.1] 

部門別

エネルギー
消費情造調査

|エネルギー価格|

エネルギー消費量の修正(米国の

エネルギー価格が日本並の場合)

図3.1 エネルギー効率の国際比較の分析手順 (日米比較の場合)
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定式化では、エネルギー消費量を各部門に分解した後、部門毎に非技術的要因を取り除き、国家間

で直接比較することのできるエネルギー原単位にまで分解する。部門毎の定式化は以下のように表さ

れる。

(運輸部門)

運輸部門では、輸送機関の構成とともに、国土面積や経済発展段階の違いを強く反映した輸送需要

の多寡がエネルギー原単位に大きく影響する。例えば、米国は国土面積が広く、人口密度が日本の10

分の1未満であるため、国土に人口が分散して分布していることが輸送需要を多くしている。一方、

1995年時点で韓国は国土面積当たりの道路延長が日本の4分のlしかなく [3.8トこのため輸送需要が少

なくなっていると考えられる。そこで、国土面積あるいは経済発展段階の違いを表す代理変数として

GDP当たりの輸送需要を用いた。この変数を用いることにより、例えば米国では、国土面積が広いた

め、 GDPの規模が同じでも輸送需要が多くならざるを得ないことが考慮される。

(製造業)

製造業では、 「エネルギー多消費産業Jと呼ばれる一部の業種で大量のエネルギーが消費されてい

るため、製造業のエネルギー原単位を国際的に比較する際、産業構造の違いを考慮する必要がある。

本章では、産業構造の違いを補正すると同時に、それに伴ったエネルギー源の構成の変化も考慮した。

エネルギー源の構成の変化は各エネルギーの転換効率を通じてl次エネルギー需要に影響を及ぼす。

また、エネルギー原単位を付加価値当たりで測定する場合、各業種の製品構成(フロダクトミックス)

の違いも無視できず、例えば高付加価値の製品を多く生産するほど、 GDP当たりのエネルギー需要は

少ない。本章では、プロダクトミックスを表す変数として生産額と付加価値の比率を用いた。
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i:輸送機関，T:旅客人キロあるいは貨物トンキロ需要，Si:輸送機関iの輸送量シェア，

GDP:実質GDP

( 1 iヱXi

=II--・ES;;・1・XS;I・4一一・v
i，j ¥ηij . ) v (3-1) 

(家庭部門)

家庭部門では、冷暖房については気象条件と一戸当たり住宅床面積が、給湯については世帯当たり

人員数が重要な役割を果たすことが知られている。例えば、図3.2に示すように、そこで、これらの

要因について補正したエネルギー原単位を求めた。このとき、冷暖房については冷暖房デグリデーと

床面積の積が含まれているため、補正結果には交差項が含まれる。交差項は、 F'DDの項で、 FとDD

の値をそれぞれ単独で変えた場合のPEの変化量と、両者を同時に変えた場合のPEの変化量の差で、

要因分解におけるPEの変化量の2次以上の微少量である。

i:産業，j:エネルギー源，PE: 1次エネルギー需要，PE;/ i産業，}エネルギー源のl次換算需要，

SE: 2次エネルギー消費，X:生産額，V:付加価値， ηij'エネルギー源jの転換効率，

E5;/2次エネルギー駒のシェア，1;:産業iのエネルギー原単位，XS
i
:産業iの生産額シェア

ここで、ある一つの要因の影響を、その要因の値とES，jだ、けを変えてPEの変化量，1PEを計算するとい

う方法で求めた。例えば、産業構造の影響は、日本のXS;とESijの代わりに米国の値を代入し、 (3-2)式

で求められる。ここで、右辺第2項は、日本の産業構造が米国のようになった場合に付随して起こる

電力需要の変化分であり、これは発電効率の逆数を通じてl次エネルギー需要を変化させる。
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(3-2) z:用途(冷房あるいは暖房) ， F:住宅当たり床面積，

DD:冷房デグリデーあるいは暖房デグリデー，H:世帯数
(注)右辺第2項のj*はエネルギー源のうち、電力のみを指す。
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日米のエネルギー効率の比較分析2 3 
r 40% 

35% 
分析に用いたデータの出典を表3.1に示す。米国の部門別サーベイは3年毎にしか行われていない。

年で統一することはできないが、 2年程度の違いによる消費構造の変化は、両国間の全データを同

データの国家間比較には注意すべき点が多く、表3.2違いに比べて小さいと考えそのまま使用した。

この中で、円ドル交換レー トの選択が特に難しい。にそれらの問題点と、本章での取扱いを要約した。

しかし、他の部門では為替レートは、製造業など貿易の多い部門の交換レートとしては適当である。

を用いた。製造非貿易財の方が量的に多いため、代わりに購買力平価 (PPP，Purchasing Power Parity) 
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ト 15%

エネルギー多消費財の重量当たりエネルギー業の交換レートとして為替レートが妥当であることは、
10% 

原単位と為替レート換算の原単位の日米比が接近していることで確認した。

日米間では、税日本のエネルギー効率が高い第一の理由と考えられる。特に、エネルギー価格は、5% 
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日本のガソリン価格制の違いもあり、ガソリン価格が著しく違っている(購買力平価で換算しても、
~ O% 

平均

。
6人以上5 4 3 2 

日 本 米 国
一

GDP、デフレータ 国民経済計算年報(経企庁) Survey of Current BusinessのOC)

エネルギー消費量(全国)総合エネルギー統計(通産省) State Energy Data Report (DOE) 一」

エネルギー消費量(産業)I石油等消費構造統計(通産省)
Manufacturing Energy Consumption 

Survey (DOE) 
一一

エネルギー消費量(運輸)
運輸関係エネルギー要覧(運輸省)I Transportation Energy Data Book (ORNL) 
運輸経済統計要覧(運輸省) ， Highway Statistics (DOT) 

エネルギー消費量(業務) 民生部門エネルギー消費実態調査ICommercial Buildings Energy 

業種別床面積 (日本エネルギー経済研究所) Consumption Survey (DOE) 

エネルギー消費量(家庭)
家庭用エネルギー統計年報 Residential Energy Consumption Survey 

(住環境計画研究所) 。コOE)

冷暖房デグリデー 理科年表(東京天文台) Monthly Energy ReviewのOE)

人口、刊:帯数、国土面積 日本の統計(総務庁)
Statistical Abstract of the United States 

(DOC) 

住宅床面積 住宅統計調査(総務庁)
American Housing Survey for the United 

States (DOC) 

部門別生産額・付加価値 工業統計表(通産省)
Statistical Abstract of the United States 

(DOC) 

素材生産量 日本の統計(総務庁) Commodity Year Book (CRB)一
エネルギー価格、為替レ Energy Balances of OECD Countries (OECDIIEA) 

一ト、購買力平価 (PPP) Energy Prices and Taxes (OECD江EA)

分析に用いたデータの出典表3.1

(3-5) 

日本1988年)

世帯当たり人員数

世帯人員数と給湯用エネルギー需要(米国1987年、

i:世帯当たり人員数，
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出典:[3，9]を和訳。

図3.2

(業務部門)

-給湯

エネルギー原単位は業種により大きく異なることが実態調査から知られている。産業部門と同様、

また、業種構成は床面積によって測られるが、運輸部門と同様、国土面積の違うことによりGDPが同

GDP当たりの床面積を代理変数に用いて考慮した。
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新車販売の減少

低燃費車の普及

エネルギー消費構造の国際比較における問題点と対処

総発熱量に統一

2次ベースに統一

両者が著しくズレていないことを確認

除外

米国の定義に統一

処大す

表3.2

』 計量モデルで考慮
..........-した因果関係

.計量モデルで考慮
していない因果関係

出典:[3.9]を和訳。

ガソリン価格上昇の波及プロセス図3.3

エネルギ一価格の影響は広範囲に及ぶため、単純な価格弾性値の計測だしかし、は米国の2倍強) 。

変数名を表3.3に示す。けでは不十分である。

ガソリン価格のみに着目し、米国の自動車輸送部門について文献[3.10Jを参考にそこで本章では、

変数名 意味 変数名 意味

NEWCAR 新車登録台数 MPGCAR 乗用車平均燃費

CARS 乗用車登録台数 MPGPT ハ。ーソナルトラック平均燃費

PTRUCKS ハ。ーソナJVトラック登録台数 MPGOT その他のトうけ平均燃費

OTRUCKS その他のトラック登録台数 DPSCRAP 廃車率

VMCAR 乗用車走行距離 PGASO Yソリン価格

AVCAR 乗用車一台当たり平均走行距離 CPI 消費者物価指数

AVPT ハ。ーソナルトラック一台当たり平均走行距離 IIP. 鉱工業生産指数

AVOT その他のトラック一台当たり平均走行距離 GNP 実質国民総生産

FCCAR 乗用車燃料消費量 PGNP GNPテ.7レータ

FCPT ハ。ーソナルトラック燃料消費量 TIME タイムトレンド項 (西暦年)

FCOT その他のトラック燃料消費量 DUM6079 CAFEダミー (1960年'"1979年=1，

MPGNEW 新車平均燃費 1980年以降={))

米国の自動車輸送用エネルギー需要モデルの変数名表3.3この計量モデルにより、米国のガソリン価格が日本並計量モデルを作成した。図3.3に示すように、

に上昇した場合における、自動車ストックを含む様々な影響について定量的な分析が可能となる。な

ぉ、米国では1978年以降、企業別平均燃費 (CAFE)規準的と呼ばれる燃費基準が実施され、燃費が・

とこではガソリン価格上昇の影響について調べるため、新車平均燃費の推定大幅に改善しているが、

式にCAFEダミー変数を導入した。計量モデルの主な構造を以下に示す。説明変数の後の括弧内の符

号は、その説明変数の係数が満たさなければならない符号であることを示している。

新車登録台数 =f (世帯当たり平均所得(+)，ガソリン価格(-)) 

新車平均燃費==f (ガソリン価格(+)，技術進歩(+)，一期前の燃費(+)、 CAFEダミー(-)) 

自動車登録台数=新車登録台数+一期前の登録台数・ (1-廃車率)

走行距離 =f (世帯当たり平均所得(+)，ガソリン価格(ー).一期前の走行距離(+))

自動車平均燃費==f (新車平均燃費・新車登録台数(+)，一期前の燃費・新車以外の登録台数(サ)

:(世間離ゆ l

--::1輸送手段の代替 f-..-------.--一 一 白

: 州マクロ経済への |:::f
影響

i 問題点

|エネルギーデータ

! 発熱量

化石燃料:発熱量の定義

電力:転換ロスの扱い

-売上ベース/消費構造サーベイ

.原料用エネルギー消費

-冷暖房デグリデーの定義

貨幣価値

-円ドル交換レート |製造業:為替レート

(為替レートまたはPPP) 製造業以外:PPP (購買力平価)

・異時点問補正 ICNPデフレータ

エネルギー価格と税率 |一部分析

i生活水準とライフスタイル ! 
I .機器と乗用車の普及率と平均サイズト考慮せず

| ・機器の平均使用時間 |考慮せず

出典:[3.1 J 

マI
A
U
Z
 

出典:[3.9Jを和訳。

刊 CorporateA ve噌 FuelEconomy。企業別に毎年販売する自動車明記IJ平均燃費のす長定めたものであり、

1978年に18mpg(mile per gallon、7.7kmll)で導入され、 1990年以降は27.5mpg(1] .7km/l) で据え置かれて

いる[3.11]0 日本の省エネ法に基づく自動車の燃費基準と異なる点は、達成できなか れ入業に罰金を設けてい

ることと 企業全体で燃費基準を定めているととである。これらの特徴により 企ふぷ費は悪いが利益率が
高い大型車の販売に傾斜するととを防いでいる。
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各推定式の推定結果を以下に示す。所得やガソリン価格などの説明変数の符号条件はすべて満たさ

れており、dI直(括弧内に表示)も有意水準5%で有意であった。また、 CAFEダミーの係数が-0.071で

あることは、 1979年以前の新車平均燃費が1980年以降と比べ0.93C=exp (ー0.071))倍であり、 1980年

以降、 CAFE基準によって、 CAFE基準がなかった場合の技術進歩より7%燃費が向上したことに相当

する。 CAFE基準の影響は、 1980年以降もCAFEダミーを lとおくことによって取り除くことができる。

また、米国のガソリン価格が日本並の水準に上昇した場合の長期的影響は、例えば1980年以降 10年間、

米国のガソリン価格を日本並の水準に引き上げた場合の、 1989年断面における燃料消費量の変化を計

測すればよい。

-乗用車

NEWCAR = 10698.5 +31700.1' (GNP/GNP(ー1)ー1)-1377.30・(PGASO/CPI)

(12.56) (5.25) (-2.02) 

(1970-1990) R2 = 0.681330， SER判 0=625.488. D.W. = 1.47155 

LOG(MPGNEW) =ー20.6027+0.136402'LOG(PGASO/CPI) +0.011049'TIME 
(ー3.09) (2.97) (3.18) 

+0.597769' LOG(MPGNEW(-l))ー0.071001'DUM6079 
(5.22) (-1.50) 

(1966-1989) R2 = 0.981974， SER = 0.786027， D.W. = 1.50003 

CARS = CARS(ー1)・(1-DPSCRAP)+NEWCAR 

LOG(VMCAR) = 0.078018 +0.245856' LOG(GNP) -0.069528' LOG(PGASO/CPI) 
(0.52) (2.90) (ー3.57)

+0.711508・LOG(VMCAR(-l))
(8.05) 

(1965-1990) .R2 = 0.991996， SER = 18.9032. D.W. = 1.70376 

AVCAR = VMCAR/CARS'1000000 

MPGCAR = -0.161489 +0.998079・(MPGNEW'NEWCAR+MPGCAR(-l)・(CARS-NEWCAR))/CARS
(-0.52) (50.46) 

(1966・1989) R2 = 0.991043， SER = 0.221518， D.W. = 2.03322 

FCCAR = CARS' AVCARlMPGCARllOOOOOO 

判 oStandard Error of Regression。回帰の標準誤差。
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-パーソナルトラック

PTRUCKS/PTRUCKS(ー1)ー1= 6.44074 +0.248424' (GNP/GNP(・0・1)

(7.66) (2.43) 

-0.015003' PGASO(-l)/CPI(-l)ー0.00322192'TIME 

(-1.46) (ー7.62)

(1969-1990) R2 = 0.998799， SER = 196.107， D.W. = 2.78596 

LOG(AVPT) = -4.61547 -0.067388' LOG(PGASO/CPI) +0.00382531'TIME 

(-1.40) (-2.66) (l.71) 

+0.678761' LOG(AVPT(-l)) 

(4.99) 

(1970-1990) R2 = 0.953181， SER = 195.786. D.W. = 1.65362 

LOG(MPGPT) = -24.0997 +0.076802' LOG(PGASO/CPI) +0.013192 'TIME 
(-4.68) (3.98) (4.69) 

+0.179395・LOG(MPGPT(-l))

(1.02) 

(1967-1990) R2 = 0.991191. SER = 0.124262， D.W. = 1.54665 

FCPT = PTRUCKS' AVPT/MPGPT/1000000 

-その他のトラック

OTRUCKS = -4066.06 +1298.97' LOGOIP) -219.475' (PGASO/PGNP) +0.895467' OTRUCKS(-l) 

(-1.27) (1.61) (-1.06) (16.18) 

(1970-1990) R2 = 0.996908， SER = 148.319， D.W. = 1.61807 

LOG(AVOT) = -14.7147 -0.053613'LOG(PGASO/CPI) +0.010143'TIME +0.445031'LOG(AVOT(-1)) 

(-2.57) (-2.05) (2.68) (2.35) 

(1970-1990) R2 = 0.968018. SER = 339.194， D.W. = 1.40819 

LOG(MPGOT) = -6.11055 +0.016971・LOG(PGASO/PGNP)+0.00349496'TIME 

(-1.99) (0.92) (2.04) 

+0.611210・LOG(MPGOT(-l)))

(3.71) 

(1970・1990) R2 = 0.959174， SER = 0.101575， D.W. = 1.63150 

FCOT = OTRUCKS'AVOT/MPGOT/1000000 
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最後に、エネルギー需要をGDPに直接寄与すると考えられるものとそうでないものに分けてエネル

ギー原単位を計算する。 GDPは三面等価の原則により、生産・分配・支出の各測面で等しい値になら

なくてはならない[3.12J。ここで、とれら各測面とエネルギー消費との関係を考えると、図3.4に示す

ように、全エネルギー消費のうち、産業・業務・公共交通機関による旅客および貨物輸送がGDPの生

産に直接寄与し、 一方、家庭と自家用輸送部門で消費されたエネルギーはGDPの支出面に関係してい

ると考えられる。 このため、 GDP当たりのエネルギー消費をエネルギー原単位と考える場合、両者が

一対一対応になるようにするためには、全エネルギー消費から家庭と自家用輸送部門で消費されたエ

ネルギーを差し引いてGDP当たりのエネルギー消費量を求めべきである*1)0 この考えに従い、図3.1

に示すように、最後にGDPの3側面を考慮したエネルギー原単位を計算する。

GDP 

ぷ金の流事¥

出典:[3.2Jを和訳。

エネルギー消費

-産業部門

・業務部門

-公共輸送機関による旅客
.貨物輸送

図3.4 GDPとエネルギー消費の関係

3. 2. 1 エネルギー原単位の部門別分析

代表的なエネルギー消費量データには各国独自のデータとIEA統計があるが、両者は化石燃料の発

熱量の扱いが異なっており、各国独自のデータは総発熱量、 IEA統計は真発熱量で表示されている*120

川 l ある国のエネルギー消費構造が変わった場合、エネルギー消費のみならず、同時にGDPも変化することが考
えられるが、とれを推定するのは非常に困難である。例えば、自家用車の輸送比率が高まったとき、 自家用自
動車輸送の付加価値はゼロであるため、その部分のみについては、公共交通機関の輸送量が減る分だけ国全体
のGDPにはマイナス影響となる。しかし、実際には、自動車輸送を拡大するために、道路などへの公共投資が
必要であったり、自動車生産に伴う経済効果など、短期的および長期的な様々な波及効果を総合的に考慮しな
くてはならない。そこで、本章では、エネルギー消費構造の変化に伴うGDPの変化を考慮せず、不変とした。
本 12化石燃料を燃焼したときに発生する水を水蒸気にするために必要な熱量を燃料の発動量から差し引いたのが
真発熱量で、差し引かないのが総発熱量である。前者は石炭、石油で約5%、ガスで102、小さい[3.13]。
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このため、表3.4に示すように、各部門で各国独自のデータの方が5"-'10%多くなっているが、これは

発熱量の違いからみて妥当といえる。米国は最終消費ベースで日本の約5倍、 1次換算ベースで4.6"-'

4.7倍のエネルギーを消費している(日本の方が電力化率が高いため最終消費に対する1次換算の値が

大きい) 0 1989年の名目GDPは、米国が5兆1，632億ドル、日本が1兆9，443億ドルで、米国は日本の2.7

倍の規模を持つ。その結果米国のGDP当たりのエネルギー原単位は日本の1.7(=4.7/2.7)倍となる 。

以下の分析では、用途別などより詳しい分類のある各国独自のデータを用いる。

表3.4 部門別最終エネルギー消費 (1989年)

(石油換算百万トン)

米 国 日 本

自国データ IIEAデータ 自国データ IEAデータ

産 業 564.0 488.7 164.4 150.2 

運 輸 563.3 488.9 71.2 66.3 

「家庭 244.4 250.6 42.5 34.0 

業 務 167.7 161.0 33.1 25.6 

その他 4.1 10.7 

一次供給 2.049.8 1，955.0 447.6 411.6 

出典:[3 1 Jo 

(1) 製造業

製造業の規模は生産額と付加価値 (VA) によって表される。 1988年の米国と1989年の日本を比較

すると、米国は生産額で日本の1.5倍、付加価値で2倍の規模を持っている。付加価値で測った規模が

生産額より大きいのは、米国産業の方が一般的に生産額当たりの付加価値が大きいことに起因する。

これは、米国の各産業の製品構成(プロダクトミックス)が付加価値の高い製品をより多く含んでい

るためであると考えられる。 一方、製造業全体のエネルギー原単位に大きく影響する産業構造では、

エネルギー多消費産業の割合が米国で27.1% (生産額)および24.7% (付加価値)、日本がそれぞれ

25.1 %および27.3%であり、両国間で差異は見られない。エネルギー原単位は、米国は生産額当たり

で日本の1.7倍、付加価値当たりでl.3倍となる(表3.5)。産業別にみても、全ての産業で日本の方が

エネルギー効率が高い。この最大の理由は、 ドル高であった80年代に米国における素材生産が輸入に

よって急速に代替され、生産設備の更新が進まなかったことであると考えられる。例えば、 1988年の

米国の粗鋼生産設備は1981年の73%にまで落ち込んでいる[3.9]0
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表3.5 製造業部門別エネルギー原単位 表3.6 旅客需要と貨物需要 (1989年)

(1988年価格百万ドル当たり石油換算トン) (一一工 日 工二一一日*一一「
I 旅客需要 | 貨物需要 旅客需要 | 貨物需要

I I (10億人キロ) I (10億トンキロ) (10億人キロ) I (10億トンキロ)

乗用車1 4，216 I 84% I I -i 7361 58%| - i -
バス ー 193 4% I - I ーI 109 9広一

同71ルプ

米国 (1988年) 日本 (1989年) I 米国/日本

生産額 VA 生産額 | VA 生産額 VA 

375.8 801.6 仁198.1I 57と立 1.9 1.4 
トー

紙 701.4 1.385.7 384.4 1，139.1 1.8 1.2 

板紙 1.177.0 2.154.9 332.7 1，046.7 3.5 2.1 

化学 斗 268.9 520.3 119.7 239.0 2.2 2.2 
ト一一一一一ー

窯業・土石。 409.0 740.2 271.7 535.8 1.5 1.4 

セメント 1.998.4 3.797.6 1，404.0 2，838.7 1.4 1.3 

一次金属 433.3 1，129.7 322.7 976.1 1.3 1.2 

高炉 979.2 2，359.4 689.5 1，685.4 1.4 1.4 

アルミ 776.2 1645.6 273.3 648.5 2.8 2.5 

その他製造 43.0 84.8 17.1 49.8 2.5 l.7 
よ口』 計 113.8 232.4 65.3 181.2 1.7 l.3 

トラック 28% 

鉄道 41 1% i 1.631 40% 369 29% 

航空 559 11% 16 0.4% 47 4% 

型二
1.312 32% 6 0.5% 

5，009 100% 4，112 100% 1.267 

表3.7 輸送機関別エネルギー原単位と燃費 (1989年)

出典:[3.1] 0 

ー「

米国 日本 米国/日本

旅客 貨物 燃費 旅客 貨物 燃費 旅客 貨物 |燃費 ;

乗用車 70.4 8.0 47.4! - 9.8 1.5 0.8 

パス 15.5 ~ - i 3.5 1.0 0.7 

トラック 539125 l 103.0 7.5 0.5 0.4 I 

鉄道 49.5 6.7 I 10.1 13.6 13.6 4.9 0.5 
「

航空 75.8 40.2 544.5 544.5 2.0 

船舶 6.3 284.1 11.9 11.9 0.5 

|合計 69.0 19.8 7.1 34.6 59.4 59.4 2.0 0.3 0.8 

(2) 運輸部門

両国の旅客需要と貨物需要を表3.6に示す。米国は旅客で約4倍、貨物で約8倍の規模を持っている。

輸送機関の構成では、エネルギー原単位の低下に大きく貢献していると考えられる鉄道の役割が大き

く異なり、米国では鉄道は専ら貨物輸送に用いられているのに対し、日本では旅客輸送が主である。

米国のエネルギー原単位は、旅客輸送で日本の2倍、貨物輸送で0.3倍となる(表3.7)。この比は、

日本の輸送機関の構成を米国の割合に統一しでもそれぞれ1.5倍、 0.5倍と差は縮まるものの傾向は変

わらない。輸送機関別では、米国ではパスが最も効率的な旅客輸送手段であるのに対し、日本では鉄

道の方が効率的である。これは日本の乗車率が米国の約2倍であることに起因する。

米国の乗用車の人キロ当たりエネルギー原単位は日本の1.5倍である。しかし、日本の統計には燃費

の良い軽自動車が含まれており、軽自動車を除いて比較すると両国の差は1.3倍程度となる。自動車の

平均サイズの違いがある程度寄与していると考えられるが、米国では 1978年来のCAFE規制の導入、

一方日本では1989年来の自動車税改正の影響で、新車については両国の平均サイズは急速に接近して

注)単位は旅客が百万人キロ当たり石油換算トン，貨物がトンキ口当たり石油換算トン，

燃費がkm/l

出典:[3.1] 0 

いる。

(3) 家庭部門

家庭部門のエネルギー原単位に大きく影響すると考えられる要因を表3.8に示す。住宅床面積・断

熱化率・セントラルヒーティングの普及率を除き、両国には大きな差異は見られない。一方、世帯当

たりのエネルギー消費量は全体で約2.6倍の開きがある(表3.9)。このうち、暖房用は4.7倍、冷房用

は3.5倍と著しく異なる。これらの比は、日本の冷暖房デグリデー-床面積・世帯当たり人員数を米国

並として補正した後でもそれぞれ2.2倍、 2.3倍と大きい。電気暖房の割合は米国が6%、日本が9%で

あり、一次ベースに換算すると若干差は縮まるが、依然日米差は大きい。米国は断熱化率が高いもの

の、セントラルヒーティングが普及しているため、実際に冷暖房されている床面積や利用時間数が両

国で大きく異なっているためと考えられる。

米国の貨物輸送の原単位が小さい理由として、輸送1回当たりの運搬距離が長く、効率の高い幹線

輸送の割合が多いことが考えられるが、これらに関する十分なデータが得られなかったため、本章で

は考慮していない。
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表3.8 家庭部門の特性(米国:1987年、日本:1988年) 表3.10 業種別エネルギー原単位 (Mcal/m')

項目 米国

90.5 

2.7 

57.7 27.9 

64.0% 61.3% 

i 60.9% 62.3% 

出典:[3.110 

いることであると思われる。試験研究機関のエネルギー原単位は学校の3倍前後である。

表3.9 世帯当たり用途別エネルギー消費 (Mcal/世帯/年)
3. 2. 2 国全体としてのエネルギー原単位の推定

前節で述べた方法に従って、日本のエネルギー消費構造が米国並であった場合のエネルギー原単位

と、 1980年以降10年間、米国のガソリン価格が日本並に高く、かつCAFE規制がなかった場合の自動

車輸送部門のエネルギー消費量を求めた。1989年断面の結果を表3.11に示す。新車平均燃費は11.2%

改善し31.5mpg(13.4km/l) となろう 。この値は当時の技術でも可能であった。しかし、乗用車全体の

燃費の改善幅は、新車登録台数減少の影響も受け+0.6%に留まる。エネルギー消費量は車種別に17%

""'32 %の減少が予想される。なお、前節でも述べたように、このモデルは他の輸送機関による代替や、

ガソリン価格の上昇がマクロ経済に及ぼす様々な影響を含んでいない。

表3.12に各要因の影響を定量的に求めた結果を示す。日米のエネルギー消費構造の違いは全体で米

国のエネルギー原単位を1989年価格百万ドル当たり68石油換算トン高くしており、これは両国の違い

米 国 i日 本 (1988年) 米国/日本 つ
(1987年) 補正前 補正後*1 補正前 補正後

暖房 13，782 2，928 6，366 4.7 2.2 
「下子房 4，562 3，624 4.004 1.3 1.1 
冷房 1，260 357 555 3.5 2.3 

|その他 5，848 2.927 2，927 

十 7f-之仁』1 計 25，432 9，836 13，852 2.6 

本 l 日本の気候、住宅床面積、世帯当たり人数が米国並になった場合の消費量。
出典:[3.1]。

(4) 業務部門

米国の床面積は日本の4.7倍の規模を持つ。この比は同部門の付加価値額の比(3.1倍)より大きく、

国土面積の違いを反映していると考えられる。業種別では卸・小売業の差が6.9倍と最も大きい。米国

のデータには教会の床面積が含まれているため、原単位の分析では除外した。なお、業務部門では建

物内に照明器具や計算機などの発熱源が多いため、冷暖房需要は家庭部門ほど外気温に依存しない。

このため、気候に関する補正は行っていない。

業種別のエネルギー原単位を表3.10に示す。米国の原単位は全業種平均で日本の約1.3倍であるが、

業種によっては米国の方が原単位が小さいものもあり、他の部門と比べても差は小さい。学校・試験

研究機関の差が大きい一つの原因は、エネルギー原単位が大きい試験研究機関が米国に多く存在して

表3.11 米国のガソリン価格が日本並であった場合の自動車車種別影響 (1989年)

新型乗用車 乗用車ストック 自家用トラック 貨物用トラック

登録台数 -12.1 % -9.7% ー15.0% -9.0% 

走行距離 -7.8% -14.4% ー7.1%

平均燃費 +11.2% +0.6% +6.5% 十2.8%

(絶対値) *1 28.3→31.5 20.1→20.4 13.6→14.4 8.6→8.8 

燃料消費 -17.3% -31.6% ー17.8%

注)パーセント表示はすべてガソリン価格を変更する前の値からの乗離率を表す。
勺単位mpg(mile per gallon)。

出典:[3.1]0 
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の約4割に相当する。補正後の米国のエネルギー原単位は日本の1.35倍となる。また、 GDPの3側面を

考慮したエネルギー原単位を計算すると、米国のエネルギー原単位は日本のl.24倍となり両国の差は

若干縮まるが、依然として日本の方がエネルギー効率が高い(図3.5)。

3. 3 日韓のエネルギー効率の比較分析

(1989年価格百万ドル当たり石油換算 トン)

98年11月にアルゼンチンのブレノスアイレスで開催されたCOP4において、発展途上国は温室効果

ガスの排出削減目標を定めるに至らなかったが、近い将来、発展途上国も削減目標を定めることにな

ると推察される。実際、発展途上国グループの中でも、 1996年にOECDへの加盟を果たし、先進国に

最も近い存在と考えられる韓国は、 98年9月に仙台で開催された「アジア・太平洋環境会議J(エコ ・

アジア98) において、 2018年から先進国と同様の削減義務を負う方向で検討していることを表明した。

韓国が温室効果ガスを削減するためには、まず、韓国のエネルギー効率水準がどの程度であるかを

知る必要がある。そこで、本節では、前節と同様の方法で日韓のエネルギー効率を比較分析する。

表3.12 日米間のエネルギー原単位の差への非技術的要因の寄与

「一一一ー

製造業 I 運輸 |l 運輸 家庭 i 業務
(旅客)I (貨物)

部門合計 67.7 -26.3 31.6 23.2 12.0 27.1 
価格効果(米国) 11.8 4.2 
エネルギー構成 0.6 -3.0 2.0 3.2 ー1.1
産業構造 -4.0 
プロダク トミックス -23.0 
輸送機関構成 10.8 ー15.9
国土面積 12.1 2.9 8.9 23.1 

;||!世業交気候絡帯種構項当成たり人員数

2.8 

2.0 

1.4 

5.2 

300 
約1.72倍

.. ロ家庭

ロ自家用繍送

・公共用輸送
図業務

国産業

3. 3. 1 時系列データからみた日韓両国経済のエネルギー集約度

図3.6に日韓両国の人口当たりの実質GDPの推移を示す。図中で、実質GDPは1990年基準であり、

1990年平均の為替レート ($1=707.76won=主144.8) を用いて換算した。 1996年の韓国の人口当たりの実

質GDPは、日本ではその30年前の1966年の値に相当する。 一方、人口当たりのエネルギー消費は、近

年急速にその差が縮まりつつある(図3.7)。韓国の人口当たりのエネルギー消費は、世界的に石油

価格が下落した1986年以降、毎年10%前後という高い伸びを示しているが、これは重化学工業を中心

とした経済発展に依るところが大きい。韓国の最終エネルギー消費に占める産業部門の割合は、 1981

年の44.9%が85年にはいったん42.6%にまで低下したのち上昇に転じ、 92年にはそれまでの最高値

53.7%を記録した[3.14]。ちなみに、日本では1970年度に64.5%の最高値が記録されている。

出典:[3.1 J。
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図3.5 非技術的要因の違いを補正した後のエネルギー原単位の日米比較
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出典 :[3.3Jを和訳。

図3.6 日本と韓国の人口当たり実質GDPの推移
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3. 3. 2 エネルギー原単位の部門別分析

表3.13に1995年における両国の人口、実質GDPおよびエネルギー消費量を示す。韓国は国全体で日

本の約3割のエネルギーを消費しており、それを人口当たりにすると約8割となる。しかし、韓国の名

目GDPは、為替レートで換算した場合に日本の1/11、購買力平価で換算した場合でも115と非常に少な

いため、韓国のGDP当たりのエネルギー原単位は、為替レートで換算した場合が日本の3.3倍、購買力

平価で換算した場合でも日本の1.4倍となる。

部門別最終エネルギー消費は表3.14のようであり、韓国の方が、日本より産業部門および家庭部門

立、 1.5 
f..j 
ヨn 1.0 
Lー7 

〈 0.5 

。。
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 

年

の割合が高く、業務部門および、運輸部門の割合が小さい。これは、韓国の産業構造で第2次産業の比

出典:[3.3]を和訳。

図3.7 日本と韓国の人口当たりエネルギー消費の推移
表3.13 日本と稔国の人口、名目GDPおよびエネルギー消費量 (1995年)

10.0 

組民
海

ヰヤ
-、h、

角件日lヒフ同。
三ご¥

f..j 
ヲTl
ロ
〈

1.0 
1000 

日本

日本 韓国 日本/韓国

人口(百万人) 125.6 45.1 2.8 

名目GDP(95年価格10億ドル)* 1 5，135.2 456.6 11.2 

名目GDP(95年価格10億ドル)叫 2.751.8 564.6 4.9 

一次エネルギー国内供給 (MTOE) 515.5 149.1 3.5 

人口当たり実質GDP($1000/人)* 1 40.9 10.1 4.0 

人口当たり実質GDP($1000/人)叫 21.9 12.5 1.8 

人口当たり工ネJH'-(TOE/人) 4.1 3.3 1.2 

名目GDP当たりエネルギー (TOE/mil.$)刊
一一ト一一一

100.4 326.5 0.3 

名目GDP当たりエネルギー (TOE/mil.$) *2 187.3 264.1 0.7 

10000 

人口当たり実質GDP(1990 US $ /人)

100000 

本 l為替レート C94.n/$，771.0won/$)換算

勺購買力平価 (175.6'i/$，623.5won/$)換算

出典:[3.3]0 

表3.14 部門別最終エネルギー消費 (1995年)
出典:[3.3]を和訳。

図3.8 日本と韓国の人口当たり実質GDPと人口当たりエネルギー消費の関係

一
日本 韓国 日本/韓国

169.1 47.6% 61.4 52.0% 2.8 

うち製造業 150.6 42.4% 56.9 48.2% 2.6 

その他の産業 3.8% 18.5 5.2% 4.5 4.1 

家庭部門 49.8 14.0% 21.9 18.6% 2.3 

業務部門 42.7 12.0% 9.9 8.4% 4.3 

運輸部門 85.5 24.1 % 23.2 19.7% 3.7 

うち旅客 53.5 15.1 % 14.9 12.6% 3.6 

うち貨物 32.0 9.0% 8.3 7.0% 3.9 
ー一

非エネルギー消費 8.2 2.3% 1.6 1.4% 5.1 

ム口 計 355.2 100% 118.0 100% 3.0 

この結果、横軸に人口当たりの実質GDP、縦軸に人口当たりのエネルギー消費をプロットした図で

は、韓国の線は日本の線より左上方に位置しており、韓国経済は日本よりはるかにエネルギーへの依

存度が高いといえる(図3.8)。以下、 1995年について、両国のエネルギー消費を詳細に比較し、気

候や産業構造などのエネルギー効率に影響を及ぼす非技術的要因の影響を取り除いた両国経済のエネ

ルギー集約度について比較する。

出典:[3.3]0 
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率が日本より高く、第3次産業の比率が日本より低いこと、韓国の家庭では「オンドル」と呼ばれる

床暖房機器の普及が高いこと、韓国の方が乗用車の普及率が低いことなどが大きく影響している。

表3.16 旅客需要と貨物需要 (1995年)

(1 ) 製造業

生産額当たりのエネルギー原単位を表3.15に示す。なお、丹本の生産額と付加価値は95年の産業連

関表(速報版)のものであり、日韓両国ともに間接税および補助金を除いた値を用いている。エネル

ギー多消費産業の割合は、生産額と付加価値がそれぞれ韓国で31.6%および'29.9%、日本で25.3%お

よび23.8%となっており、ともに韓国の割合の方が大きい。

もう一つ注目すべき点は、ほとんどすべての産業において、生産額当たりのエネルギー原単位より、

付加価値当たりのエネルギー原単位の方が日韓間の差が大きいことである。これは、韓国の方が日本

より付加価値/生産額比率が小さいためであり、結果的に韓国の付加価値当たりのエネルギー原単位

を大きくしている。

日 本 韓 国

旅客需要 貨物需要 旅客需要 貨物需要
(10億人キロ) (10億トンキロ) ( 10億人キロ) (10億トンキロ)

展肩章一 ーーーー一一ーーーーーー‘一ー-r一一一--ーー一一-一一←一一一 一ーー
820 I 59% 63.2 32% 

ヤ一一
バス 97 7% L 80空 41% 

一 一一

トラック 295 53% ↑ | 52.8 48% 

|鉄道 ← - 400 29% 25 4.5% 45.0 23% 1 13.8 12% 
トー一一一一一一一一 トーー ー

航空 65 4.7% 0.9 0.2% 7.4 3.8% 0.1 0.1% 

船舶 238 43% ~-~}~ 43.9 40% 

合計 1，388 I 100% 559 100% 196.7 I 100% 110.7 100% 

出典:[3.3}0 

表3.17 輸送機関別エネルギー原単位 (1995年)

(百万人キロ・トンキロ当たり石油換算トン)

表3.15 製造業部門別エネルギー原単位 (1995年)

(95年価格百万ドル当たり石油換算トン)

日本物 li 韓国
韓国/日本

(旅客貨 旅客貨物 旅客 貨物

乗用車 59.3 140.4 - I 2.4 
一 一

3.6 パス 17.8 63.6 

トラック 108.5 136.8 1.3 

!鉄道 4.1 11.1 7.1 10.6 1.7 1.0 

航空 42.4 570.3 63.5 48.8 1.5 0.1 

0.6 ! 船舶 335.1 12.6 200.8 20.3 1.6 

合計 40.8 64.0 75.7 74.7 

日本 韓国 韓国/日本

生産額 VA 生産額 VA 生産額 VA 

紙パルプ 109.3 316.8 128.3 440.3 1.2 1.4 

化学 198，9 615.6 381.8 1.349.1 1.9 2.2 

窯業・土石 133.5 319.5 306.2 842.5 2.3 2.6 

一次金属 177.8 663.7 232.3 1，065.8 1.3 1.6 

その他製造 10.5 31.6 30.3 106.6 2.9 3.4 
よ口』 計 55.1 169.2 107.8 389.1 2.0 2.3 

出典:[3.3}。

出典:[3.3}。

エネルギー原単位は、表3.17に示すように、輸送手段全体で韓国は日本の1.9倍(旅客)および1.2

倍(貨物)となる。日本の方が自動車の分担率が高いため、もし、韓国のエネルギー原単位がそのま

まで、分担率が日本のようになったとすると、この差はそれぞれ2.3倍、 1.3倍に拡大する。これは、

輸送手段毎にエネルギー原単位を比較しても、 一部を除いて日本の方がエネルギー効率が高いためで

ある。各輸送手段のエネルギー原単位は、輸送機関単体のエネルギー効率ばかりでなく、乗車率や積

載率、輸送l回当たりの運搬距離、幹線輸送の割合、平均速度など様々な要因の影響を受けるため、

これだけで韓国の輸送手段のエネルギー効率が日本より劣っているとは言い切れない。しかし、日本

と韓国では、日米間よりはるかに人口密度や生活様式が接近していることから、これらの影響は日米

間ほど大きくないと考えられる。例えば、日本の鉄道幹線のほどんどが電化されているのに対し、韓

国では電化されていないなど、韓国の方が明らかに輸送手段のエネルギー効率が低い可能性が高い。

(2) 運輸部門

両国の旅客需要と貨物需要を表3.16~ご示す。日本は韓国と比べ、旅客で約7倍、貨物で約5倍の規模

を持っている。これは人口比 (2.8倍)や購買力平価で換算した名目GDPの比 (4.9倍)よりも大きく、

経済発展段階の違いを表している。輸送手段別では、特にパスの分担率が大きく異なっており、韓国

では全旅客輸送の4割を占めているのに対し、日本ではわずか7%に過ぎない。韓国では95年時点で人

口当たりの乗用車数が日本の4割程度と少ないうえ[3.8]、高速鉄道網が整備されていないため、長距

離の移動を高速パスに依存している影響が強い。
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(3) 家庭部門

家庭部門のエネルギー原単位に大きく影響すると考えられる要因を表3.18に示す。前にも述べたよ

うに、韓国ではセントラルヒーティングの普及率が極めて高い。反面、住宅の平均床面積は日本の64

%程度に過ぎない。一方、 一戸建て住宅と集合住宅では冷暖房用のエネルギー消費に大きな違いがあ

るが、日本と韓国では一戸建て住宅の比率が接近しており、住宅構造の違いによる影響は考慮、しなく

て良いと考えられる。

世帯当たりのエネルギー消費量は韓国が日本より約1.4倍多い(表3.19)。特に、暖房用が3.5倍と

著しく異なっており、これはセントラルヒーティングの普及の違いによると考えられる。韓国の冷暖

房デグリデー・床面積・世帯当たり人員数を日本並として補正した後でも、依然として韓国の方が多

くのエネルギーを消費している。

表3.18 家庭部門の特性 (1995年)

項 「長 韓国 日/韓

世帯数(百万世帯) 43.9 13.0 3.4 

世帯当たり人員数(人/世帯) 2.9 3.5 0.8 

戸λ当たり床面積(ぱ/人) 31.8 16.8 1.9 

持ち家比率 59.8% 74.9% 0.8 

iiセ今戸ン建トて比率
59.2% 59.5% 1.0 

ラルヒーティング普及率 3.9% 100% 0.04 

エネルギー支出の所得に占める割合 2.8% 2.3% 1.2 

民主這当たり室数 4.9 3.1 1.6 

新築住宅の平均床面積(ぱ) 92.9 83.6 1.1 

I既暖設房住デ宅グの平均床面積(ぱ) 91.9 58.5 1.6 
トーー

リデー (18
0C基準) 1.919 2，739 0.7 

冷房デグリデー (18t基準) 835 646 1.3 

出典:[3 3]0 

表3.19 世帯当たり用途別エネルギー消費 (1995年， Mcal!t世帯/年)

i 日 本
韓国 日本/韓国

補正前 補正後 補正前 補正後

暖房 3.047 10，605 11，679 0.3 0.3 
給湯 3，806 3，806 3，128 1.0 1.2 

冷房 263 70 141 3.8 1.9 

その他 3，868 1，095 1.095 3.5 3.5 
よ口』 計 10，984 15，576 16，044 0.7 0.7 

出典:[3 3J。
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(4) 業務部門

業務ビルの延床面積は、日本の方が韓国より 5.4倍広い。これは人口比(2.8倍)や購買力平価で換

算した名目GDPの比 (4.9倍)よりも大きく、産業構造における第3次産業の割合の違いの影響を反映

している(表3.20)。そのため、業種別では事務所ビルの差が10.9倍と最も大きい。

業種別のエネルギー原単位を表3.21に示す。延床面積で荷重平均したエネルギー原単位は両国でほ

ぼ等しく、他の部門と比べてエネルギー原単位が極めて接近している。業種別では、学校・試験研究

機関と飲食j占を除き、差は小さい。学校・試験研究機関については、気候の違いの影響が暖房用エネ

ルギーの違いに影響しているため、寒さが厳しい韓国の方が日本より多くの暖房用エネルギーを消費

している影響が含まれている可能性が高いと思われる。

表3.20 業種別エネルギー原単位 (1995年，百万ni)

日 本 韓 国 語1床面積 割合 床面積 割合

学校・試験研究機関 328.3 22.0% 3351121% 9.8 

飲食庖 56.9 3.8% 49.6 ! 17.9% 1.1 

病院・医療関連施設 73.8 4.9% 9.2 3.3% 8.0 

ホテル・旅館 88.8 5.9% 13.5 4.9% 6.6 

卸・小売業 355.9 23.8% 70.3 25.4% 5.1 

事務所ビル 393.8 26.4% 36.2 13.1 % 10.9 

その他サービス業 195.5 13.1 % 64.9 23.4% 30! 

l業務用平均 1，492.9 100% 277.2 100% 

出典:[3.3]0 

表3.21 業種別エネルギー原単位 (1995年， Mcal/ni) 

日 本 韓国 |日/韓

i学校・試験研究機関 84.9 135.5 0.6 

i飲食庖 622.8 3050 i 2.0 

400.2 449.0 0.9 

出!卸主・ル・旅館
455.3 517.0 0.9 

小売業 342.7 261.6 1.3 

事務所ビル 179.5 190.8 0.9 

その他サービス業 188.4 209.4 0.9 

業務用平均 242.5 251.3 1.0 

出典:[3 3J。
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表3.23 補正後の日韓両国のエネルギー原単位

「一一一一一一 ー 『

{補正前)

当たりエネ)vt'-(TOE/mil. $) [補正後)

ルギ一同内供給 (MTOE)

家庭用

自家用車

エネルギー国内供給

当たりエネルギー (TOE/mil.$) 

出典:[3.3J。

3. 3. 3 国全体としてのエネルギー原単位の推定

表3.22に各要因の影響を定量的に求めた結果を示す。もし、韓国の非技術的要因が日本の値をとれ

ば、全体で韓国のエネルギー原単位は1995年価格百万ドル当たり7.3石油換算トン小さくなり、これは

両国の違いの約9.5%に相当する。補正後の韓国のエネルギー原単位は日本の1.37倍となる。部門別で

は、製造業が大幅なマイナス、旅客と家庭が大幅なプラスとなり、貨物と業務はわずかなプラスにと

どまる。製造業が大幅なマイナスとなるのは、現在の韓国の製造業はエネルギー多消費産業の割合が

高く、また付加価値率が低いという特徴を持っているため、日本並の産業構造や付加価値率を達成す

ることにより、大幅な省エネルギーを達成できるためである。旅客が大幅なプラスとなるのは、韓国

が日本性の輸送構造になれば、自家用車の依存度が高まることと、 GDP当たりの輸送需要が増加する

ためである。一方、家庭が大幅なフラスとなるのは、住宅当たりの床面積が日本並に増えることの影

響による。

これらの要因を補正した後のエネルギー原単位を求めたのが表3.23である。補正後の韓国のエネル

ギー原単位は日本の1.37倍となり、依然として韓国の方が大きく、省エネルギーの余地が日本より多

いと考えられる。また、 GDPの3側面を考慮したエネルギーエネルギー原単位の比を求めると、韓国

のエネルギー原単位は日本の1.38倍となる(図3.9)。家庭と自家用輸送のエネルギー消費は、韓国の

エネルギー消費構造が日本並になった場合に大幅な増加が予想されるため、 GDPに直接関係するエネ

ルギー消費のみで比較すると、エネルギー消費構造を補正する前の日韓比(1.48倍)よりエネルギー

原単位の差は縮小する。
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表3.22 韓国のエネルギー消費への非技術的要因の寄与

lL」」脚附叩F門守拾合
エネルギ一構成

操縦 一
プロダクトミックス

i輸送機関構成

|GDP当たり輸送需要i
|気候 | 

i床面積 | 

|業種構成 | 

(TOE/mil. 1995US$) 

運輸

旅客 | 貨物

:引+1.6l +1.7 

+1.3 ー0.2 +0.4 

日本 純国(補正後) 韓国(補正後，家庭日本(家庭および自

および自家用輸送 家用輸送用エネル
用エネルギー除く) ギー除く)

「丁「合計 |製造業|

韓国(補正前)
ー7.3 ー38.2

-9.1 

-14.9 

-14.2 

ロ家庭

口自家用輸送

・公共用車自送
園業務

・産業

.... 
1.38倍

図3.9 非技術的要因の違いを補正した後のエネルギー原単位の日韓比較
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出典:[3.3]。
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3. 3. 4 今後の韓国のエネルギー需要

これまでみてきたように、 1997年の韓国は一人当たりGDPでみる限り、日本の1960年代後半の水準

である。エネルギー消費構造も、家庭部門におけるセントラルヒーティングの普及を除けば、製造業

ではエネルギー多消費産業の割合が高く、運輸部門では乗用車の依存度が低いなど、当時の日本と似

た状況である。

本分析における非技術的要因の中で、気候以外のものはすべて、韓国が将来、経済発展を遂げた後

の姿を表していると言っても過言ではない。その観点に立てば、エネルギー原単位のプラス要因とマ

イナス要因がほぼ相殺してゼロになるため、エネルギー原単位が変わらなければ、 GDPが成長した分

だけエネルギー需要が増えてしまうことになる。しかし、本章の分析結果より、韓国が日本並のエネ

ルギー原単位を達成すれば、エネルギー需要をその111. 37 (= O. 7 3)にまで抑制することが可能であ

まとめ

350 

本章では、エネルギ一利用機器効率には直接関係のない様々な非技術的要因の影響について定量的

に評価し、それらの影響を取り除いたエネルギー原単位の推定方法について述べ、 日本と米国、そし

て日本と韓倒について適用した分析結果を示した。その結果、これら非技術的要因の影響を取り除い

た後のエネルギー原単位の比較により、日本が米国や韓国よりエネルギー効率が優れており、言い換

えれば省エネルギーの余地が少ないことが明らかになった。非技術的要因の影響は、米国では国土面

積が広大であるため、公共交通機関が発達せず、その結果自家用車など非効率な輸送手段に頼らざる

を得ないこと、また住宅が広いため冷暖房に多くのエネルギーが必要である事情が大きく影響してい

る。 一方、韓国では、産業構造に占めるエネルギー多消費の割合が高いことや、付加価値率が低いな

どの要因がエネルギー原単位を押し上げている反面、住宅床面積が狭いことや、乗用車の普及率が低

いことなど、エネルギー原単位を低めている要因もある。

国際的に省エネ目標を設定する場合、各国が一律何%削減するという省エネ目標を設定することは

これまでの省エネ努力を評価していないため不公平であり、各国の現在のエネルギー効率水準を考慮、

した省エネ目標が設定されるべきである。そのために、本章のような分析を各国について行い、非技

術的要因の影響を取り除いたエネルギー原単位を推定することは重要である。

もちろん、本章の分析で残された課題は多い。今回分析できなかった要因として、輸送部門の乗車

率 ・l回当たりの運搬距離、家庭部門の機器普及率と平均サイズ ・動作時間、家屋やピルの断熱化率

などがあげられる。また、運輸以外の部門の価格効果の分析も必要である。 一層の分析のためには、

詳細なエネルギー利用技術とそれらの経済性(省エネルギー供給曲線など)を含むエネルギー需要モ

ることがわかる。

1997年以降のアジア通貨危機の影響を織り込んだ経済成長率は2000年までが年3.5%、2000年以降が

年5.5%となっており [3.15]、 2010年の韓国の人口当たりGDPは日本のほぼ1975年の水準となる。 2010

年のエネルギー原単位が不変であれば、エネルギー需要は95年の2.03倍に膨れ上がる。しかし、 2010

年に日本並のエネルギー原単位を達成することにより、95年の1.48倍(年平均増加率2.6%、対GDP弾

性値0.55)の水準に抑制することができる(図3.10)。
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図3.10 緯国の一次エネルギー国内供給の見通し
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第 4章 電力部門における省エネルギーの経済性

はじめに

電力の省エネルギ一、すなわち有電力の場合、他のエネルギーと異なる利点がある。それは、電力

は大規模に貯蔵することができないことに由来する。貯蔵ができないため、電気事業は最大電力需要

に見合った発電設備を保有しなくてはならない。最大電力需要が突出して電力需要の季節間・日間の

変動が拡大すれば、設備利用率が低下するため、発電コストの上昇が避けられない。電力需要の季節

間・日間変動を表す指標に、年間平均電力需要を最大電力で割った年負荷率がある。電力需要の季節

間・日間変動が増大すれば、年負荷率が低下するという関係にあるが、電力9社平均の年負荷率は、

1970年度の67.1%から低下の一途をたどり、猛暑の1994年度には55.0%、1995年度も55.2%と2年続け

て史上最低水準を記録した[4.1]。年負荷率の低下の原因は、冷房需要の増加と、民生部門の電力需要

の増加が大部分を占めると考えられる。東京電力の調査では、 1970年度に20%であった冷房需要の割

合が、猛暑だ、った1994年度には2倍の40%にまで増加している[4.1]。また、民生部門の電力需要の割

合は、自家発自家消費を除くと、 1970年度の31.8%が1994年度には57.3%と飛躍的に増大している[4.2]。

このような需要構造の変化が、夏期昼間の電力需要を押し上げたため、年負荷率の低下が進んだと考

えられる。もし、機器の省エネルギーが、電力需要の季節問・日間変動の改善につながれば、省エネ

ルギーの経済性は、発電コストの低下を含めて評価されるべきである。

一方、電気事業は、地球温暖化問題に対処するため、エネルギー消費に伴うC02排出量の抑制が求

められている。発電システムからのCOz排出を抑制するためには、原子力や水力、そして新エネルギ

ーなど、ライフサイクルで、見た場合のC02排出量が少ない発電設備の導入を増やせはよいが[4.3]、こ

れらの電源は技術的・社会的・経済的に導入規模に限界があるため、電力の供給側の対応だけでC02

を抑制することは困難な状況になりつつある。

この状況を打破するために、電気事業が積極的に需要側に働きかけて、負荷の形状を望ましい形に

変えることをDSM(デマンドサイドマネジメント)と呼ぶ。 DSMへの取り組みは1980年代にアメリ

カで活発になり、その後各州の規制当局が電気事業に対し、 DSMと供給側の最適な組合せで費用最小

化を達成する、 IRPCIntegrated Resource Planning)に基づいて電源計画を行うことを義務づけるよう発

展した。近年では、規制緩和に伴って、需要家が電力会社を自由に選べる状況が生まれつつあるが、

-68一

負荷形成目的 方策 内容

1八，
直接負荷制御 ピーク季の電力消費を減少さ

ピークカット 随時調整契約 せることにより、電力系統に
エコベンダー(蓄熱 対するピーク負荷を削減す
型自販機)奨励金 る。

kWti￥ 深夜電力 オフピーク時に負荷を増大さ

ボトムアップ 第2深夜電力 せ、発電所の設備利用率を向
上する。

時間

kW ~立 季時別料金 ピーク季時に発生するであろ
負荷移行 年間調整契約 う負荷をオフピーク時に移行

(ロードシフト) 計画調整契約 し、ピークカットとボトムア

時間 蓄熱調整契約 ップを同時に実現する。

.八 省エネ情報の提供 需要家のエネルギー利用効率

省エネ エネルギー診断 の改善を促すことにより、負
高効率機器奨励金 荷時間全体を通して需要と環

'惨時間 境負荷を減少させる。

kW ~乱 瞬時調整契約 需要家に対してサービス品質

負荷弾力化 デマンド・サプスク とサービスコストの組合せを
リプション契約 提供し、供給信頼性制約の範

時間 囲内で負荷制御性を高める。

出典:[4.4]に加筆。

図4.1 DSMの目的と方策

DSMは需要家を自社につなぎ止めるための需要家サービスに形を変えつつある。

DSMは図4.1に示すような5つの目的に分けられるが、民生部門については、季時別料金制度や時間

帯別電灯料金制度などが導入されている。しかし、季時別料金制度を選択する需要家は、均一料金よ

りメリットがある需要家のみであるため、導入ポテンシャルが少ないという問題がある。例えば、

1996年度末現在、家庭部門の時間帯別電灯の契約口数は、従量電灯甲・乙の契約口数のわずか0.4%に

過ぎない[4.5J。

そこで本章では、 DSM方策のうち、電気事業が民生部門の省電力投資に対して一定の補助金を支出

して普及を促進するという「省エネ」型DSMプログラムを考える。 DSMプログラムの対象を系統全

体の最大電力が発生する夏期平日午後2時から3時頃の電力需要を重点的に削減する省電力投資に限定

すれば、 DSMプログラムの費用より発電所の建設回避により節約される費用の方が多いと考えられる。

具体的には、民生部門において現在あるいは近い将来に利用可能な省電力技術と経済性を分析し、そ

のデータに基づいてDSMプログラムを設定する。そして、最適化型電源構成モデルを用いたシミュレ

ーションから、 DSMプログラムの成立性について分析する。また、機器効率化は、電力需要の抑制を

通じてC02の排出抑制に貢献すると考えられるため、 C02排出抑制の経済価値についても分析を行う。
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4. 1 民生部門の省電力技術と経済性の分析 ①民生部門における機器別の消費電力量および負荷曲線の作成

②個別機器の効率化技術と費用の調査

③効率化技術の将来の普及ポテンシャルの推定民生部門の電力需要は増加の一途にある。第一次石油ショック以降の20年間で、自家発を除く全電

力需要の伸びが年率3.4%であったのに対し、家庭部門は5.1%、業務部門は6.8%と極めて大きい[4.2]0

民生部門の電力需要が増加した理由は様々あるが、家庭用エアコンの普及が「一家に一台」から「一

部屋に一台」に広がりつつあるように、便利で快適な暮らしの追及がその一つであることは確実であ

る。

家電機器の効率は図4.2に示すように、過去10年間以上にわたり改善が進まない一方で大型化や高

機能化による 「増エネJが続いていたが、 1994年辺りから家庭用エアコンや冷蔵庫に省エネをセール

スポイントとした新機種が発売されるなど、機器の効率化を巡る動きがにわかに活発になりつつある。

本節では、民生部門の電気機器について、現在あるいは近い将来に利用可能な効率化技術を調査し、

効率化技術の経済性、将来の普及可能量やその時の系統最大電力の削減量について分析する。なお、

系統最大電力への影響を分析するためには日本全体での機器別の電力負荷曲線が不可欠であるが、こ

れはほとんど知られていない。そこで、以下に示す手順で分析を進める。

4. 1. 1 民生部門の機器別電力負荷曲線の推定

民生部門の電力消費量について、我々が利用できるデータは限られている。それらは、供給側から

見た年間合計の販売電力量というマクロデータと、需要側から見た個々の実態調査によるミクロデー

タである。ここで、マクロとミクロの整合性が問題となる。ミクロデータは、 一般にサンプル数が少

ないため、日本全体の平均的な消費実態を反映していないという危険がつきまとう。そこで、本章で

は、マクロデータを基本とし、足りない情報をミクロデータから補うという方針でデータを作成する

ことで、この問題に対処することとした。

ここで推定するのは、家庭および業務部門の機器別電力負荷曲線であるが、このような理由から、

まず年間合計の機器別消費原単位を推定し、その結果と利用実態調査を元に機器別電力負荷曲線を推

定している。

\~'~ -
一 h、h....‘』畠- '~司令

--0-， --

Q 

( 1 )家庭部門

・機器別消費原単位の推定

家庭部門の機器別電力消費原単位の計算方法を図4.3に示す。機器別の電力消費原単位 (Whl年)の

推定は、以下の式のように、積み上げ方式で計算を行い、全世帯の合計値をマクロデータと比較 ・検

証している[4.7]。
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冷蔵庫

世帯数

×世帯類型別 ・機器別保有台数

×世帯類型別・機器別利用時間

×機器当たり消費電力

(世帯)

(台/世帯)

(hl年)

(WI台)

なお、エアコン/クーラーおよび照明機器についてのみ、機器の保有状況が世帯人数より床面積と密

接な関係にあると考えられるため、次の式を用いている。

1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 

出荷年度

図4.2 家電機器の消費電力の推移
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世帯数

×世帯類型別床面積

×世帯類型別 ・機器別利用時間

×床面積当たり消費電力

(世帯)

(rril世帯)

(hl年)

CW/rri) 

出典:[4.6]0 
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①世帯類型別世帯数
②世帯類型別

部屋数・床面積

表4.1 世帯区分(全'5種類)

単独世帯
夫婦のみ 親と子供 高齢者

世帯 世帯 世帯

1人 3種類(有職男子，有職女子，学生) 1種類

2種類

2人 共稼ぎ， × × 

専業主婦

X 2種類
3人

(子供，学生)
X 

全体に占める 1種類 2種類4人 l割合が小さい (子供 2人) (子供，学生)
ため考慮せず

1種類 2種類
外部資料 5人

(子供 3人) (子供，学生)

6人以上 1種類

計算項目
複数世帯 x (世帯単位で原単位を算出するため考慮しない)

出典 [4.8]0 

国民生活時間調査
(NHK放送文化研)

世帯類型別生活行動時間

①個人別・曜日別

②世帯類型別・

曜日別

I 家電製品普及率・保有台数
消費動向調査年報 I I 

(経済企画庁) ト ー|砂 ①主要家電製品別
全国消費実態調査 II 普及率・保有台数

(総務庁) J I ↓ 

②世帯類型別
家電製品保有台数

(主夫吹けよい|家電製品別平均消費電力

(家電CCラ料)争|照明器具別利用比率

!世帯類型別世帯数・住宅厚生省・自治省
各種資料

住宅統計調査報告
(総務庁)

出典 :[4 .8Jo 

図4.3 家庭部門における電力消費原単位の計算方法

世帯類型は、機器の保有台数や稼動時間などの違いを通じて電力消費量に大きく影響を及ぼす。こ

のため、まず世帯をその人数と属性に応じて、表4.1に示すように全部で15種類の世帯類型に区分し、

各世得類型について機器別の電力消費原単位を推定する。各世帯は、 「有職男子J、 「有職女子J、

「主婦J、 「子供J、 「学生J、 「高齢者」のいずれかの個人の組合せで構成されるとしている。こ

こで、 「子供」は高校生以下、 「学生」は高校卒業以上、 「高齢者Jは65歳以上を表している。本区

分による各世帯類型の構成比を図4.4に示す。図からわかるように、今回の世帯類型の区分はすべて

の世帯をカバーしているわけではないが、各世帯人数の核となる世帯類型を押さえている。また、単

身世帯および2人世帯については、職業の有無別の世帯数のデータがないため、後で述べる全世帯平

均の電力消費原単位の計算の際には、世帯人数別に消費原単位を単純に平均している。

機器別保有台数は、総務庁の 「全国消費実態調査Jに世帯類型別の詳細なデータが掲載されている。

しかし、本統計は5年毎であるため、 1990年度のデータを作成するために、経済企画庁の年次データ

を総務庁データを元に分解した。また、世帯人数別の保有台数を作成するに当たり、全世帯平均の保

有台数が1以上2未満の機器は、世帯人数がl人および2人の場合1台とし、 3人以上の世帯の保有台数は

全世帯平均に合うように逆算した。世帯当たりの保有台数が2を越える機器(テレビ)は、世帯人数

その他

露勢 本研究の
対象世帯

国本研究の
対象外世帯

夫婦.18歳未満，
65歳以上

夫婦と18

歳以上

夫婦と17歳
未君臨子供

その他

/ 

夫婦.18歳未満，
65歳以上

その他

tB典 :[4.8]。

図4.4 世帯類型別世帯割合 ('990年)

がl人の場合i台、 2人の場合2台とし、 3人以上の世帯の保有台数は同様の方法で計算した。推定結果

および家電製品の平均消費電力を表4.2に示す。

フ」
勺
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表4.2 生活行動と使用する家電機器の保有台数および平均消費電力

r 、、、、
高時数訪問 l午ご3湖Y!ll南訟l 生活行動 家電機器

挙枠懇:1172人波務人以来質、帯
1 宅

題 根 電気毛布 0.97 0.97 0.97 105 

電気釜 0.62 0.62 0.62 829 

炊 事 電子レンジ 0.65 0.65 0.65 1，077 

家 オーブン 0.70 0.70 0.70 1，110 

事 掃 除 掃除機 1.00 1.00 1.49 680 

洗濯機 1.00 1.00 1.13 376 
洗濯

衣類乾燥機 0.15 0.15 0.15 1，052 

マ テレビ テレビ 1.00 2.00 2.29 157 

ス
メ CDプレーヤー 0.34 0.34 0.53 30 

ア
レコード・ CD

オーディオ 0.59 0.59 0.68 105 
イ

ア ビデオ vrR 0.67 0.67 1.03 40 

常時使用
暖房便座 0.15 0.15 0.15 65 

冷蔵庫 1.00 1.00 ， .25 38 

注)エアコン/クーラー，照明機器および電気温水器を除く。

常時使用機器の消費電力は 1日当たりの平均電力を表す。

出典:[4.8]。

機器別利用時間は、 NHK放送文化研究所が行っている「国民生活時間調査」から得られる各個人の

曜日別の生活行動時間を元に推定した。本章では世帯類型別の生活行動時間が必要であり、これを各

個人の生活時間を単純に足し合わせるのではなく、家族内での行動パターンの重なりを考慮しながら

推定した。例えば、テレビの視聴時間は、学生のいない世帯では世帯を構成する個人のうち最も長い

視聴時間を採用するのに対し、学生のいる世帯では、学生がもう l台のテレビを別に見ていると想定

した。

エアコン/クーラー以外の冷暖房機器(扇風機・電気こたつ・温風暖房機・電気カーペット)につ

いては、利用時間の推定が困難であるため、機器の世帯人数別保有台数を上記の方法で作成し、 「電

力需給の概要」にある全世帯平均消費原単位を分解することで推定した。

エアコン/クーラーおよび照明機器については、家電メーカーの資料やヒアリングにより、住宅床

面積と消費電力の関係を調べた。その結果、住宅床面積と消費電力の問にほぼ比例的な関係があり、

-74 ;_ 

1m'当たりの照明機器が約10W(蛍光灯)、エアコンが約100W(冷房利用時)であることがわかった。

電気温水器は専ら給湯用に用いられるが、電気温水訴の消費電力量は深夜電力として全世帯合計の

月別深夜電力需要しかデータが得られない。そこで、電気温水器の消費電力量は世帯類型に関わらず

定とした。実際は、電気温水器の消費電力量と世帯人数に相関があると考えられるため、単身世帯

の消費原単位は若下多めに、世帯人数の多い世帯の消費原単位は少な目に推計されると思われる。

これらの推定値と上に示した式から、世帯構成別・季節別・曜日別・機器別電力消費原単位を推定

することができる。結果を表4.3に示す。在宅時間が長い高齢者のいる世帯や、生活行動が独立して

いる学生のいる世帯の消費原単位が大きいことがわかる。消費原単位を集計し、世帯数をかけて求め

た世帯類型別の世帯当たり年間電力消費量を表4.4に示す。全世帯平均の世帯当たり年間電力消費量

は、従量電灯甲乙と深夜電力の合計から推定した世帯当たりの年間電力消費量3.780kWhとよく 一致し

ている。

なお、この先の計算では全世帯平均の電力消費原単位しか用いていない。しかし、将来の電力消費

原単位の推定には、世帯構成の変化の影響を考慮する必要があり、ここに示したような世帯類型別の

情報が必要となる。

-電力負荷曲線の推定

家電機器の効率化が電気事業に及ぼす影響は、効率化による電力負荷曲線の形状の変化で表わされ

る。このため、機器別の電力負荷曲線を作成しなくてはならない。

本章では、前節で推定した全世帯平均の機器別消費原単位と、商品科学研究所および四国総研の実

態調査で得られた各機器の典型的な運転パターンを用いて電力負荷曲線を作成した。主な家電機器の

時間帯別電力消費割合(夏期)を図4.5に示す。そして、得られた全世帯平均の電力負荷曲線(夏期)

を図4.6に示す。なお、本章ではピーク電力への影響についてのみ検討するため、特に夏期の電力負

荷曲線のみに着目している。
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表4.3 世帯類型別・季節別・曜日別・機器別電力消費原単位

( 1990~下 kWh/世帯/ 日 )

有男礎子 有女頃子単身「tE事栴室 高齢者

z 包帯 3) 

I膏
4人世相 5人tit楕

世6帯人 全平世~帯
共樗ぎ

車主事事業事 夫子婦供+ 夫子婦f共+ 生夫鮮+婦高+ 子夫+婦Z+Z 夫子婦供+ 古夫学婦+Z+E 二夫子婦+Z+E 

j¥1ti o:OfT 0.25 I 0.03 I 0.14 0.25 0.41 0.41 0.41 0.41 I 0.41 0.41 0.41 I 0.41 0.41 0.41 0.33 

[子レンノ OO6T 0.06 I 0.06 I 0β6 0.12 0.12 0.18 0.18 0.24 I 0.24 0.24 0.31 I 0.31 031 0.37 0.19 

i! 

葬品
0.01 I 0.12 I 0ρ3 I 0.14 0.12 028 0.42 0.42 0.42 I 0.42 0.42 0.42 I 0.42 0.42 0.42 0.30 

~ G.OOT 0.06 I 0.01 I 0.03 0.06 0.15 0.16 0.16 0.16 I 0.16 0.16 0.16 I 0.16 0.16 0.16 0.12 

0.12 0.12 0.12 0.12 0.15 0.15 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 023 0.23 0.23 0.23 0.19 

定 0.13 0.15 010 0.25 0.56 0.71 104 1.04 1.26 1.61 1.61 1.49 1.84 1.83 2.06 0.99 

負 C07"lr-ヤー 0.00 0.01 0.02 。o。 0.01 0.01 0.03 0.05 0.04 0.05 0.03 0.06 0.09 0.04 0.08 0.03 

荷可VI T R 。∞ 0.00 0.01 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.03 0.03 0.02 0.04 0.04 003 0.04 0.02 

ームし7ト 0.00 0.01 0.01 0.03 0.01 0.02 0.03 0.02 0.03 0.06 0.06 0.04 0.06 0.06 0.07 0.03 

情冷明罵間贋 t{(夏冬ctr，悶糊a)a) R) 

0.90 1.48 0.81 1.96 1.85 3.32 3.15 3.88 3.30 3.30 3.12 3.03 3.40 3.34 3.86 2.80 

2.28 2.28 2.28 2.28 228 2.28 2.85 2.85 2.85 
21860 5 

2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.61 

平 1.28 1.28 128 1.28 1.28 1白28 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.47 

F弓長L 1.79 1.79 1.79 1.79 1.79 1.79 2.25 225 2.25 225 2.25 2.25 2.25 225 2.25 2.06 

電気温水総({(中i冬E間剣j!)J糊)) ) 
0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 

節 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 097 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 097 

日 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 084 0.84 0.84 

目リエアコン t(s冬t刻紛j) 
1.28 1.46 1.08 222 1.72 2.34 5.49 6.45 5.69 6.31 6.63 6ゐ33 6.55 6.59 6.97 4.34 

0.44 0.54 0.34 1.23 0.69 1.34 2.96 3.91 3.24 3.84 4.02 3.71 4.02 3.99 4.46 2.49 

負
扇曹京風τ慢五つ

0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.22 

1.52 1.52 1.52 1.52 1.52 1.52 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2，05 2.05 2.05 2.05 1.82 

荷 1周 R.1io且量 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 

議長'"')ト
1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 109 

0.04 0.04 0.04 0.05 0.08 0.08 0.12 0.12 0.17 0.16 0.17 0.21 0.20 0.21 0.25 0.12 

夏冬中間E剣H期((6655(1日日3間間1日)) 間)
5.67 6.85 5.41 8.10 798 10.65 15.01 16.72 15.67 16.67 16.78 16.36 17.36 17.28 18.53 12.87 

平 6.93 8.03 6.77 9.21 9.05 11.76 14.72 16.44 15司47 16.45 16.42 15.99 17.08 16.93 18.27 13.21 

k句 3.89 4.89 3.83 5.38 5.77 7.81 8.76 9.52 9.23 9.61 9.40 9.28 10.06 9.93 10.80 7.89 

平日平均 5.09 6.16 4.96 7.01 7.14 9.50 11.80 13.04 12.39 13.07 12.99 1272 13.63 13.50 14.59 10.45 

。気量E 0.01 0.25 0.03 0.14 0.25 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.33 

0.06 0.06 0.06 0.06 0.12 0.12 0.18 0.18 0.24 0.24 0.24 0.31 0.31 0.31 0.37 0.19 

譲二
i昼 0.01 0.12 0.03 0.14 0.12 0.28 0.42 0.42 0.42 042 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42 0.30 

~ 0.00 0.06 0.01 0.03 0.06 0.15 0.16 0.16 0.16 。守16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.12 

0.12 0.12 0.12 0.12 0.15 0.15 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.19 

定テレヒ 0.15 0.14 0.11 022 0.58 0.68 1.05 1.04 1.32 1.55 1.56 1.59 1.80 1.83 2.08 1.00 

負 C07'1-ーヤー 0.00 0.01 0.02 0.00 0.01 0.01 0.03 0.05 0.05 0.05 0.03 0.07 0.09 0.05 0.09 0.04 

街 VTR 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.01 0.03 0.03 0.04 0.03 0.03 0.06 0.04 0.04 0.06 0.03 

ウキームレyト 。∞ 0.00 0.00 0.02 0.01 0.02 0.03 0.02 0.05 0.04 0.06 0.06 0.05 0.07 0.08 003 

報車 (((冬醐中鰯間制)) ) 

0.90 1.48 0.81 1.96 1.85 332 3.15 3.88 3.30 3.30 3.12 3.03 3.40 3.34 3.86 2.80 

2.28 2.28 2.28 2.28 2.28 228 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.61 

土 1.28 1.28 1.28 1.28 1.28 1.28 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 1.47 

季 1.79 1.79 1.79 1.79 1.79 1.79 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.儲

電]¥温水著書 {((冬S中u剣間H制j) ) 
0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 072 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 

節 0.97 0.97 097 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 

BI 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 084 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 

完IJ ヱアコン ((夏冬糊剣)) 1.23 1.46 1.06 2.27 1.71 2.41 5.62 6.35 5.81 6.20 6.70 6.44 6.43 6.65 6.79 4守34
0.46 0.56 0.35 1.24 0.71 1.35 2.98 3.87 3.28 3.79 4伺 3.75 3.97 4.03 4.38 2.49 

• 
民轄τy ト

0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.28 028 0.28 0.28 0.28 0.28 0.2日 028 0.28 022 

1.52 1.52 1.52 1.52 1.52 1.52 2，05 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2，05 2.05 1.82 

荷 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0，38 0.38 0.38 0.38 

1.09 1.09 1.09 109 109 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 

.毛布 0.04 0.04 0.04 0.05 0.08 0.08 0.12 0.12 0.17 0.16 0.17 021 0.20 0.21 0.25 。12
制間噌糊((1133(2日日6間間日間}) 

5.63 6.84 5.40 8.12 7.99 10.69 15.17 16.61 15.88 16.48 16.81 16.62 17.19 17.36 18.40 12.90 
平冬 6.97 8.04 6.80 919 9.09 11.73 14.77 16.39 15.60 16.32 16.42 16.18 16.98 16.99 18.23 13.23 
均中 3.90 4.88 3.84 5.35 5.79 7.78 8.79 9.51 9.32 9.53 9.36 9.43 10.01 9.95 10.85 7.91 

土 平問 5.10 6.16 4.97 7.00 7.16 9.50 11.88 13.01 12.53 12.97 12.99 12.92 13.54 13.57 14.58 10.49 

押(気;釜すJ ジ
0.01 0.26 0.03 0.15 0.26 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.41 0.33 
0.06 0.06 0.06 0.06 012 0.12 0.18 0.18 0.24 0.24 0.24 0.31 0.31 0.31 0.37 0.19 

i! 
トf帯蓮隙朝積蔓E一軍一高

0.03 0.15 0.06 0.19 0.15 0.27 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.29 
~1 1 0.00 0.08 0.01 0.03 0.08 0.14 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16 0.12 

0.12 0.12 0.12 0.12 0.15 0.15 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23 023 0.23 0.19 
定ァ レヒ 0.17 0.14 0.12 0.21 0.63 0.67 1.04 1.04 132 152 1.52 1.59 1.79 1.80 2.06 1.00 I 
負 C07'H'- 000 0.01 0.02 0.00 0.01 0.01 0.03 0.05 0.05 0.05 0.03 0.07 0.09 0.05 0.09 0.04 
荷 VTR 0.00 0.00 0.01 。o。 0.01 0.01 0.03 0.03 0.04 0.03 0.03 0.06 0.04 0.04 0.06 0.03 

円I・ール 》冬中期間l)) 

0.00 0.00 o∞ 002 0.01 0.02 0.03 0.02 0.05 0.04 0.06 0.06 0.05 0.07 0.08 0.03 
0.90 1.48 0.81 1.96 1.85 3.32 3.15 3.88 3.30 3.30 312 3.03 3.40 3.34 3.86 2.80 
2.28 228 2.28 228 2.28 2.28 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 2.61 

白 1.28 1.28 1.28 128 1.28 1.28 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60 160 1.60 1.60 1.60 1.47 
季 179 1.79 1.79 1.79 1.79 1.79 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.25 2.06 

(((皇冬中制紛間期)) ) 
0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 072 072 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 

節 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 097 
BI 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 。φ84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 0.84 

別エアコン ((l冬E悶矧)) 1.12 1.40 0.99 2.22 1.57 2.49 5.80 6.33 6.00 6.20 6.74 6.65 6.39 6.71 6.75 4.36 
048 0.56 0.37 1.24 0.74 1.30 2.88 3.90 3.17 3.83 4.12 3.63 3.98 4.10 4.40 2.47 

負
i烹風縫ざたつ

0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.22 
1.52 1.52 1 52 1.52 1.52 1.52 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 2.05 1.82 

T電
i官風暖す房士フ慢マJ ト

0.38 038 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 
1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1..09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 1.09 

踊冬c日h曜糊r.. ，鴇姻平{問1 3t2刊日6間日下} 間}

0.04 0.04 0.04 0.04 0.08 0.08 012 0.12 0.17 0.16 0.17 0.21 0.20 0.21 0.25 0.13 
5.57 6.85 5.37 8.10 7.97 10.73 15.30 16.57 16.04 16.43 16.79 16.80 17.10 17.35 18.30 12.91 

平 703 8.12 6.85 9.22 9.24 11.65 14.63 16.38 15.45 16.30 16.42 16.03 16.94 16.99 18.20 13.20 
世2 3.95 4.95 3.88 5.39 5.91 7.75 8.75 9.48 9.28 9.47 9.29 9.40 9.96 9.89 10.80 7.90 

5.12 6.22 4.99 7.02 7.26 9.47 11.86 12.98 12.51 12.92 12.95 1291 13.49 13.53 14.52 10.48 

出典 :[4，8]。
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表4.4 世帯類型別機器別年間電力消費量

有男子畷 宥女聴子単一S ド「世苛帯互 恵齢者
立}.世帯

実子膏供3了J 

「埜
4人t!!需

夫子帰供+ 5茨学人碍+t志E了J昭共樗ぎ
主募婦集 失子録供+ 古夫学婦+ZE+ 子夫婦+志よ

M正 3.3 91 1 10.5 52.7 91.1 150.7 
レンシ
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1.2 1.8 1.8 
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652.1 652.1 652.1 
308.4 308.4 308.4 
154.6 182.1 128.1 
12.8 12.8 12.8 

138.0 138.0 138.0 
34.3 34.3 34.3 
99.4 99.4 99.4 
3.7 3.5 3.5 

1.863.1 2.255.7 1.815.8 

二一--'竃賓室 ー

1===婦間一---ーテレビ
ー一。一ー照明

22.3 
54.6 
10.8 
45.6 
87.4 
0.3 。。
10.4 

716.3 
652.1 
308.4 
314.9 
12.8 

138.0 
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99.4 
4.2 

2.564，4 

ー一一一;令蔵庫 l 

卜二三一 エアコン(平戸) I 

44.7 
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54.7 

209.2 
2.9 
2.8 
3.1 

674.8 
652.1 
308.4 
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12.8 

138.0 
34.3 
99.4 
7.2 

2.619.8 

150.7 150.7 150.7 150.7 150.7 150.7 150.7 
44.7 67.0 67.0 89.4 894 89.4 111 7 111.7 
102.5 152.6 152.6 152.6 152.6 152.6 1526 1526 
52.9 59.6 59.6 59.6 59.6 59.6 596 59.6 
54.7 82.9 82.9 82.9 82.9 829 82.9 82.9 

255.2 379.7 380.0 466.6 580.5 580.2 553.6 667.8 
2.2 9.6 174 15.8 17.9 10.0 22.0 31.9 
3.1 8.4 103 12.1 10.3 8.4 15.8 15.8 
6.8 10.3 86 13.8 19.0 20.7 17.3 20.9 

1，210.7 1，150.4 1，415.9 1，205.5 1，204.3 1，140.2 1.106.4 1，242.0 
652.1 816.4 816.4 816.4 816.4 816.4 816.4 816.4 
308.4 308.4 308.4 308.4 308.4 308.4 308.4 308.4 
337.8 774.0 939.5 817.5 919.9 973.4 919.1 956.8 
12.8 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 

138.0 186.4 186.4 1864 186.4 186.4 186.4 186.4 
34.3 34.3 34.3 34.3 34.3 34.3 34.3 34.3 
99.4 99.4 99.4 99.4 99.4 99.4 99.4 994 
7.2 11.1 10.8 15.1 14.9 15.3 19.0 18.5 

3，473.4 4.326.2 4，765.2 4.551.4 4，771.8 4，753.3 4，680.6 4.981.0 

o 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 1S 16 17 18 19 20 21 22 2ヨ

時差Ij

出典:[4.8}。
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図4.5 家電機器の機器別・時間帯別電力消費割合(夏期)
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図4.6 家庭部門世帯当たり機器別電力負荷曲線(全世帯平均，夏期)
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(19901:手. kWh/t世帯)

夫子+婦EE+ 
t6世帯人 全平世鈎帯
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表4.5 建物用途別・機器別負荷密度および設置率

事務所ビル | 卸・小売業 | ホテル・旅館 | 病院 | 
電力負荷I~rt.f'R，*， I電力負荷 I~rt.，_，*， I電力負荷 I~n . t=~ I電力負荷1 1 
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( 2 )業務部門

・機器別消費原単位の推定

業務部門では、事務所や卸・小売といった建物用途に分けて電力消費原単位を扱う。本章では、建

物用途のうち、事務所ピル、卸・小売業、宿泊施設、病院の4用途について検討した。これらの用途

は、図4.7に示すように、床面積で業務部門全体の約3/5を、電力消費で約3/4をカバーしている[4.9]。

業務部門の機器別電力消費原単位の計算方法を図4.8に示す。業務部門の機器別消費原単位は、家

庭部門におけるエアコン/クーラーおよび照明機器と同様、機器の保有状況が床面積と密接な関係に

あると考えられるため、次の式を用いて推定している。

建物用途別床面積 (ぱ)

× 床面積当たり消費電力 CW/ぱ)

× 建物用途別 ・機器別利用時間 (hl年)

機器別保有台数は、電力機器関連図書や建築会社の実態調査を参考に計算した。また、機器別利用

時間は、同じく建築会社の設計資料をもとに設定している。計算に用いた建物用途別 ・機器別電力負

荷密度と設置率を表4.5に示す。そして、以上のデータから推定した建物用途別床面積当たり電力消

費原単位を、(財)日本エネルギー経済研究所や(社)日本ビルエネルギー総合管理技術協会が算出した原

単位と比較して結果の妥当性をチェックした。結果を表4.6に示す。

OA機器 |プリンタ←

コピー

ファクシミリ

レジスタ (ECRIPOS) 

共有設備 4.1 100% 

ショーケース(照明)|

冷凍冷蔵ショーケース!

庖舗機器(陳列品等) |

冷凍冷蔵(客室厨房):

その他機器仰等)」

医療機器 | 

空調・換気
一一一一一一一十一一

熱源搬送(夏) I 

熱源搬送(冬)

空調 |冷房熱源(電気冷凍機)

(セントリ)I冷房熱源{蚕収冷凍機)

その他

機器

0.5 37% 

2.0 

30.0 

30.0 

37% 

10% 

37% 

10.0 

5.0 

40% 

40% 

叫;;;ll::(721112 
69% 

39% 

3.9 83% 

34.0 43% 

3.3 29% 

34.0 6% 

1.1 77% 

26.8 28% 

26.8 17% 

7.6 100% 

3.1 100% 

1.7 100% 

内側 :床面積
外債1):電力消費

暖房熱源 (t-トホ。ンプ)

|暖房熱源

(がス・油ポイ7等)

一一 1 冷房
ヱ 酬 I Ctートホ。ンプ，冷房専用)

( /¥0ッケーシ.) I 一一一一
l 暖房 (tーばか)

エレベータ

h エスカレータ
その他! 一一一

|衛生(給湯・ポンプ等)

その他 (セキュリティ等)

出典:[4.8]。

出典:[4.8Jo 

図4.7 業務部門業種別床面積割合と電力消費割合 (1990年度)
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表4.6 業務部門建物用途別電力消費原単位
業種別床面積
(エネ研推定)

( 外部資料 ) 

| 計算項目 l (単位 :Wh/ぱ/日)
ー一一ー一一「ーー

事務所ピル 卸・小売業 ホテル・旅館 病院

一 一一一一 一一一一一一一
296.6 175.4 176，3 照明 179.2 

18.6 11.7 4.2 19.7 パソコン

オフコン・ミニコン 27.7 3.0 6.3 15.7 

ワープロ 4.8 3.0 1 .1 1 5.1 

OA機器 プリンター 10.2 6.5 2.3 10.7 
月_.ー

コピー 16.7 10.5 3.3 15.5 

ファクシミリ 7.2 4.5 1.4 6.6 

レジスタ (ECR / POS) 。。 1.0 0.2 。。
その他機器 56.5 171.3 83.8 6，9 

空調・換気 108.7 77.9 177.5 146.1 

熱源搬送(夏) 22.4 18.8 i 32.2 43.4 

i熱源搬送(中間) o 0 9.4 : 4.7 20.1 

熱源搬送(冬) 16.5 13.9 30.7 

冷房熱源(電気冷凍機，夏) 85.7 37.7 116.7 149.8 

(中間) 。。 18.9 5.8 49.9 

グユ1ι3ヲ同品目q (冬) 。。 。。 。。 15.0 

(セントうM 冷房熱源(吸収冷凍機，夏) 5.6 1 8.1 9.0 12.5 

(中間) 。。 4.0 0.4 4.2 

(冬) 。。 。。 1.2 

!暖房町、 (t川冬) 57.8 23.2 i 45.6 

(中間) 。。 2.3 9，1 

暖房熱源 (ポイう等，冬) 2.8 0.2 2.1 1.7 

(中間) 0.0 。。 0.2 0.3 
一一

冷房 (トトポンプ，夏) 47.3 103.1 73.1 21.7 

(中間) 。。 51.6 3.7 7.2 
グこにロ雪印国可

(冬) 。。 。。 。。 2.2 
(1¥0ッケーシ.) 

暖房 (tーばか，冬) 47.3 59.5 91.6 14.8 

(中間) 。。 。。 9.2 3.0 

エレベータ 67.5 8.5 56.6 44.3 

その他
エスカレータ 。。 3.3 0.7 。。
衛生(給湯・ポンプ等) 15.6 1.8 13.2 29.6 

その他 (セキュリティ等) 40.8 40.8 40.8 40.8 i 

冷房期 (6"'9月) 714.5 808.2 797.7 744.7 

季節別計 暖房期(12""3月) 677.9 784.4 714.4 630.2 

中間期 (4.5，10，11月) 553.5 724.4 593.1 611.2 

年間合計(億kWh/年) 609.8 694.8 161.3 128.4 

(参考)他の年間合計原単位の推定結果

日本エネルギー経済研究所 (90.91) 541.6 ! 872.4 163.2 95.2 

日本ピ)同JW-総合管理技術協会 (86) 410.6 635.8 120.3 91.7 
一一一 一

一t.っr単位

業樋別電力消費量

..務所ピル
・ホテル
-病院

・卸小売業

* 各種実測値と

の比較・検E

出典:[4.8Jo 

図4.8 業務部門における電力消費原単位の計算方法

-電力負荷曲線の推定

電力負荷曲線は、家庭部門と同様、前節で推定した建物用途別の機器別消費原単位を、各機器の典

型的な時間帯別利用率を用いて時間別に分解することで行った。事務所ビルの主な機器の時間帯別利

用率を図4.9に示す。そして、得られた建物用途別の電力負荷曲線(夏期)を図4.10に示す。
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( 3 )負荷曲線推定結果の妥当性

残念ながら、本章で推定した負荷曲線の妥当性を検討するために十分なデータは公表されていない

か、あるいは存在しない。唯一利用できるものとして、近年政府によって行われた夏期最大電力の実

日本全体の最大電力需要に占める夏期需要の割合は約1/3程度と推定さ態調査がある。それによると、

この図から、 1990年の日本全体の夏期需要は約5.000万kWであることがわかる。(図4.11)。れている

一方、本章の推定結果では、家庭部門の最大電力が1.900万kW(うち空調用1.010万kW、最大電力

となっている。業務部門の残(向上880万kW、44%)の53%)、業務部門が4建物用途計で4，310万kW

りの建物用途の負荷パターンが4建物用途の平均と等しいと仮定して業務部門全体の最大電力需要を

となる。計算すると5，840万kW(同2，550万kW、44%)

1990年の産業この結果、図4.11の最大電力需要から本章で推定した民生部門の需要を差し引くと、
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4. 1. 2 電気機器の効率化による省電力ポテンシャルと経済性
【デジタル・ツインロータリー・コンプレッサ】

( 1 )効率化技術

.家庭部門

ここでは、家庭部門の代表的な家電機器であるエアコン・冷蔵庫・テレビ・照明機器について、効

率化技術とその費用について分析する。なお、これらの機器だけで家庭用電力の約78%が消費されて

(1面白衡のポイント}

ロータ凪 L‘晶度打也事 11補 外刷リ ング・10・剛司

院厚Olmmでの打怯
島じ匝9J

川崎・)/グtIO‘fNT¥ I‘・0'""'" 句 L.、・}

いる(表4.4)。

家電機器の効率化技術を表4.7および図4.12に示す。表中の省電力率は、最近の標準的なモデルと

'7;(ヨ
.v?tat?7LU;:iJむ 1):'"

比較した場合の数値である。
新問先デジ宮ルツイシモ一世 一鉛直鴻モ-:)1

出所]東芝資料

表4.7 家庭部門の機器効率化技術の概要

【ランダムピッチファンの概念図】
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-業務部門

業務部門については、パソコン・空調・照明・エレベーターについて、効率化技術とその費用につ

いて分析する。効率化技術の概要を表4.8および図4.13に示す。

【DDC空調制御方式と従来方式】

(a)従来型 (b)DDC方式

'" IJIUl"-，， η 

表4.8 業務部門の機器効率化技術の概要 |イ ノトフェイス|
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図4.13 業務部門の機器効率化技術
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資回収期間が2年以内の技術によるピーク電力削減量の合計は、 980万kW(199昨度における民生部
ピーク電力削減量と経済性( 2) 

日本全体の7%)である。門全体の13%、ある対策への投資費用各効率化技術の経済性は、投資回収期間により表される。投資回収期間は、

20 T -
を全額借りて行い、毎年の利益で返済した場合に、返済が完了する期間であり、次式で表される。当

15 

10 寸

投

資

回

収

期

間

然のことながら、 TはIやiが大きくなれば長くなり、 PやSが大きくなれば短くなる。

T=-ln(l-F 
(4-1) 

金利(%)， P:電気料金(円IkWh)， 投資回収期間(年)， 1:初期投資費用(円/台)， i 

年間省電力量(kWhI台/年)

T 

ー一一一一一一寸一一一一ー

5 
(
年
)

S 

将来の電気料金は実質ベースで90年時点と変わらないと仮定した。金利は、すでに実施されている

。省エネルギー技術への設備投資に対する優遇措置を考慮し、年3%とした。また、家電機器の場合、

効率化技術のコストを推定するのは非常に困難である。なぜならば、新製品に採用された対策技術の

2，500 2，000 1，500 1，000 500 

E
J
 。費用は市場で決まる製品価格に吸収されてしまうためである。そこで、いくつかの技術については、

ピーク電力削減量(万kW)
効率化技術を採用した製品の価格上昇幅をどの程度に収めるべきであるかという各メーカーの目標値

業務部また、この目標値は、各技術について一台当たり一律2万円である。をコストとして考えた。

機器効率化技術の経済性とピーク電力削減量 (1990年度)図4.14

出典:[4.10]。門の照明とOA機器については、一つの機器に2種類の効率化技術を同時に採用することが有り得るが、

ここでは、効率化技術は経済性の順に採用されるとのとき省電力量の二重計算を避ける必要がある。

(弱)
100四

と考え、最も経済性が優れた技術の省電力率 ηlは不変であり、経済性が2番目の効率化技術の省電力
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やや乱暴ではあるが、業務部門全体の省電力量は今回調査した4建物用途の平均省電力率をそまた、

のまま適用して算出した。

各技術について投資回収期間を計算し、投資回収期間の短い順に並べ替え、横軸にピーク電力削減

201 量の累積値を、縦軸に各技術の投資回収期間をとったものを図4.14に示す。投資回収期間が機器の耐

一般的には、投資するかしかし、用年数より短ければ、その技術は経済的と判断することができる。
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( 3)将来の普及ポテンシャルの推定

将来の電力需要は、世帯数・住宅床面積・所得・電気料金・機器保有率など、様々な要因によって

変化すると考えられる。例えば、世帯数が増加すれば、冷蔵庫や洗濯機など「一家に一台J必要な家

電機器の総数が増加する。本章では、家電機器の使われ方を表4.9のように想定した。冷蔵庫やテレ

ビは世帯数に比例して増加し、エアコンや照明器具は世帯数×世帯当たり住宅床面積(=延床面積)

に比例して増加すると想定した。なお、エアコンについては、近年発売された高効率モデルの普及が

著しいため、普及率の増加と、 一台当たり消費電力の低下を見込んでいる。他の機器は、世帯当たり

人数の減少の影響と住宅床面積の増加の影響が相殺して、変化しないと想定した。なお、これらの指

原の将来の値は、過去のトレンドを延長するか、電中研の 「中期経済予測システムJ[4. 12]の2010年

度までの予測結果を延長することで推定した。この結果、これらの指標の2014年度の値は表4.10のよ

うになる。業務部門では、将来の電力需要は、単純に、業務ビル延床面積に比例した分だけ、 DSMポ

テンシャルが増加すると想定した。家庭部門と同様、 「中期経済予測システムJの2010年度までの予

測結果を延長すると、 2014年度の業務ビル延床面積は1990年度の1.48倍に拡大するため、各機器の電

力需要も1990年度の1.48倍になるとした。

4. 2 DSMによる社会的総費用最小化

4. 2. 1 分析方法

将来、電力需要が増加すると、ある量だけ発電所を建設するか、 DSMの導入によってピーク電力需

要を削減する必要に迫られる。本来は、需要側および供給側のすべてのオプションを同列に評価しな

がら、最も費用が安くなるオプションを探索するのが望ましい。しかし、 4.2.3で述べる電源構成モデ

ルは、電力需要を所与としているため、機器効率化によるDSMプログラムの最適導入規模を供給側の

最適化と同時に決定することはできない。そこで、図4.16に示すような手順で分析を行った。

まず、機器効率化技術の経済性と導入ポテンシャルの調査結果から、各技術について、いくら補助

金を支出すればどの程度ピーク電力需要を削減できるか(ピーク電力削減のための限界費用)を計算

する。次に、その限界費用と発電所の建設単価を比較して、どの機器効率化技術をDSMプログラムの

対象にすべきかについて検討する。いま、 DSMプログラムの対象技術を、限界費用の安い)1債に逐次拡

大していく場合、費用曲線は図4.17のようになると考えられる。 DSMプログラムの累積費用は下に凸

の曲線になる一方、発電所の建設回避により節約される累積費用曲線はほぼ直線になると考えられる。

このため、両曲線の接線の傾きの絶対値が一致するまでDSMプログラムを導入するのが最も経済的で

表4.9 家電機器の使われ方の想定 あり、 DSMプログラムの導入による利潤曲線は図に示すようになる。しかし、 DSMプログラムを導

ポテンシャル変化要因
世帯当たり 普及率 I 一台当たり 使用時間
保有台数 消費電力

冷蔵庫 世帯数 変化しない 変化しない 変化しない 変化しない
同ヲ亡テレビ、 世帯数 変化しない 変化しない 変化しない 変化しない

日目177 世帯当たり住宅床面積×世帯数床面積に比例[増加する 低下する 変化しない

国扇機器 -i世帯当たり住宅床面積×世帯数床面積に比割変化しない変化しない変化しない

r. .--_ .---. 0--_._ __. o_...... ...._. . _ __. .-_0 .__....・・・・・・・・・・・・・・・・・ー.__.._.._. . ___ 0___. . ___ 0.. __. ...__. ___. . ___.___. ........ . _"0 .___. ...... . ___. .__. 0..__' . __. ._， 
・ .

表4.10 家庭部門の電力需要関連指標の将来値

将来の電力負荷パターン

発電設備の建設単価

' i!  
-吋電気料金|二二I

出典:[4.10J。

逐次追加導入の場合の
電力負荷の変化

1990年度 2014年度 倍率

世帯数(千世帯) 41，797 53，814 1.29 
世帯当たり住宅床面積(ぱ) 90.6 100.0 1.10 

エアコンストック効率指数 (1973年度=100) 60.8 48.9 0.80 
ルームエアコン普及率(%) 63.7 94.4 1.48 出典:[4.1 OJo 
出典:[4.101。

図4.16 DSMによる社会的総費用最小化の分析方法
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4 
発電所の建設回避

により節約される

累積費用曲線

、105…ラム

!の累積費用曲線

I DSMプログラム

¥の…
I DSMプログラム
;の導入による利

1 濁曲線

技術が導入された場合のピーク電力削減量の比を計算し、この比を 「ピークカット限界費用Jと定義

する。もし、ピークカット限界費用が発電設備の建設単価(約20万円/kW) より安ければ、発電所

を建設するより、補助金を支出した万が総発電費用が安いと考えられる 。ピークカット限界費用が

200万円 /kW以下の各技術のピークカット限界費用および1994年度"'2014年度までの補助金額を表

4.11 に示す。補助金額は、各技術の将来の普及可能台数および機~の寿命を考慮、しながら計算した累

積費用を、 3%の割引率を用いて94年価格に現在価値換算したものである。

表4.11 機器効率化技術のピークカット限界費用と補助金額

図4.17 DSMプログラムの費用曲線と最適導入規模

!開叫 - 効率化技術

空調・換気 IDDC (対電子式)

OA機器 I IC動作電圧低下

OA機器 |パワーマネジメント

業 i空調・換気 IDOC(対電気式)

務 |空調・換気 |インバータ送風機

部 |照明機器 l昼光利用照度制御 0.8 455 

門 |空調・換気 |インバータポンプ 1.2 93 

照明 |ユニット照明 57.2 11.009 

エレベータ |インバータ制御 647 1.039 

照明 インバータ制御 133.3 i 29.101 
1.. . ~. .. 一一一「ー一 一ー ー ー 十 一!一回一一一一一一一一一一 寸

家 |冷蔵庫 |ヒータ除去 | 一 I 
庭 |エアコン |インバータ制御 5.0 1.208 

部|エアコン |モータ高度制御&熱交換器改良 28.5 10.277 

m|テレビ |スイッチング電源採用 ! -950 L 99~__J 

勺 投資回収年数が2年以上の対策の回収年数を2年にするために必要な費用とピサカット電力の比

*2 2014年までに各技術にt。づカット限界費用を補助金として支出する場合の総額の現在価値

出典:[4.1010 

ピークカット限界費用・l

(万円/kW)
補助金額*2

(94年価格億円)

出典:[4.10]0 

入して発電所の建設を回避すると、建設費が節約できるだけでなく、電力需要の減少による燃料費の

節約や、全ての電源の最適運用による運転費の減少などがあるため、とれらを総合的に評価する必要

がある。そこで図4.16に示すように、機器効率化技術を限界費用の安い順に逐次追加しながら導入し

た場合に、最適化型の電源構成モデルを用いて総発電費用の変化を求め、その金額とDSMプログラム

の費用と比較することにより、 DSMプログラムの最適導入規模について調べる。 DSMプログラムの

費用の計算方法については、次節で述べる。最後に、 DSMプログラムを導入した場合と同じC02排出‘

抑制を供給側だけで達成するために必要な費用を計算し、 C02排出抑制費用を考慮した場合について

検討する。なお、図中で点線で示したフローは今回の分析では考慮していないが、将来的には考慮す

べき課題である。

4. 2. 2 機器効率化によるDSMプログラムの設定

前節で分析した、民生部門の機器効率化技術の経済性および将来の普及ポテンシャルに基づき、次

のようにDSMプログラムを設定した。

まず、投資回収期間が2年より短い技術(業務部門の上位5種類および家庭部門の上位1種類)は、

何ら普及援助策がなくても、自然に普及すると想定する。次に、投資回収期間が2年より長い各技術

について、投資回収期間を2年にするために必要な補助金額を計算する。そして、補助金額と、その

4. 2. 3 最適化型電源構成モデルと基準ケースの結果

( 1 )モデルの構成

ここで用いる最適化型電源構成モデルは、線形計画法を用いたオーソドックスなものであり、日本

全体を対象とし、 1994"'2014年度までをi期4年の5期に分割して期間全体の総発電費用の現在価値換

算合計を最小化することを目的としている。主な制約条件は次の通りである。なお、 一般水力および、

地熱の設備容量および発電量は所与とした。

(a)電力需給制約(2:は電源)

. 2: (各時刻の電源別発電量)一各時刻の揚水動力

=各時刻の電力需要・ヱ(電源別設備容量X(l一所内率)X季節7JiJ利用率上限)

孟(1+供給予備率)X各時刻の電力需要

勺
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(b)設{賄容量・燃料消費量制約

.下限値三五各電源、の各期の総設備容量および新設容量三五上限値

〔下限値は除却分を差し引いた後の既存設備と電事審上程済みの新規設備の合計)

・各期のLNG消費量壬上限伯(長期契約購入やLNG受入基地の建設を考慮)

表4.13 コストデータ

(c)発電出力制約

・各時刻の電源別発電量三五電源別設備容量X(1一所内率)X季節別利用率上限

.下限値三五各電源のある時刻の発電量と1時間後の発電量の変化率孟上限値

「一ーーーーーーー
原子力 石炭火力 LNG火力 口~G複合 石油火力 揚水式水力

建設単価(万円IkW)
←一一一一

37.7 30.4 21.4 23.2 20.6 19.6 

耐用期間均等化年経費率 一 ー一ー一一一一一一一一一ーーー十一
10.44% 10.23% 10.03% 10.03% 10.33% 7.16% 

(耐用年数) (40年) (40年) (40年) (40年) (40年) (56年)
一 一寿命延伸費用(万円IkW) 14.7 

二J(延命年数) (20年)

燃料価格(単位) (主IkWh) I (事Iton) (¥'/ton) (事Ikl)

1994年度 1.25 5，000 18.293 17，640 
1998年度 1.25 5.285 19，744 18，584 一
2002年度 1.25 5，586 21，310 19.578 
2006年度 1.25 5，905 23，000 20，626 
2010年度 1 25 6，241 24，824 2l. 730 
2014年度 1.25 6.597 26.793 22.893 

(d)揚水式水力の制約(2:は電源および時刻)

.各時刻の揚水動力三五エ(揚水以外の発電量)

-各円の揚水発電量=貯蔵効率×各日の揚水動力
出典:[4.15]0 

表4.14 設備容量制約・燃料制約

(e) C02排出制約(2:は電源)

( 2)前提条件

「
一一

揚水式水力|原子力 石炭火力 LNG火力 ひIG複合 石油火力

既設設備量
(万kW，1994年度)

4.037 1.861 3.673 626 5.397 2，086 

ーーー.
計画済み新設設備量

637 1，620 62 1，242 15 504 
(万kW，"'2002年度)

新設設備容量上限
1，000 

(万kWI期)

総設備容量上限(万kW) 7，000 5.397 3.200 

燃料消費量制約(万トン) 3，000"'-'5.500 

. 2: (各期の電源別燃料消費量×燃料別C02排出原単位)

孟各期あるいは期間全体のC02排出上限

前章で述べた前提に基づいて将来の電力需要を求めると、 1994年度"'2014年度の電力需要の年平均

の伸び率が1.7%、最大電力が同1.8%となった(表4.12)。結果的に2006年度までは資源エネルギー

庁の「平成9年度電力供給計画J[4.13]とほぼ等しい。

コストデータは表4.13のように設定した。各電源の新規建設コストは、通産省 「電源開発の概要」

をもとに推計し、実質ベースで将来も変わらないと想定した。建設コストは、耐用期間均等化年経費

率(定額法)を使って、各年の国定費に振り分けた。 1994年度から2014年度までの燃料価格は、近年

の実績値と、日本エネルギー経済研究所の2030年の想定値[4.14]にもとづいて、 一定の上昇率で上界

すると想定した。なお、石炭価格については 15%の灰捨て費用を、石油価格についてはkl当たり約

7，000円の精製・国内輸送費用を輸入CIF価格に上乗せしている。

出典:[4.15]0 

表4.12 電力需要データ(基準ケース)

電力各社が想定している電源計画のうち、電源開発調整審議会を通過した電源計画は今後確実に実

行されるものと考え、その計画済み設備容量を新設設備容量の下限値とした。

また、原子力・石油火力・揚水発電に関しては、経済性以外の要因(適地が限られていること、長

いリードタイム、エネルギー安全保障など)を考慮し、新設設備容量および総設備容量に上限制約を

課した(表4.14) 。

LNG年間消費量の上限制約を1994年度は実績の3.000万トンとし、以後1期ごとに500万トンずつ大き

くなるように設定した。LNGに制約を設ける理由は、その購入方法(長期購入契約)や供給設備(基

地、パイプライン)が制約として働くと考えられるからである。

負荷追従率の上下限値は、各発電技術の運転に関する資料から見積もった。設備利用率上限値は、

1994年度の発電所発電・補修計画を電源毎代表日毎に集約して見積もった(表4.15) 。

l送電端電力需要(億kWh)

最大電力(万kW)

年負荷率

出典:[4.15]0 
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表4.15 発電出力の制約

ロ~G火力

41% 

-31% ー46%

98-37922199%46 981 D3L 1% 設備利用率i二限 (%)

夏期3日最大 94.4% 85.7% 91.6% 1% 96.0% 

夏期平日 80.6% 79.0% 89.1% 1% 96.0% 

冬期平日 80.0% 84.5% 80.3% 80.9% 78.2% 93.0% 

中間期平日 70.2% 63.3% 71.3% 81.1 % 71.5% 93.0% 

81.8% 80.0% 89.3% 
884%1|| 87 7 76% 

96.0% 

期休日 78.4% 85.7% 81.3% 79.6% 79.1 % 93.0% 

間期休日 69.4% 61.9% 70.4% 8].7% 71.4% 93.0% 

出典 :[4.15]。

( 3 )計算結果

原子力および、揚水式水力は、制約条件(設備容量上限や開発速度上限)いっぱいに貼り付き推移す

る(表4.16)。石炭火力・ LNG火力・石油火力に代わり、 LNG複合発電が大規模に新設される。 LNG

年間消費量上限は2014年度を除く各期間で働き、 LNG発電の設備容量に燃料の面から上限制約を与え

る。石油火力は20日年度以降に寿命を迎えるほとんどの設備が寿命延伸される。

発電費用は、全期間合計で約126兆円 (94年価格、 一般水力および地熱を含まない)となる(表

表4.16 電源別最適設備容量(基準ケース)

原子力 石炭火力 ひ~G火力 LNG複合

11994年度 4.037 1，861 3，673 626 
1998年度 4.508 2.615 3.736 1.624 

総設備容量*1 2002年度 4.591 3，292 3.710 2.215 

(万kW) 2006年度 5.574 3.574 3.640 2，422 

い 設備容量

2010年度 6.459 3，383 3，640 4，032 
2014年度 7，000 3.348 3.475 5.025 

1998年度
一一一」

472 754 62 998 
2002年度 83 692 。 589 
2006年度 1，000 300 。 209 

(万kW)
2010年度 1.000 。 。 1.610 
2014年度 799 。 。 993 

1998年度 。 。 。 。
廃棄設備容量

2002年度 。 15 。 。
(万kW)

2006年度 17 18 25 。
116 191 70 。

1
2014年度 257 35 165 。

ぺ 下線は下限制約、斜体は上限制約にかかっている。太字は寿命延伸した設備容量
出典 :[4.10]。
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石油火力 揚水式水力

5.397 2，086 

5.316 2.390 

5.112 2.550 

4，631 3.200 

3.960 3.200 

3.958 3.200 

15 304 。 160 。
65OOO401ll1 i | | | 

。
2，107 

96 

203 

481 。
671 4 。

表4.17 固定費と可変費

4.17) 。内訳では、固定費の割合が約73%を占める。また、時系列でみると、多くの既存発電所が廃

止を迎える2006年度"'2010年度に、発電設備の建設が増えるため、固定費の割合が最大となっている。

COz排出量 (燃料からの排出分のみ)は、排出制約を課していないため、 1994年度の炭素換算8，057

万トンが2002年度に9，572万トンまで増加した後、 2014年度に9.021万トンに減少する。全期間平均の

排出量は炭素換算9，005万トン/年となる。

4. 2. 4 DSMフログラムの経済性

( 1) DSMプログラムの最適規模

前節で述べた8種類の機器効率化技術が、ピークカット限界費用の安い順に逐次追加的に普及した

場合について、最適化計算を行った。2014年度について、ピーク電力削減量と電源別設備容量の関係

を図4.18に示す。ピーク電力削減量が増加するにつれて、 LNG複合火力→石油火力→原子力の順に設

備容量が減少しているが、これはDSMプログラムがピーク電力需要およびミドル電力需要を重点的に

削減しているためである。図4.19に基準ケースからの総発電費用の変化について調べた結果を示す。

すべての技術が普及した場合、 2014年度に基準ケースより 2.020万kWのピーク電力需要が削減される

ことにより、 2014年度までの累積発電費用は5.51兆円 (94年価格)減少する。一方、機器効率化技術

を普及させるためのDSMプログラムの累積費用は、 5.42兆円 (94年価格)となり、累積発電費用の削

減額とほぼ等しい。ここで、両者の差額をDSMプログラムの利潤とすると、 DSMプログラムの利潤

は、 DSMプログラムの対象範囲をピークカット限界費用が安い方から3番目までの機器効率化技術に

限定した場合に最大の2.96兆円 (94年価格、基準ケースの総発電費用の2.4%)となる。このため、こ

の3種類の機器効率化技術に対して補助金を支出するDSMフログラムが最適規模ということができる。

なお、この場合、全期間の発電電力量(一般水力と地熱の発電電力量を除く)は、基準ケースの2.0%

減となるため、発電量当たりの費用も基準ケースより少なくなる。
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( 2) C02排出抑制を考慮した場合

ー か-------_。一一一句人~ - ピーク電力削減ピーク電力削減量の関係を示す。図4.20に、最適解における各年のC02排出量と、

ピーク電力削減量が増これは、量が増加するにつれて、 C02排出量は一様に減少するとは限らない。

(図4.18) 、特に加するにつれて、原子力発電の最適設備容量が基準ケースより減少するためであり

しかし、基準ケースで原子力の建設設備容量が上限値に貼り付く 2006年度と2010年度に顕著である。
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積削減額およびDSMプログラム総利潤の曲線は下方にシフトし、 DSMプログラムの経済性は向上す

るが、最適規模はC02排出抑制を考慮しない場合と変わらない。総利潤の最大値は3.65兆円 (94年価出典:[4.10]。
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まとめ格、某準ケースの総発電費用の2.9%) に増加する。

t記の計算では、基準ケースで原子力が上限に貼り付いているため、供給側によるC02排出抑制費

本章では、年負荷本低下の最大の要因と思われる民生部門の電力需要について、機器効率化技術に用が高めに出ている可能性がある。そこで、原子力の建設単価を、基準ケースで原子力が下限値しか

対して補助金を支出するというDSMフログラムの経済性および最適導入規模を、線形計両法に基づくこのケースでは、同様の計算を行った。建設されない仰絡で最も安い値 (39.56万円/kW) に設定し、

最適化型の電源構成モデルを用いて分析した。その結果、経済性が優れた特定の機器効率化技術のみ基準ケースで石炭火力が大幅に導入されるため、 C02排出量に制約を加えても、石炭火力を原子力に

をDSMプログラムの対象にすれば、今後20年間に現在価値換算で約3兆円の発電費用を削減できる上、C02排出抑制費用は前代えることで対応できるため、 C02排出抑制費用は安くて済む。計算の結果、

また、同等のC02削減を供給側だけで行った場合の費C02排出量も削減できることを明らかにした。C02排出抑制の経済価値のケースの66%に減少し、その分だけDSMプログラムの利潤も減少するが、

用上昇分をDSMフログラムの価値として考えると、 DSMフログラムの利益は約7.000億円増加する。がプラスであることには変わりない。

今後の課題は、電源構成モデルを電気事業全体に拡張し、発電費用の変化のみならず、送配電費用今後の課題は、電源精成モデルを電気事業全体に拡張し、発電費用の変化のみならず、送配電費用

さらに電気料金の変化を通じて販売電力量の減少による減収まなど他の費用の変化を調べることや、さらに電気料金の変化を通じて販売電力量の減少による減収まなど他の費用の変化を調べることや、

また、機器効率化技術の普及に関して、投資回収期間と投資実施率ので含めて議論することである。で含めて議論することである。また、機器効率化技術の普及に関して、投資向収期間と投資実施率の

ある技術に対して補助金額の最適支出額を求めるととも重要である。聞の関係をモデルに組み込み、間の関係をモデルに組み込み、ある技術に対して補助金額の最適支出額を求めることも重要である。

最後の点に関しては、すでに投資回収期間と投資実施率の聞の関係を組み込んだプロトタイプのモデ

ルを開発済みであり、蓄熱式空調技術を対象としたケーススタディを行っている[4.16，4.17]。

。
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第5章全体のまとめと結論

1990年代に入って急速に世界的関心が高まった地球環境問題、とりわけ二酸化炭素の排出によると

ころが大きい地球温暖化問題は、将来のエネルギー需給に決定的影響を及ぼす。気候変動枠組条約第

3回締約国会議 (COP3) において、日本が約束した温室効果ガスの排出抑制目標の達成のため、省エ

ネルギーへの期待が再び高まっている。しかし、原油価格の低迷や、日本は国際的にみて極めて高い

水準の省エネルギーを達成していることから、省エネルギーが進みにくい状況にある。本論文は、過

去の日本のエネルギー需給を国内および国外両面から分析することにより、エネルギ一価格がエネル

ギー需要に及ぼしてきた影響や現在の日本のエネルギー効率水準について調べ、さらに省エネルギー

の特殊な場合として電力部門に着目し、高効率機器の普及方策の経済性について分析したものである。

得られた主な成果は以下のとおりである。

1 ) 計量経済学の手法を用いてエネルギーモデルを構築した結果、日本のエネルギー需要の価格弾

性値は短期がマイナス0.1前後と小さく、長期では概ねゼロからマイナス 1の間で分布しているこ

とを示した。このため、炭素税を導入して将来のCOz排出量を削減する場合、必要な炭素税率は

炭素換算で1トン当たり数万円という高率にならざるを得ないことを明らかにした。(第2章)

2 ) エネルギー効率の国際比較において、従来は気候や産業構造など、エネルギー効率に直接関係

3) 

がない要因を含めたまま議論されていたが、これらの要因の影響を取り除いて、圏全体のエネル

ギー効率を比較する手法を提案した。そして、円本と米国、および日本と韓国について、エネル

ギー効率を比較した結果、いずれの場合も日本の方がエネルギー効率が高いことを示した。(第

3章)

電力部門における省エネルギーは、夏期の最大電力を抑制することを通じて発電所の建設を回

避する。この経済的便益を求めるため、民生部門について、機器別 ・時間帯別の電力需要および

機器効率化技術の経済性を推定した。そして、線形計画法に基づく最適化型の電源構成モデルを

用いて、高効率機器に対する補助金という省エネルギーの普及方策を採用する場合について分析

した結果、補助金の支出対象機器に最適導入規模が存在し、その場合に普及方策を採らない場合

より今後20年間に現在価値換算で、約3兆円から3.7兆円の便益があることを明らかにした。(第4章)
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政府の長期エネルギー需給見通し (98年6月)によれば[5.1ト今後も産業構造の変化や人口の高齢

化の進展が続くことにより、最終エネルギー需要に占める電力の割合は高まることが見込まれている。

本見通しにおける基準ケースでは、 1996年度から2010年度の平均で、最終エネルギー消費が年1.1%で

増加するのに対し、電力需要は年2.1%で増加するとなっている。中でも、民生用電力需要は年2.7% 

で増加することが見込まれており、 COz排出削減の観点から、今後の省電力がきわめて重要である。

本論文で示されたように、極めて高い水準の省エネルギーを達成した日本でも、民生用電力需要は、

社会的観点から非常に経済性に優れた省エネルギーの余地が残されている分野であり、今後積極的に

省エネルギーを推し進めていくととが望まれる。

今後の課題は次のとおりである。まず、エネルギーモデルについては、エネルギーの価格弾性値を

エネルギー価格の上昇局面と下落局面で分けて考慮し、 1986年以降続いているエネルギー価格の長期

低迷が今後のエネルギー需要に及ぼす影響を明確にすることである。また、供給面では、近年に始ま

ったエネルギー産業の規制緩和がエネルギー価格に及ぼす影響を考慮することが必要である。エネル

ギー効率の国際比較では、データの制約で考慮できなかった、輸送部門の乗車率・ 1回当たりの運搬

距離、家庭部門の機器普及率と平均サイズ・動作時間、家屋やビルの断熱化率などの要因の影響を分

析するとともに、運輸以外の部門のエネルギー価格効果の分析が求められる。電源構成モデルについ

ては、モデルを電気事業全体に拡張し、発電費用の変化のみならず、送配電費用など他の費用の変化

を調べることがあげられる。さらに、電気料金の変化を通じて販売電力量の減少による減収まで含め、

社会全体の観点から、高効率機器の普及に対する政府や電気事業の役割について議論することである。
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付録 エネルギー間競合モデル

A. 1 エネルギー問競合モデルの変数名

モデルの外生変数を表A.lに示す。

表A.l 外生変数
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内生変数は次に示すとおりである。

1. エネルギー需要 (4文字)

エネルギー需要 (4文字)=エネルギー源コード(最初の2文字) +消費部門コード(後の2文字)

例:CLAG 石炭需要(農林水産業)

エネルギー源と消費部門の変数名コードを表A.2に示す。

表A.2 エネルギー源と消費部門の変数名コード
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2. 用途別エネルギー需要 (5文字，民生部門のみ)

エネルギー需要 (4文字) + Jij途コード (C:冷房， H:暖房， W:給湯， K:尉房， M:その他用)

例:ELCMC 冷房用電力計需要(業務)

3. 輸送手段別エネルギー需要 (5文字，運輸部門のみ)

エネルギー需要 (4文字) +輸送手段コード (C:自動車，R:鉄道)

例:GAPSC 自動車用ガソリン需要(運輸旅客)

4rLJまたは rRJで始まる5文字以上の変数

'L+エネルギー需要 (4文字) :エネルギー需要の自然対数値

例:LTLCS=LOG (TLCS) エネルギー計需要(窯業・土石)の自然対数値

. LG+エネルギー需要 (4文字) :消費部門におけるエネルギー原単位の自然対数値

例:LGTLAG=LOGσLAGIXAG) エネルギー原単位(農林水産業)の自然対数値

. LS+エネルギー需要 (4文字) :消費部門におけるエネルギーシェアの自然対数値

例:LSHOAG=LOG (HOAG汀LAG) 重質油エネルギーシェア(農林水産業)の自然対数値

ただし、自家発は電力計に占めるシェアとなる

例:LSEAPA=LOG (EAPAlELPA) 自家発シェア(紙・パルプ)の自然対数値

'R+競合エネルギー源コード (2文字) +エネルギー需要 (4文字)

:競合エネルギー間の相対シヱアの自然対数値

例:RMOHOAG= LOG (MOAGIHOAG) 中質油と重質油の相対エネルギーシェア(農林水産業)

の自然対数値

. RS+エネルギー需要 (4文字) :当該エネルギー需要のと限付きロジットシェア

RSELFD=LOG (ELFD / (0.6*TLFD -ELFD)) 電力ロジットシェア(食料品)

RSEAMA = LOG (EAMA / (0.05句 LMA-EAMA)) 自家発ロジットシェア(機械)

'R+業務用途別エネルギー需要 (5文字) :当該エネルギー需要の上限付きロジットシェア

RTGCMC = LOG (TGCMC / 0.3勺 LCMC-TGCMC)) 都市ガスロジットシェア(業務冷房)

RSLCMW = LOG (SLCM / (TLCMW -SLCM)) 太陽熱ロジットシェア(業務給湯)

RHECMW = LOG(HECM / (TLCMW -HECM)) 地域熱供給ロジットシェア(業務給湯)

5.消費部門別・エネルギー源日IJC02排出量 (7文字)

C02+エネルギー需要 (4文字) :当該消費部門別 ・エネルギー源別C02排出量
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6.その他の内生変数

変数名と意味を表A.3に示す。

表A.3 その他の内生変数



外生変数・内生変数に関する注釈

-以下に示すエネルギー需要は、過去のある時期には消費されていたが、近年は消費されていないた

め、モデルでは外生変数として扱った。

CLEX. CLIV. CLAG. CLMI. CLFD. CLOT. CLCM. CLRE. CL TR. CKIM， CKIV. CKMI. CKFD， 

CKRE. CKTR， CRIV， CRTG. CRFI， CRCH. OLIV. NGTR， NGIR， NGAX. NGIV， NGCM. WORE. 

WORUH 

-以下に示すエネルギー需要は、消費量がゼロではないが著しく小さいため、推定が困難であること

から、外生変数として扱い、将来予測の際には、 1995年度の値で変化しないと想定した。

CLHE， CLTX， CLAL， CLMA， CKEX. OLIM. OLHE. LOIM， LOEX， MOIM. MOEX， HOIM， HOEX， 

TGOT， NUAX， HDAX， GEAX. GEAG， GECM， REAX. RESD， RETX， RECH，REAL， RECM， SLCM， 

EATX. 

-以下に示すエネルギー価格は、モデル内で指数で表すため、それらの変数の1990年度の値を、変数

名の後に数字のOを付けた別の変数を定義して表している。

CIFCL. ICK， PNAWP. PFAWP， PFCWP. CIFNG， CIFPG. PTGWP， PELDR， PELCM 

A. 2 エネルギー間競合モデルの全方程式と全推定結果

推定式は以下に示す199本である。ここで、係数の下の括弧内はその係数の t値、方程式の下の行

は左から)11員に計測期間(西暦の下2桁で表示)、自由度調整済み決定係数、回帰の標準誤差 (Standard

Error of Regression)、ダービン=ワトソン比、ダービンの h統計量(ラグ付き従属変数のある方程式

のみ)である。

これらの推定式および後に示す定義式を連立させ、計量経済分析のための汎用ソフトウェアである

TSP (Times Series Processor)を用いて、ガウスザイデル法により連立方程式を解いた。
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1 LGTLAG=1.78881-0.092752*LOG(工AG/WPI*100)+0.756936*LGTLAG(-1)+0.833756E-02*TIME

(4.07117) (-2.59633) (9.61814) (2.89162) 

66-95， R2= 0.958ユ29，SERニ0.057290，DW=2.50033， Duどbin'sDurbin's h=-1.59317 

2 LGTLM工=1.36129-0.117276*Lα:;(工M工/WP工食100)+0.830238*LGTLM工(-1)-0.237495*D67

(1.00392) (-0.987679) (4.82937) (-1.94702) 

+0.748828E-0νTIME 

(1.68268) 

66-95， R2= 0.717765， SER=0.112031， DW=1.49167， Durbin's h=4.00908 

3 LTLCS=3.21747+0.385675大Lに氾 (XCS)-0.048287女Lαユ(工CS/WP工*100+0.524779*LTLCS(-1)

(3.53728) (2.31399) (-1.15458) (3.35407) 

-1.37045*VCS/XCS 

(-1.37962) 

66-95， R2= 0.956428， SER=0.064828， DW=1.09613， Durbin's h=4.41385 

4 LGTLFD=1.25263-0.082160*Lα:;(工FD/WP工*100)+0.824233*LGTLFD(-1)

(3.19965) (-2.80179) (14.6822) 

66-95， R2= 0.950082， SER=0.045332， DWニ2.32699，Durbin's h=-1.06209 

5 LGTLTX=1.82138-0.084200*Lα:;(工TX/WPI*100)+0.776877*LGTLTX(-1)-0.175294*D90

(3.06872) (一2.47827) (9.18924) (-2.30332) 

66-95， R2= 0.801202， SER=0.073818，開=1.80763，Durbin's h=0.349380 

6 LGTLPA=2.00851-0.098870*Lα:;(IPA/WPI*100)+0.778217*LGTLPA(-1)-0.065179*D89 

(5.18045) (-4.96715) (17.0791) (-2.24433) 

69-95， R2= 0.967562， SER=0.028331， DW=1.65948， Durbin's h=0.711587 

7 LGTLCH=1.00390-0.086745*Lα:;(工CH/WP工*100)+0.917667*LGTLCH(-1)

(3.11609) (-3.86428) (26.0609) 

66-95， R2= 0.968892， SER=0.052519， DW=1.91797， Durbin's h=0.201588 

8 LTLCE=5.00973+0.162693大LOG(XCE)-0.112328*Lα:;(工CE/WP工*100)+0.540675*LTLCE(-1)

(5.62794) (3.56266) (-6.36510) (5.93339) 

-1.27983*VCE/XCE 

(-3.8798ユ)

66-95， R2= 0.920362， SER=0.032369， DW=1.70670， Durbin's h=0.907678 

9 LGTLPM=2.68081-0.147340*LOG(工PM/WP工*100)+0.724821女LGTLPM(-1)-0.203538E-02*TIME

(2，92167) (-2.93246) (7.03585) (-1.13255) 

66-95， R2= 0.964975， SER=0.034380， DW=2.04738， Durbin's h=-0.319800 

10 LT日仏=2.99089+0.305988九 OG(沿仏)-0.111161九 α:;(IMA/W百九00)+0.560757九 TLMA(-1)

(2.92670) (2.46132) (-1.61490) (3.58644) 

66-95， R2= 0.968234， SER=0.068709， DW=1.04545， Durbin's h=4.68383 

11 LTLOT=2.01795+0.060571安Lα:;(Xαr)ー0.057112*Lα:;(工OT(-1) /WP工(-1)*100)+0.797539*LTLOT(-1)

(5.5ユ734) (1.12315) (-2.08689) (13.6877) 

70-95， R2= 0.963532， SER=0.038479， DW=2.04148， Durbin's h=-0.275432 

12 RMOHOAG=0.230913+0.861543*RMOHOAG(-1)+0.017733*TI~但

(l.22867) (10.3066) (2.47620) 

66-95， R2= 0.951355， SER=0.177661， DW=2.22322， Durbin's h=ー0.805251

13 LSHOAG=-0.236574+0.865054大LSHOAG(-1)ー0.017156*T工阿E

(-1.22933) (10.4680) (-2.48026) 

66-95， R2= 0.952545， SER=0.171616， DW=2.22597， Durbin's h=-O.808250 

14 LSE工AG=-2.77611+0.279203*Lα:;(PFAWP/PELDR)+0.854596*LSELAG(-1)+0.261982脅D94

(-2.94907) (2.57820) (10.8512) (2.19419) 

66-95， R2= 0.832387， SER=0.115489， DW=2.20716， Durbin's h=-0.677753 

15 RMOHOMI=0.326497-0.406117大LOG(PFAWP/PFCWP)+0. 969823*RMOHOM工(-1)

(2.01272) (-1.19281) (13.1539) 

69-95， R2= 0.903794， SER=0.262774， DW=2.53342， Durbin's h=-1.62794 

16 LSHOMI=-0.378514+0.391088*LOG(PFAWP/PFCWP)+0.944609女LSHOM工(-1) 

(-2.31666) (1.33502) (9.84006) 

73-95， R2= 0.852241， SER=0.221713， DW=2.61329， Durbin‘s h=-l. 74859 
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17 LSELMI=-1.19458+0.138247九 α}(PFCWP/PELDR)+0.856663*LSE日 任 (-1)

(-2.10658) (1.80190) (8.91356) 

66-95， R2= 0.730670， SER=0.121679， DW=2.40277， Durbin's h=-1.30709 

18 LSEAMI=-0.095617-0.049443*Lα;(PFCWP/PELDR)+0.702350*LSEAMI(-1) 

(-0.214730) (-0.951754) (5.45458) 

66-95， R2= 0.490618， SER=0.082253， DW=2.23346， Durbin's h=-0.913796 

19 LSMOCS=-0.029872-0.068617叩 OG(PFAWP/PFCWP)+0.749840日ヨ10CS(-1)+0.293593E-02吋 D但

(一0.992728) (-1.57489) (5.78856) (1.58687) 

66-95， R2= 0.943830， SER=0.022039， DW=1.54552， Durbin's h=1.14372 

20 LSHOCS=-0.332416+0.357494九 α;(PFAWP/PFCWP) +0.792563叩 SHOCS(-1)-0.047721吋 D伍

(-2.75336) (1.09799) (6.41193) (ー2.38589)

66-95， R2= 0.986887， SER=0.185972， DW=2.12100， Durbin's h=-1.05193 

21 LSELCS=0.254384-0.409318*Lα; (PELDR/WP工*100)+0.759863*LSELCS(-1)-0.711365*D74

(1.09255) (-1.81941) (5.74625) (-5.02550) 

66-95， R2= 0.946391， SER=0.122700， DW=2.17771， Duどbin'sh=-0.751456 

22 LSMOFD=ー0.565314+0.717124叩到OFD(-1)+0.011024吋工阻

(-1.97259) (5.33096) (ユ .98618)

66-95， R2= 0.946593， SER=0.083881， DW=1.52993， Durbin's h=1.86738 

23 RMOHOFD=-0.319482+0.867396*RMOHOFD(-1)+0.022095*TlME 

(-1.65921) (10.5606) (2.34559) 

66-95， R2= 0.978714， SER=0.156233， DW=1.89301， Durbin's h=0.131262 

24 LSTGFD=-1.57476+0.089682叩∞(PFAWP/PTGWP)+0. 801661*LSTGFD(-1) +0.015947吋工阻

(-1.98299) (0.870473) (9.11770) (1.61572) 

66-95， R2= 0.989651， SER=0.081873， DW=2.34886， Durbin's h=-1.48572 

25 RSELFD=ー0.830837+0.413688*RSELF百 (-1)+0.042712吋 D但

(-2.95434) (2.30136) (3.19035) 

66-95， R2= 0.985612， SER=0.078019， DW=1.76785， Durbin's h=2.89739 

26 LSEAFD=1.40630-0.225940*LOG(PFAWP/PELDR)+0.870484*LSEAFD(-1) 

(2.61750) (-3.08166) (12.1472) 

66-95， R2= 0.879536， SER=0.073186， DW=1.44455， Durbin's h=1.24419 

27 LSMOTX=-1.66448+0.553043*LSMぴrX(-1)+0.037259*TI}但

(-3.62627) (4.56736) (3.84955) 

66-95， R2= 0.983076， SER=0.093551， DW=1.80838， Durbin's h=0.397385 

28 RMOHαrX=-1.01334+0.733994*RMOHσrX(-1)+0.033596*TlME 

(-3.08595) (8.60379) (3.51639) 

66-95， R2= 0.983094， SER=0.132394， DW=1.49883， Durbin's h=1.40247 

29 LOOTX=1.03211-0.049522女Lα;(CIFPG/PTGWP)+0.881838*LOOTX(-1)

(1.47376) (ー0.861722) (13.5435) 

82-95， R2= 0.957392， SER=0.049194，開=2.50012，Durbin's h=-1.37509 

30 LSτロTX=-3.32365+0.344483*Lα;(PFAWP/PTGWP)+0.892649*LSTGTX(-1)
(-3.94974) (4.26066) (19.7651) 

66-95， R2= 0.976453， SER=0.116459， DW=2.00311， Durbin's h=-0.096201 

31 LSELTX=-1.18577+0.143168*Lα; (PFAWP/PELDR) +0. 959761*LSELTX(-1) 

(-1.72348) (1.66395) (15.3747) 

66-95， R2= 0.891343， SER=0.092392， DW=1.38494， Durbin's h=1.38379 

32 LSTHPA=-0.049568-0.038475*Lα; (工PA/WPI*100)+0.571333*LSTHPA(-1)-0.818633E-02*TlME

(ー0.468454) (-1.75077) (3.65768) (-2.27713) 

66-95， R2= 0.963555， SER=0.038205， DW二1.24594，Durbin's h=3.94849 

33 RCLHOPA=-1.78594-1.34822*Lα3 (CIFCL/PFCWP) +0. 855771*RCLHOPA(-1) 

(-3.54743) (-3.88818) (17.1344) 

74-95， R2= 0.969834， SER=0.307728， DW=2.26248， Durbin's h=-0.669018 

34 LSMOPA=1.38683-0.135171*Lα}(PFAWP/WPI*100)+0.978656*LSMOPA(-1) 

(1.45494) (-1.96660) (10.9183) 

66-92， R2= 0.842887， SER=0.137081， DW=1.29958， Durbin's h=1.70560 

35 LSαコPA=-1.75652+0.444611*Lα3(PFAWP/C工FPG)+0.616668*LSOOPA(-1)
(-1.08517) (0.576518) (2.20114) 

82-92， R2= 0.872588， SER=0.198192， DW=1.66873， Durbin's h=1.35746 

36 REPA=EXP(5.56795+1.25196女Lα;(XPA)ー0.020664*TlME)

(60.0568) (19.7021) (-9.49722) 

65-95， R2= 0.969385， SER=0.040166， DW=0.872525 

37 LSELPA=-0.415604+0.048553女Lα3(PFCWP/PELDR)+0.949288*LSELPA(-1)

(-2.96345) (2.60009) (32.3514) 

66-95， R2= 0.972989， SER=0.029596， DW=1.69810， Durbin's h=0.712325 

38 LSEAPA=0.970015-0.146657*Lα3 (PFCWP/PELDR) +0. 808249*LSEAPA(-1) 

(5.56221) (-5.92384) (20.4628) 

66-95， R2= 0.954326， SER=0.037008， DW=1.56235， Duどbin'sh=0.697922 

39 LSCLCH=-1.66079-0.748758*Lα3(C工FCL/PFCWP)+0.805332*LSCLCH(-1)-0.639147*D95

(-2.46521) (-2.23856) (9.84396) (-1.93505) 

74-95， R2= 0.896982， SER=0.320800， DW=2.08674， Durbin's h=-0.282540 

40 LSCKCH=一2.46493-0.347763*Lα3(工CK/PFCWP)+0.907346*LSCKCH(-1)

(-3.99611) (-3.27754) (15.2899) 

66-95， R2= 0.889155， SER=0.040322， DW=1.47247， Durbin's h=1.40099 

41 LSLOCH=0.197776-0.036925*Lα}(PNAWP/WPI*100)+0.721007*LSLαごH(-1)+0.251291E-02*TlME

(1.62028) (-3.44256) (14.0693) (2.59054) 

66-95， R2= 0.959306， SER=0.028009， DW=2.09981， Durbin's h=-0.476529 

42 RLOOOCH=1.16839-1.21350*LOG(PNAWP/CIFPG)+O.352254*RLOOOCH(-1) 

(4.13476) (-3.63755) (2.43308) 

66-95， R2= 0.716840， SER=0.209309， DW=2.03334， Durbin・sh=-0.256676 

43 LSMOCH=0.464656-0.072986*Lα;(PFAWP/WPI*100)+0.905793*LSMOCH(-1) 

(0.399868) (ー0.895579) (8.86595) 

70-95， R2= 0.844092， SER=0.113710， DW=1.31905， Durbin's h=1.82507 

44 RCLHOCH=-1.04014-0.810470*LOG(CIFCL/PFCWP)+0.880285*RCLHOCH(-l) 

(-2.16787) (-2.32355) (17.1808) 

74-95， R2= 0.959348， SER=0.337503， DW=1.53841， Durbin's h=0.975342 

45 LSNGCH=ー0.145496-0.074871*Lα;(CIFNG/CIFPG)+0.979923*LSNGCH(-1)

(ー0.841541) (-0.727942) (22.4557) 

69-95， R2= 0.961162， SER=0.085674， DW=2.59370， Durbin's h=-1.77621 

46 LSTGCH=-8.11921+0.798214*Lα;(PFAWP/PTGWP)+0.725228*LSTGCH(-1) 

(-2.66512) (2.68279) (6.67257) 

66-95， R2= 0.943504， SER=0.267840， DW=1.55233， Durbin's h=1.44416 

47 LSELCH=-0.848679+0.068305女Lα3(PFCWP/PELDR)+0.838301*LSELCH(-1)

(-3.91732) (2.77396) (12.0208) 

66-95， R2= 0.832337， SER=0.038836， DW=1.37703， Durbin's h=1.71582 

48 LSEACH=0.705040-0.111226女Lα3(PFCWP/PELDR)+0.852437*LSEACH(-1)

(3.45170) (-3.98775) (22.3904) 

66-95， R2= 0.949005， SER=0.044131， DW=1.70457， Durbin's h=0.731148 

49 LSCKCE=-1.40815-0.182225大LOG(工CK/PFCWP)+0.896013*LSCKCE(-1)

(-2.26492) (-1. 74353) (9.98641) 

66-95， R2= 0.771169， SER=O.197320， DW=2.04247， Durbin's h=-0.185163 

50 LSMOCE=1.40389+0.227268*Lα}(工CK/PFAWP)+0.974549*LSMOCE(-1)-0.504738女D90

(2.13300) (2.53753) (11.3669) (-3.56112) 

71-95， R2= 0.845015， SER=O.122444， DW=1.48920， Durbin's h=1.35799 

51 LSHOCE=0.340107+0.594575*Lα}(CIFCL/PFCWP)+O.788669*LSHOCE(-1) 

(l.74993) (2.83222) (11.2718) 

74-95， R2= 0.947442， SER=0.168412， DW=1.11581， Durbin's h=2.17453 

52 LSαコCE=-2.93703+0.308036*Lα3(CIFPG/PTGWP)+0.853788*LSOOCE(-1)

(一2.10630) (l.88843) (10.3041) 

66-95， R2= 0.800347， SER=0.251614， DW=1.52947， Durbin's h=1.44326 

4
4
‘
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53 LSτ~E=-3.37459+0.327279*Lα3(PFAWP/PTGWP)+0.853453*LSTGCE(-1) 

(-3.95134) (4.1ユ312) (17.7995) 

66-95， R2= 0.975450， SER=0.107230， DW=1.53450， Durbin's h=1.32023 

54 LSELCE=ー0.957922+0.104290大Lα3(PFAWP/PELDR)+0.923905*LSELCE(-l)

(-5.16009) (4.84658) (56.2479) 

66-95， R2= 0.992751， SER=0.021362， DW=2.27226， Durbin's h=-0.773308 

55 LSEACE=0.427711-0.098677女Lα3(CIFCL/PELDR) +0. 885607女LSEACE(-1) 

(1.31697) (-1.22727) (8.14956) 

74-95， R2= 0.954643， SER=0.070688， DW=2.07729， Durbin's h=-0.282539 

56 LSCT工R=-0.176638-0.026133*Lα3(1CK/PFCWP)+0.911005*LSCTIR(-1)+0.056284*D80

(-2.97752) (-2.79951) (22.0603) (3.23763) 

66-95， R2= 0.955713， SER=0.015513， DW=2.36462， Durbin's h=-1.11028 

57 LSHOIR=-O. 022461+0.528023*LOG(CIFCL/PFCWP) +0.809580*LSHOI R(-l) 

(-0.211510) (3.89991) (18.5034) 

74-95， R2= 0.981228， SER=0.102560， DW=1.40223， Durbin's h=1.37256 

58 RMOHOIR=0.292103-0.361416*LOG(PFAWP/PFCWP}+0.989742*RMOH01R(-1) 

(2.09051) (-1.84422) (31.9537) 

66-95， R2= 0.981283， SER=0.151493， DW=2.02162， Durbin's h=-0.125978 

59 LSOO工R=2.05261-0.303667*LOG(C工FPG/PTGWP)+0.882670*LSOOIR(-1)

(2.42387) (-3.50606) (8.71222) 

74-95， R2= 0.795429， SER=0.109933，開=1.87401，Durbin's h=0.241484 

60 LS'Iロ工R=-2.97059+0.319818*Lα3(PFAWP/PτuWP}+0.925098女LSTGIR(-l)

(-2.76658) (3.04463) (23.0946) 

66-95， R2= 0.991705， SER=0.099751， DW=2.04746， Du工bin・sh=-0.278816 

61 LSELIR=-0.242223+0.029284*Lα3(PFCWP/PELDR)+0.978826大LSELIR(-l)

(-1.81154) (1.70877) (32.9863) 

66-95， R2= 0.974042， SER=0.027139， DW=1.68594， Durbin's h=0.859620 

62 LSEA工R=0.594914-0.158689女Lα3(C1FCL/PELDR) +0.752977女 LSEA1R(-l)

(2.53198) (-2.63151) (8.09667) 

74-95， R2= 0.973526， SER=0.045826， DW=1.74247， Durbin's h=0.606521 

63 LSCKAL=-0.841264-0.123187女 LOG(ICK/PFAWP)+0.976604女LSCKAL(-l)

(-1.88371) (-1.29191) (9.00727) 

66-95， R2= 0.806320， SER=0.121425， DW=2.21709， Durbin's h=-0.932590 

64 LSHO泣 J=-0.689567+0.580255叩 OG(PFAWP/PFCWP)+0.558785叩 SHOAL(-1)-0.027429吋工阻

(-3.56490) (2.44695) (3.78535) (-3.07751) 

66-95， R2= 0.877382， SER=0.153989， DW=1.83462， Durbin's h=0.757945 

65 LSOOAL=-0.889095+0.137340九 OG(PFAWP/CIFPG)+0.683682*LSOO乱 (-1)

(-2.27136) (0.625580) (6.36012) 

74-95， R2= 0.851371， SER=0.255110， DW=2.23931， Durbin's hニー1.70269

66 LS'IuAL=-4.13452+0.415949*Lα3(PFAWP/PTGWP}+0.806180*LS'IuAL(-1)-1.06275*D81 

(-3.45772) (3.52059) (13.1865) (-7.44362) 

66-95， R
2
= 0.969218， SER=0.138004， DW=1.8ユ317，Durbin's h=0.512508 

67 LSELALニ0.056704-0.057547*Lα3(PELDR/WP1*100)+0.859656*LSELAL(-1)ー0.159615*D90

(0.558928) (-1.53271) (11.3977) (-2.57297) 

66-95， R2= 0.850747， SER=0.060386， DW=2.22278， Durbin's h=ー1.09497

68 LSEAAL=0.737430-0.111958*LOG(PFAWP/PELDR) +0. 918790*LSEAAL(-1}-0.319614*D87 

(1.27255) (-1.57193) (15.2124) (-4.06246) 

66-95， R
2
= 0.904239， SER=0.075141， DW=2.07577， Durbin's h=-0.298884 

69 LSCKMA=-5.04880-0.724383九 α:;(1CK/PFAWP)+0.741046九 SCKT仏(ー1)ー0.018037吋工阻

(ー2.90788) (-2.56653) (5.99996) (-1.76816) 

66-95， R
2
= 0.599639， SER=0.391009， DW=2.05384， Durbin's h=ー0.303116

70 LSMOMA=1.11288-0.157854*Lα:;(PFAWP/PTGWPl+0.880160大LSMOMA(-1) 

(3.74377) (-3.94997) (14.1621) 

66-95， R
2
= 0.925734， SER=0.074790， DW=1.97638， Durbin's h=-0.732718 
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71 LSHOMA=0.515866-1.19407*Lα~(PFAWP/PFCWP)+0.844610*LSHOMA(-1)-0.032226*TIME 

(2.32305) (-2.26679) (11.2838) (-2.34710) 

66-95， R2= 0.985580， SER=0.267049， DW=1.21789， Durbin's h=2.31475 

72 LSOOMA=-0.397656-0.025779*Lα:;(C工FPG/PTGWP)+0.796264*LSOOMA(-1)+0.038857女D94

(-0.658082) (-0.994108) (5.31693) (1.78162) 

82-95， R2= 0.763415， SER=0.018928， DW=2.32402， Durbin's h=-1.10550 

73 RMσrGMA=3.13878-0.365313*Lα~(PFAWP/PτüWP)+0.873001*RMOTG阻A(-l)

(3.12095) (-3.21559) (14.5625) 

66-95， R2= 0.763344， SER=0.140153， DW=1.62380， Duどbin's h=1. 02259 

74 LSELMA=0.053779+0.047371 安Lα~(PTGWP/PELDR)+0.987692*LSELMA(-1) ー 0.210335 安D81

(1.07956) (1.24663) (23.8920) (-5.02714) 

66-95， R2= 0.980994， SER=0.039848， DW=2.64182， Durbin's h=ー2.04769

75 RSEAMA=15.1961-1.89446*LOG(PFAWP/PELDR)+0.948722*RSEAMA(-1) 

(2.84173) (-2.78766) (16.0301) 

85-95， R2= 0.962381， SER=0.301892， DW=2.44704， Durbin's h=-0.786168 

76 LSCKσr=-1.82970-0.229006*LOG(工CK/PFAWP)+0.902768*LSCKOT(-1)

(-1.53022) (-1.45840) (10.9524) 

66-95， R2= 0.853986， SER=0.241ユ49，DW=2.53365， Durbin's h=-1.85285 

77 LSLOOT=-0.580689-0.830413*Lα~(PNAWP/CIFPG)+0.909321*LSLαコT(-l)

(-2.15035) (-1.65127) (14.2527) 

74-95， R2= 0.930283， SER=0.269265， DW=2.36605， Durbin's h=-1.06211 

78 LSMOOT=-0.042310-0.093974*LOG(PFAWP/PFCWP)+0.902099大LSMOOT(-1) 

(-0.412349) (-0.880449) (ユ8.9569)

67-95， R2= 0.933846， SER二 0.097543，DWニ1.58857，Durbin's h=0.582234 

79 RMOHαコT=-0.831196E-02-0.839013*Lαユ(PFAWP/PFCWP)+0. 667347*RMOHαコT(-1)+0.05766ユ*TIME

(-0.043911) (-2.22240) (5.36388) (2.97920) 

66-92， R2ニ 0.971720，SER=0.197568，開=1.02016，Durbin's h=2.98651 

80 LSOOOT=-1.16772+0.367907安 LOG(PFAWP/C1FPG)+0.278924*LSOOOT(-1)-0.378939食 D81

(-4.10975) (3.23958) (1.66490) (-2.71683) 

66-95， R2= 0.703088， SER=0.135878， DW=ユ.77527，Durbin's h=1.43837 

81 LSNGOT二一0.667283+0.572516九OG(PFAWP/C1FNG)+0.729024九 SNGσr(-1)-0.049796吋 1ME

(-2.59559) (2.27028) (5.44537) (-2.02367) 

69-95， R2= 0.985605， SER=0.130869， DW=1.28549， Durbin's h=2.07500 

82 LSELOT=-0.464243+0.052575*LOG(PFAWP/PELDR)+0.954626*LSELσr(-1)-0.139137*D74 

(-1.45604) (1.33405) (18.5911) (-3.16612) 

66-95， R2= 0.931251， SER=0.042150，開=2.22516，Durbin's h=-0.757892 

83 LSEAOT=4.12514-0.615170*Lαユ(PFCWP/PELDR)+0.918261*LSEAσr(-1)+0.808628*D84

(2.88091) (ー2.73933) (13.0806) (2.79908) 

66-95， R2= 0.927005， SER=0.272854， DW=1.43521， Durbin's h=0.833457 

84 TLO倒=EX? (-1. 4 1987+0.334016*Lα~(TLCMM( ー 1) /GYOFLOOR(-l)) 

(-3.78530) (2.28587) 

-0.020213*Lα~(PELα1/PELCMO/WP工食 10000)+0 . 530261*LOG(XCM))*GYOFLOOR

(-0.780437) (4.28968) 

66-95， R2= 0.996850， SER=0.021169， DW=1.49131， Durbin's h=2.17886 

85 TLα区=EXP(0.220449+0.880130九 OG(TLCMK(-1))+0.126006九 OG(XCM)) 

(1.55077) (12.5991) (1.77285) 

66-95， R2ニ 0.993789，SER=0.037840， DW=2.20941， Durbin's h=-0.674561 

86 TLα任i=EXP(1.96348+0 . 793550叩α~(TLCMH(-1))-0.11654 1九OG(ICMl虫)+0.089083叩α3(XCM) ) 

(5.74470) (15.2977) (-3.38785) (2.19118) 

66-95， R2= 0.961290， SER=0.052071， DW=2.14752， Durbin's h=-0.437936 

87 TLCMC=EXP(0.748468+0.617626九 αユ(TLCMC(ーユ))ー0.089021叩 α:;(ICMCR)+0.475714*LOG(XCM)) 

(2.06046) (4.92466) (-0.705569) (2.59141) 

66-95， R2= 0.960479， SER=0.127166， DW=2.36771， Durbin's h=-1.50968 

88 TLα仰 =EXP(1.68656+0.821607九 α:;(TLCMW (-1) ト 0.118653叩OG(IO骨四)+0.088725叩α~(XCM) ) 
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(6.38006) (19.4905) (-4.52398) (2.89402) 

66-95， R2= 0.979262， SER=0.038508， DW=2.24187， Durbin's h=-0.778368 

89 RTGCMC=2.38389+0.291816*RTGCMC(-1)-1.87583*Lα::;((PTGWP/PTGWPO)/(PELCM/PELCMO)) 

(1.31260) (2.26899) (-4.18356) 

+0.750951九 OGげGO恒 /TLC班l)

(1. 34146) 

75-95， R2= 0.948462， SER=0.193720， DW=1.46479， Durbin's h=1.42220 

90 OLCMC=EXP(0.910024+0.729229*Lα::;(OLCMC(-1))-0.128885*Lα::;(PFAWP/PFAWPO/WP工*10000)

(8.08301) (15.9172) (-4.39500) 

+0.241402*Lα::;(XCM) ) 

(4.19764) 

66-95， R2= 0.986541， SER=0.043721， DW=2.26516 

91 OLCMC=EXP(O.839ユ30+0.721114合Lα::;( OLCMC ( -1) )ー0.149572*Lα::;(PFAWP/PFAWPO/WP工*10000)

(6.76124) (12.4804) (-4.28192) 

+0.278854九 OG(X倒)) 

(4.26220) 

66-95， R2= 0.983170， SER=0.055562， DW=1.84361， Durbin‘s h=ー0.101687

92 ELα田=EXP(-0.062587+0.965399九 α::;(ELCMH(-l)/TLCMH(← 1))ー0.119935

(-0.496729) (25.8149) (-2.21085) 

*Lα::;((PELCM/PELCMO)/(PFAWP/PFAWPO)))*TLC班f

66-95， R2= 0.972216， SER=0.060890， DW=2.44640， Durbin's h=-1.53034 

93 OLO任1=EXP(1.95925+0.796851叩 OG(OLO但 (-1))-0.119125*LOG(PFAWP/PFAWPO/WP工*10000)

(6.26123) (16.4880) (-3.36333) 

+0.082157叩 OG(Xα1)) 

(1.93726) 

66-95， R2= 0.959856， SER=0.056341， DW=2.14440， Durbin's h=-0.423458 

94 TGOL01H=EXP(-0.719976 +0.764300九 α::;(TGOLCMH(-l))-0.115106 

(-3.25654) (11.0584) (-3.78347) 

*Lαユ((PTGWP/PTGWPO)/(PFAWP/PFAWPO))+0.185115*D93)

(2.97313) 

66-95， R2= 0.877951， SER=0.059027， DW=1.42059， Durbin's h=1.67445 

95 CLα任I=EXP(ー0.722423+0.832277九OG(CLα但 (-1)/TLC阻{(-ll)-0.238229 

(-2.36286) (11.6269) (-l.30935) 

安Lα::;(工CK/工CKO女 100/(PFAWP/PFAWPO女 100)) ) *TLO任f

66-95， R2= 0.829212， SER=0.295037， DW=1.82441， Durbin's h=0.425574 

96 CL01W=EXP(-0.562179+0.810430*Lα::;(CLG別 (-1)/TLC日W(-l))ー0.365026

(-2.48311) (11.1406) (-2.57501) 

叩 OG(ICK/(PFAWP/PFAWPO*100)))勺 LC附

66-95， R2= 0.814606， SER=0.244002， DW=1.84ユ82，Durbin's h二 0.423758

97 TGOL01W=EXP(-0.195794+0.834661九 α::;(TGOLCMW ( -1 )ト0.214136

(-2.70958) (18.9054) (-5.20126) 

安Lα::;((PTGWP/PTGWPO) / (PFAWP/PFAWPO))) 

66-95， R2= 0.978172， SER=0.057099， DW=1.15885，臥lrbin'sh=2.35688 

98 TGG但く=EXP(-0.029708+0.695477九 OG円GCMK(-1)/TLCMK(-1))-0.013322

(-1.94076) 0.7092) (-0.475608) 

*Lα::;(PTGWP/PTGWPO*100/工CK))女TLO任く

66-90， R
2
= 0.836286， SER=0.025293， DW=1.76645， Durbin's h=0.607943 

99 RHE01W=-5.71919+0.071798吋 D但ー0.248835叩 αユ(円GWP/PTGWPO*100/(工CMWR*WP工/100)) 

(-44.0802) (15.2804) (-2.08121) 

75-95， R2= 0.980599， SER=0.069947， DW=1.21812 

100 GYOFLOOR=-71.6890+0.970488*GYOFLOOR(-l)+26.0814*Lα::;(XCM) 

(-1.91319) (67.0122) (2.66875) 

66-95， R2= 0.999808， SER=4.43327， 白川ニ1.49739 

101 EACM=EXP(-1.62601+0.734706九 OG(EACM(-1)/ELCM(-1))-0.338266九 OG(PTGWP/PELCM) )吃LCM

- 118 -

(-l.62232) (4.68116) (-1.57866) 

76-95， R2~ 0.963649， SER~0.063996 ， DW=1.49693， Durbin's h=1.22306 

102 MOCM~EXP(0.019498+0.914373*LOG(Mα:M (-1)/OLCM(-1))-0.075536*Lα::;(PFAWP/PFCWP) 

(0.609501) (26.8650) (-l.72388) 

+0.143766*D93)*OLCM 

(3.41723) 

66-95， R2= 0.963589， SER=0.039270， DW=1.33827， Durbin's h=1.79906 

103 HOCM=EXP(ー0.118410+0.979567女Lα}(HOCM(-1)/OLCM(-1))+0.106739*Lα}(PFAWP/PFCWP) 

(-1.64627) (20.6437) (0.843063) 

-0.727709女D93)*OLCM 

(-6.45255 ) 

66-95， R2= 0.951316， SER=0.104161， DW=1.41907，ロxrbin'sh=1.45720 

104 TLRUH=EXP(6.06646+0.831824*LOG(D工/CPI)-0.248309*lζ氾 (PKERE/CP工)+0.221040*Lαユ(KORE工)

(16.8553) (7.91213) (-7.59677) (2.46955) 

+0.531605E-03勺包ATDD)* (1-DANNETSU/100*0.46) 

(6.19573) 

65-95， R2= 0.959039， SER=0.044588， DW=0.614805 

105 TLRUC=EXP(-6.42409-0.185209*LOG(PLERE/CPI)+0.046443*COOLER 

(-9.27269) (-0.934772) (16.2491) 

-6.80743女LOG(LFRF2064))*EFF*COOLDD 

(-6.38004) 

70-95， R2= 0.977501， SER=0.109498， DW=1.52483 

106 TLRUW=EXP(0.946063+0.816987*Lα}(TLRUW(-l)/JINKO(-l)*SETAI(-l) ) 

(6.21236) (15.2595) 

+0.255792女Lα::;(DI/CPI))*JINKO/SETA工

(l. 46072) 

68-95， R2= 0.991962， SER=0.040066， DW=2.27225， Durbin's h=-1.02837 

107 TLRUK=EXP(6.43121-0.306293*Lα::;(DI/CPI)-0.421092*Lα::;(PREK/CP工)) 

(36.0334) (-4.64474) (-3.54118) 

67-95， R2= 0.436769， SER~0.051709 ， DW=1.14902 

ユ08TLRUM=EXP(-l.17106+0.321487女LOG(DI/CP工)一0.155495*Lα::;(PLERE/CP工)

(-1.77121) (3.13501) (-3.41476) 

+0.546691*Lα::;(TLRUM(-l) )+0.924989*LC氾 (FLOOR)) 

(7.10858) (3.86217) 

66-95， R2= 0.997843， SER=0.016549， DW=1.88855， Durbin's h=0.161734 

109 ELRUH=EXP(ー2.36639+0.217216*Lα}(PKERE/PLERE)+0.014734*HPUMP-O.382690*D79)*TLRUH

(-15.5634) (2.49387) (1ユ.7527) (-3.07300) 

65-95， R2= 0.844131， SER=0.120350， DW=1.18937 

110 ELRUW=EXP(0.344196+0.771586*Lαユ(ELRUW(-1)/TLRUW(-1))+0.129082*LOG(PKERE/PNERE)

(1. 61961) (41. 6519) (1.32098) 

+1.58887*Lα::;(KODATE))*TLRUW 

(4.10687) 

67-95， R2= 0.986879， SER=0.073645， DW=2.58560， Durbin's h=-1.64228 

111 TGRUH=EXP(-1.13535+0.632592*LOG(TGRUH(-1)/TLRUH(-1))+0.700626*Lα::;(PPGRE/PTGCP))*TLRUH 

(-2.60439) (4.56719) (1.35301) 

66-95， R2= 0.508116， SER=0.195077， DW=1.70842， Durbin's h=0.995566 

112 TGRUH=EXP(-1.02232+0.653999女Lα::;(TGRUH(-l)/TLRUH(-l))

(-2.60283) (5.25912) 

+0. 546127*LOG(PPGRE/PTGCP)-0.494614*D77) *TLRUH 

(1.16850) (-2.76153) 

66-95， R2= 0.605042， SER=0.174804， DW=1.84235， Durbin's h=0.347007 

113 PGRUW=EXP(-1.06170+0.328326女Lαユ(PGRUW(-1)/TLRUW(-1))-0.108139*Lα::;(PPGRE/CP工))*TLRUW 

(-9.45247) (18.1485) (-1.56430) 

71-95， R2= 0.93ユ884，SER=0.026176， DW=1.72086， Durbin's h=0.665418 
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114 MORUH=EXP(ー0.042218-0.026277*Lα:;( PKERE / PTGCP) 

(-1.13485) (-0.723044) 

+0.825266*Lα:;(MORUH(-1)/TLRUH(ー1))-0.137881E-02*TIME)*TLRUH

(22.3298) (ー1.43688)

66-95， R2= 0.968596， SER=0.033144， DWニ2.05423，Durbin's h=ー0.418000

115 MORUW=EXP(ー 0.649457+0.547279九 OG(MORUW(-1)/TLRUW(-1))-0.339834E-02吋日但)吋LRUW

(-3.64338) (4.73450) (-2.39102) 

66-95， R2= 0.538445， SER=0.065327， DW=2.12964， Durbin's h=ー0.812407

116 SLRE=EXP(1.42917+0.942694*LOG(SLRE(-1)/SETA工(-1)女 10)+0.564785*LOG(PTGCP/CPI))*SETAI

(6.34139) (34.9349) (4.46002) 

76-95， R2= .985667， SER = .075139， 白川=1.09026， Durbin's h = 1.90566 

117 HERE=EXP(O.987753+0.378637九 αユ(HERE(-1)/SETAI(-1)*10)

(2.74677) (3.49515) 

+0.767041叩 OG(円 GCP/CPI)+0.342215叩 OGけffiCM)) *SETAI/10 

(3.02396) (3.71226) 

73-95， R2= 0.957780， SER=0.115879， DW=1.27421， Durbin's h=1.70530 

118 N工NKMA=EXP(-1.69867+0.456713叩 OG(GDP)+0.743790叩 α:;(NINKJI仏 (-1)) ) 

(ー2.22969) (2.64298) (10.2486) 

66-95， R2= 0.966020， SER=0.055580， DW=1.96221， Durbin's h=0.095829 

129 ELTR=EXP(1.43988+0.292665*Lα:;(GDP)ー0.121152*Lα:;(PELDR/WPI*100)+0. 617329*Lα:; (ELTR ( -1) ) ) 

(4.78188) (5.36666) (-4.66335) (7.99489) 

76-95， R2= 0.993648， SER=0.011081， DW=1.87291， Durbin's h=ー0.198738

130 EATR=EXP(0.989774+0.214556*Lα:;(GDP)-0.061595*Lα:;(PFAWP/PELDR) 

(3.87044) (3.60677) (-2.44078) 

+0.685871*LOG(EATR(-1))-0.061164*D87) 

(7.83698) (-2.37980) 

66-95， R2= 0.990430， SER=0.024118， DW=1.87285， Durbin's h=0.097998 

131 PPAV=(-4.10213+0.749569*PCRIN/WPI-23.3208*Lα:; (HORF/OLRF) )台WPI

(-3.47232) (28.4599) (-22.9291) 

66-95， R2= 0.981191， SER=1.96098， 白川=1.27944

132 PGOWP=-1741.77+12.3312党 PPAV-762.450*DUMOIL2+TC02*0.07839*9.2

(-3.89126) (108.492) (-1.60126) 

65-95， R2= 0.997584， SER=1203.92，開=1.73455

65-95， R2= 0.992876， SER=0.070601， DW=1.31352， Duどbin'sh=0.711334 

ユ33 PFAWP=ー2310.17+12.0420*PPAV-3470.44*DUMO工L2+TC02*0.07911*9.3

(-4.70226) (96.5278) (-6.64046) 

65-95， R2= 0.996883， SER=1321.40， 白河=1.12763

134 PFCWP=-138.10B+9.22357*PPAV-3890.52*DUMOIL2-505.441*Tll但 -1373.01*D95+TC02*0.08180*9.8

(-0.203799) (29.0133) (-2.44346) (-4.32459) (-0.803974) 119 NINKMV=EXP(5.02585+2.07133*Lα:;(DI/CPI)-0.227529*Lα:; (PGACP /CPI) ) 

(8.23944) (21.4132) (-3.22099) 

66-95， R2= 0.975352， SER=0.044623， DW=0.625784 

120 TON阻む=EXP(1.01291+1.16322*Lα:;(GDP)-0.218931*Lαユ((PGOWP+TGO)/WPI*100))

(1.15013) (19.1237) (-2.19211) 

65-95， R2= .959723， SER = .088496，開= .406042 

121 GAPSC=EXP(0.482636+0.754994九 αユ侶APSC(-1)/NINKMV(-1))+0.416993女Lα::;(D工/CP工)

(2.36927) (10.0207) (2.58651) 

-0.423616E-02吋 lME-0.062274句 88)叩工NKMV

(-1.80645) (ー2.20970)

68-95， R2= 0.972025， SER=0.026873， DW=2.44971， Durbin's h=-1.36508 

122 GOCGC=EXP(-0.700822+1.40595*Lαユ(GDP)-0.109430*LOG((PGOWP+TGO)/WP工*100)

(-0.518318) (5.54970) (-3.94293) 

+0.385412*Lα3ωOCGC(-1))+0.3B5412女TH但)

(4.14177) (-1.50692) 

71-93， R2= 0.997177， SER=0.021506， DW=1.77744， Durbin's h=0.493925 

123 OOTR=EXP(5.82538+0.137917*Lα:;(GDP)-0.411261*LOG(PPGCP/CP工*100)

(2.26185) (1.56138) (-1.52839) 

+0.590042九 α:;(OOTR(-1))+0.274521句 83)

(3.24824) (2.64409) 

70-92， R2= 0.518729， SER=0.095146， DW=1.81634， Durbin's h=0.847054 

124 HOTR=EXP(1.67105-0.109128*Lα:;(PFCWP/WPI女 100)+0.934890女LOG(HぴTR(-1))-0.330870*D90)

(4.53194) (ー2.98439) (17.9953) (-4.53798) 

66-95， R2= 0.935190， SER=0.071468， DW=1.65503， Duどbin'sh=0.762469 

125 JETR=EXP(0.430678+0.194397*Lα:;(GDP)+0.806630*Lα:; (JETR ( -1) ) ) 

(2.88305) (1.95395) (12.8706) 

66-95， R2= 0.993099， SER=0.046018， DW=1.7304B， Durbin's h=0.502525 

126 GACGC=EXP(0.376559+0.904660九∞ぬACGC(-1)/TONKMC(-1})ー0.641842E-02吋工阻)吋ONKMC

(0.969731) (11.1399) (-1.11995) 

66-95， R2= 0.986521， SER=0.072051， DW=0.737B64， Durbin's h=3.45645 

127 GOPSC=EXP(O.297362+0.766693九 α3同OPSC(-1)/NINKMV(-1))-0.310648E-02勺工ME)叩工NKMV

(2.40142) (10.56B1) (-1.31615) 

66-95， R2= 0.959936， SER=0.049853， DW=1.54639， Durbin's h=0.981469 

128 GOPSR=EXP(3.36482-0.250671*Lα:;(住宅OWP+TGO)/WP工*100)+0.904409*LOG(GOPSR(-1)))

(5.27261) (-5.51792) (23.527B) 

65-95， R2= 0.9906B8， SER=1509.81，開=1.93431

135 PNAWP=1.02649*C工FNA-13962.2*D79+19.0474女WPI+TC02大0.07605*8.0

(32.1828) (-6.38940) (2.02354) 

65-95， R2= 0.9B5915， SER=2012.26，開=1.0B56B

136 PGACP=18240.2+8.64791*PPAV+27672.5*DUMOIL1-B654.31*DUMOIL2 

(10.2892) (12.0247) (8.14710) (-4.23009) 

-12274.0*D95+τロA+TC02*0.07658*8.4
(-2.56744) 

66-95， R2= 0.972239， SER=4534.54，開=1.78295

137 PKERE=0.11169B+0.133463E-02女PPAV+TC02*0.07748/1000

(0.392309) (20.4745) 

70-95， R2= 0.943593， SER=0.583280， DW竺 1.08575

138 LORF=1032.40+1.05742*(LO工N+GATR+JETR-LOIM-LOEX)

(2.12422) (95.9592) 

65-95， R2= 0.996752， SER=689.711， 白川=0.856781

139 MORF=1509.74+0.995234*(MOFI-MOIM-MOEX) 

(2.67278) (104.720) 

65-95， R2= 0.997272， SER=1103.12， 日川=1.92366

140 HORF=1.04815*(HOFI-HOIM-HOEX-HOPU-HOAX) 

(321.457) 

65-95， R2= 0.997729， SER=1300.63， DW=1.44118 

141 OLRF=3360.98+1.01369川 OLF工-OLIM-OLEX-OLPU-OLAX-OLHE-OLτローOLCK)

(1.69825) (94.7391) 

65-95， R2= 0.996668， SER=2416.11，四v=2.25405

142 CRRF=-1.02006*OLRF+5143.15*(HORF/OLRF) 

(-728.076) (6.57218) 

71-95， R2= 0.999811， SER=379.789， 日川=0.801155

143 CIFNA=1.05852*CIFCR+14051.3*D79 

(76.1485) (7.32103) 

65-95， R2= 0.990009， SER=1861.88，日々 =1.06216

144 PPGRE=-0.146993+0.645207*(PTGCP-TC02*C02τロUN/1000)+0.100155*CP工+TC02*0.06833/1000

(-0.445779) (12.4927) (11.9307) 

69-95， R2= 0.989767， SER=0.494615， DW=1.14209 

145 PPGCP=ー266.922+275.686*(PPGRE-TC02*0.06833/1000)+TC02*0.06833*0. 24 
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(-2.21870) (37.7309) 

70-94， R2二 0.983410，SER=162.116， DW=0.738692 

146 ICK=-0.267989+0.103838E-02*CIFCG+0.881677*(ICK(-1)-0.103838E-02女 (CIFCG(-l)-CIFCG(-l)))

(ー .112346) (5.80659) (31.0827) 

66-95， R2~ .977605， SER = 4.03589， 白川=1. 47659 

147 PCLPU=292.312+0.663541*PCLAV+0.367836*PCLPU(-1) 

(1.33625) (13.1712) (7.86753) 

70-95， R2= 0.987829， SER=410.005，間=1.51888，Durbin's h=1.10273 

14800NE=EXP(6.69606+0.442444*LOG(GDP)-0.105483*Lα}(PPAV/WPI)+1.36717女 (GDP/GDP(ー1)-1) ) 

(21.5309) (11.6624) (-2.92854) (2.68057) 

75-95， R2= .909716， SER = .031984，口N= 1. 25964 

149 DELPKS=(1.32441川EPIN+EPTR)+2.50677川EPCM-ELCMC)+3.79945叩 LCMC

(9.78884) (4.31331) (1.57538) 

+1.61267* (ELRE-TLRUC*SETAI/10) +6. 37575*TLRUC*SETAI/10) * 1E7/860/8760 

(2.30751) (3.05076) 

70-95， R2= 0.997584， SER=1663.96，開=1.92280

150 DELTL=一22829.1+11.7535*EPF工

(-7.72557) (181.056) 

70-95， R2= 0.999238， SER=4075.64， DW=0.45ユ295

151 SELPK=EXP(0.135631+0.994061*Lαユ(DELTL)-0.224229E-02*LOG(SELNU/SELTL))

(3.72652) (381.066) (-2.07035) 

70-95， R2= 0.999976， SER=0.149716E-02，日N=2.04180

152 SELTL=915.251+0.012270*DELPKS+0.880579*SELTL(-1) 

(9.44770) (3.71911) (32.8293) 

71-95， R2= 0.998807， SER=135.811，開二1.75053，Durbin's h=0.513105 

153 HELTL=53.3062+0.129221*EPFI 

(4.88259) (538.778) 

70-95， R2= 0.999914， SER=15.0579，開=1.90815

154 CLPU=-999.881-21.2999勺l.ELTL吃 HCL

(-6.81179) (-82.6371) 

70-95， R2= 0.996352， SER=391.713， DW=0.427051 

155 CKPU=-161.551-20.9307斗IELTL*SHα}+551.633*D95

(-2.09650) (-49.8253) (4.94953) 

70-95， R2= 0.990271， SER=105.680， DW=0.990271 

156 NGPU=-22.6587勺l.ELTL*SHNG+10344.デ SCCNGPU

(-347.646) (10.0830) 

70-95， R2= 0.999886， SER=154.021， DWニ0.779685

1570TPU=-22.5413勺l.ELTL*SHOT

(-376.466) 

70-95， R2ニ 0.998085，SER=661.738， DW=0.136550 

158 PELTL=101.892ぺJCTL+TC02*C02EPUN/1000000

(350.977) 

70-95， R2ェ 0.998088，SER=0.261250， DW=1.96261 

159 PELDT=4.75443+1.01908*PELTL+TC02*C02EPUN/1000000 

(19.8563) (76.5423) 

70-95， R2= 0.995750， SER=0.391953， DW=0.417736 

160 PELDR=-1.03245+ユ.00654*PELTL-0.042794*TlME+TC02*C02EPUN!1000000 

(ー21.9210) (262.765) (-14.5125) 

70-95， R2= 0.999820， SER=0.076352， DW=0.693888 

161 PELCM=ー0.092697+1.34229*PELTL+0.126870女 (PTGWP-TC02*C02TGUN/1000)

(-0.531329) (41.2751) (3.08203) 

-0.135152*T百也+TC02吋 02EPUN/1000000

(-7.38399) 

70-95， R2= 0.999436， SER=0.031559， DW=1.39191 
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162 PLEREニ6.26406+1.ユ9893*PELTL+TC02*C02EPUN/1000000

(10.3273) (35.5482) 

70-95， R2= 0.980585， SER=0.992892， DW=1.13970 

163 PNERE=-0.701803+ユ.04506*PELTL-33.3055*SELNU/SELTL+TC02*C02EPUN/1000000

(-1.20439) (19.4533) (-6.51362) 

70-95， R2= 0.960923， SER=0.937597， DW=ユ.55145

164 UCFU=0.687265E-02+0.117096*UCTH+0.110688*UCFU(-1) 

(6.54560) (23.6368) (2.99751) 

71-95， R2= 0.991032， SER=0.242887E-02， 白川=1.11467，Duどbin'sh=1.67800 

165 UCLA=0.555880E-02+0.894100E-04*CPI+0.241337*UCLA(-1)+0.253487E-02*DUMO工L1

(7.31434) (4.31799) (1.99016) (5.19231) 

71-95， R2= 0.978636， SER=0.517108E-03，開=1.46707，Durbin's h=1.56133 

166 UCCA=EXP(-3.28006+0.246095*LOG(SELTL(-1)安WP工(-1)/100)+0.672829*Lα}(UCCA ( -1) ) ) 

(-4.62727) (4.46876) (10.3401) 

71-95， R2= 0.985494， SER=0.052713， DW=1.68586， Durbin's h=0.611703 

167 UCRPニEXP(-5.90603+0.434823女LOG(SELTL(-1)*WPI(-1)/100)+0.543060*Lα}(UCRP ( -1) ) ) 

(-4.99194) (4.88305) (6.11110) 

71-95， R2二 0.972454，SER=0.087428， DW=2.14934， Durbin's h=-0.440546 

168 UCαT=-0.402884E-02+0.096987*UCTL+0.647922*UCOT(-1) 

(-1.36160) (3.81244) (6.61413) 

71-95， R2= 0.920599， SER=0.429095E-02，開=2.38651，Durbin's h=-1.26095 

169 REPU=93.9784-8.45844吋工阻-68.7667句 95

(12.7111) (-23.9067) (-6.38134) 

74-95， R2= 0.975289， SER=9.81784， 四川=0.860352

170 ELPU=837.478+1.09399*EPF工-340.915*D74

(19.3093) (1072.70) (-3.87102) 

65-95， R2= 0.999974， SER=86.1719， 白川=1.50701

171 RCROLPU=-0.630802+0.866213*RCROLPU(-1)ー0.254949*Lα}(PCRIN/PFCWP) 

(-1.94024) (24.3857) (-1.81742) 

66-95， R2= 0.954991， SER=0.133075， DW=1.66541， Durbin's h=0.690607 

172 GCFUTG=0.782652*PTLTG+0.559288*GCFUTG(-1)+1.75574*D74 

(5.79792) (7.55472) (3.42562) 

69-95， R2= 0.956907， SER=0.490598， DW=0.745513， Durbin's h=3.33392 

173 CCPTG=EXP(0.883670+0.364622*Lα:;(TGF工)+0.678709女Lα:;(CCPTG (-1) /WP工(-1)*100))大WP工/100

(3.06354) (2.10268) (5.10885) 

70-95， R2= 0.988402， SER=0.058416， DW=1.74823， Durbin's h=0.870419 

174 GCLATG=0.031693+0.461542勺 CLATG(-1)+0.954032E-02*CP工-0.012224*Tll四

(0.823493) (3.37330) (4.82541) ト3.10477)

66-95， R2= 0.979360， SER=0.044347， DW=1.88892， Durbin's h=-0.365723E-02 

175 PTGCP=EXP(0.039773+0.409504*Lα:;(CTLTG/TGF工/10)

(0.976026) (11.6181) 

+0.476457*LOG(PTロCP(-1)-TC02(-1)*C02TGUN(-1)j1000)+0.100310安D80

(9.91959) (3.62362) 

+0.388910E-02*CPI)+TC02大C02TGUN/1000

(6.15073) 

70-95， R2= 0.995943， SER=0.024479， DW=2.15492， Durbin's h=-O.483348 

176 PTGWP=0.042489+0.984104*(RSLτロー (PTGCP-TC02*C02TGUN/IOOO)*τ'GRE*10)

(2.38584) (477.141) 

/ (TGF工-TGRE)/10+TC02*C02TGUN/1000

65-95， R2= 0.999868， SER=0.038477，凶作1.01384 

177 RNGTG=0.139137+0.931569*RNGTG(-1) 

(6.21187) (43.7024) 

70-95， R2= 0.987073， SER=0.114209， DW=2.23554， Durbin's h=-0.643933 

178 RCKTG=-O.094369+1.01112*RCKTG(-1)-0.531655*D90 
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(-3.10134) (77.4930) (ー7.73330)

70-95， R2= 0.996073， SER=0.066792， DW=2.34774， Durbin's h=-1.09898 

179 RLOTG=-0.116114+0.998436女RLαrc;(-1)

(-1.25053) (29.5386) 

70-95， R2= 0.972115， SER=0.218671， DW=1.57523， Durbin's h=0.956376 

180 TTTG=-1599.69-0.895055什 TGF1-TGHE)

(-36.1632) (ー227.757)

65-95， R2= 0.999422， SER=113.160， 白川=0.665255

181 RSLTG=1.06207*CTLTG 

(107.864) 

65-95， R2= 0.993212， SER=63683.9， 白川=0.597002

182 TTCK=-1.18105*CKCK 

(-408.986) 

65-95， R2= 0.993417， SER=659.268， DW=0.596695 

183 CKCK=1.12222女 (CKF1-CKEX-CK1M-CKPU-CKAX-CKTG)

(246.576) 

65-95， R2= 0.982853， SER=925.640，開=0.829127

184 CKSC=424.533-0.094022*CKCK 

(5.23246) (-47.5162) 

65-95， R2= 0.986881， SER=74.5543， 日川=0.986881

185 OLCK=EXP(-0.297395+0.841680*Lα:;(OLCK(-1)!TTCK(-1))+0.319624*Lαユ(C1FCG/C工FPG))*TTCK 

(-0.523469) (6.44547) (3.10113) 

72-95， R2= 0.647708， SER=0.138778， DW=2.22351， Durbin・sh=-1.05119 

186 OLSC=1282.02-0.059169*OLRF 

(1.79495) (-15.8056) 

65-95， R2= 0.892403， SER=858.281， ロ刈=0.213559

187 TGHE=-EXP(-0.236697+0.989442九 OG日-IEFI)) 

(-1.03929) (21.5866) 

75-95， R2= 0.958761， SER=0.105633， DW=1.80621 

188 EL1宙=-EXP(-5.85772+1.71650*Lα3旧EF工)) 

(-19.0220) (27.6964) 

75-95， R2= 0.974558， SER=0.142828， DW=1.13182 

189 HEHE=1.17292勺ffiF工

(94.8807) 

(244.926) 

65-95， R2= 0.996261， SER=144.762， 白川=0.440768

197 OLEX=ーEXP(2.84595+0.853160*Lα:;(ーOLEX(-1))-0.168700*Lα:;(PFCWP/WP1*100)

(3.06157) (1l.8429) (-4.03158) 

+1.12702*(LORF/OLRF)) 

(1. 69906) 

66-95， R2= 0.879645， SER=0.090666， DW=1.79688， Durbin・sh=0.514703 

1980LIM=EXP(2.65295+0.730010*LC氾 (OL工M(-1))-0.059478*Lα:;(PFCWP!WP工*100)

(2.21919) (5.87754) (-0.954936) 

+2.65025*(LOF1/OLF1)) 

(1. 66755) 

66-95， R2= 0.893211， SER=0.127024， DW=1.59225， Durbin's h=1.12696 

199 D1=EXP(ー0.377822+0.546816叩〈氾 (D工(-1)/CP工(-1))+0.173428叩 α:;(GDP))吋P工

(-3.14287) (6.81157) (4.49018) 

70-95， R2= 0.991545， SER=0.011288， DW=1.86055， Durbin's h=0.370268 

定義式は以下に示す234本である。

1 MOAG=(TLAG-GEAG)*EXP(LSHOAG+RMOHOAG)/(EXP(LSHOAG)安 (l+EXP(RMOHOAG))+EXP(LSELAG))

2 HOAG=(TLAG-GEAG)*EXP(LSHOAG)/(EXP(LSHOAG)*(l+EXP(RMOHOAG))+EXP(LSELAG)) 

3 ELAG= (TLAG-GEAG)安EXP(LSELAG)/(EXP(LSHOAG)*(1+EXP(RMOHOAG))+EXP(LSELAG))

4 工AG=(C1FCL!C工FCLO*CLAG+PFAWP/PFAWPO*MOAG+PFCWP/PFCWPO*HOAG+PELDR/PELDRO*ELAG)*100

/(CLAG+MOAG+HOAG+ELAG) 

5 TLAG=XAG*EXP (LGTLAG) 

6 MOM1=TLM工*EXP(LSHOM工+RMOHOM工)

/((CLMI+CKM1)/TLM工+EXP(LSHα任 )*(1+EXP(RMOHOM工))+EXP(LSELM工)) 

7 HOM工=TLM工*EXP(LSHOM工)/ ((CLM工+C悶任)/TLM1+EXP(LSHOM工)*(1+EXP(RMOHOMI))+EXP(LSELM1))

8 ELM工=TLMI* EXP (LSELM工)/ ((C工M工+CKM工)/TLM1+EXP(LSHOMI)脅 (l+EXP(RMOHOM工)) +EXP (LSELM工)) 

9 EAM工=ELM工*EXP(LSEAM1)

101M工=(CIFCL/CIFCLO*CLM工+ICK/ICKO*CKMI+PFAWP/PFAWPO*MOMI+PFCWP/PFCWPO*HOM工

+PELDR/PELDRO*EI必f工)食100

75-95， R2= 0.991009， SER=10.2597， DW=1.20952 
/ (CLM工+CKM工+MOMI+HOM工+ELM工)

11 TLMI=XMI*EXP(工βTLM1)

12 MOCS=TLCS*EXP(LSMOCS)/(EXP(LSHαコS)+EXP(LSMOCS)+EXP(LSELCS))

13 HOCS=TLCS*EXP(LSHOCS)/ (EXP(LSHαごS)+EXP(LSMOCS)+EXP(LSELCS))

14 ELCS=TLCS*EXP(LSELCS)/(EXP(LSHOCS)+EXP(LSMOCS)+EXP(LSELCS)) 

15 TLCS=EXP(LTLCS) 

16 ICS=(PFAWP/PFAWPO*MOCS+PFCWP/PFCWPO*HOCS+PELDR/PELDRO*ELCS)*1 OO/(MOCS+HOCS+ELCS) 

17 MOFD=(TLFD-CLFD-CKFD-ELFD)*EXP(LSMOFD)/(EXP(LSMOFD)*(1+EXP(-RMOHOFD))+EXP(LSTGFD)) 

18 HOFD=(TLFD-CLFD-CKFD-ELFD)*EXP(LSMOFD-RMOHOFD) 

/(EXP(LSMOFD)*(l+EXP(-RMOHOFD))+EXP(LSTGFD)) 

19 TGFD=(TLFD-CLFD-CKFD-ELFD)女EXP(LSTGFD)/(EXP(LSMOFD)*(1+EXP(-RMOHOFD))+EXP(LSTGFD))

190 CLPR=0.997664*(CLF1-CLCK-CLPU-CLAX-CL!ffi) 

(259.617) 

65-95， R2= 0.987600， SER=1467.58，開=1.38390

191 CRPR=1.00862*(CRFI-CRRF-CRPU-CRTG) 

(744.141) 

65-95， R2= 0.998957， SER=1577.22，開=0.567352

192 NGPR=1.01281ペNGF工-NGPU-NGAX-NGTG)

(540.735) 

65-95， R2= 0.999760， SER=328.982，ロN=1.74355 

193 OLAX=EXP(0.857685+0.897571*Lαユ(OLAX(-1)!TTAX(-1))-0.090388*LOG(PFCWP!WP工*100))*TTAX

(6.73063) (27.7785) (-7.22219) 

66-94， R2= 0.966884， SER=0.030960，間=1.67684 

194 CKAX=-EXP(1.80798-0.088078*Lα:; (C工FCG/WP工*100)+0.873046*Lα:;(ーCKAX(-l))) 

(3.09935) (-2.17129) (23.5796) 

66-95， R2= 0.970467， SER=0.061957， DW=2.26119， Durbin's h=-0.754060 

195 TTAX=-2.84100*EAF1 

(-569.646) 

20 ELFD=TLFD*0.6*EXP(RSELFD)/(1+EXP(RSELFD)) 

65-95， R2= 0.999176， SER=144.876， DW=0.416310 

21 EAFD=ELFD*EXP (LSEAFD) 

22 TLFD=XFD安EXP(LGTLFD) 

23 1FD=(C工FCL!C工FCLO*CLFD+ICK/工CKO*CKFD+PFAWP!PFAWPO*MOFD+PFCWP/PFCWPO*HOFD

+ PI'GWP / PrGWPO *τDFD+PELDR/PELDRO*ELFD)*100/(CLFD+CKFD+MOFD+HOFD+τロFD+ELFD)

24 MIびrX=(TLTX-CLTX-RETX-OOTX)*EXP(LSMOTX)

/(EXP(LSMσrX)*(l+EXP(-RMOHσrX))+EXP(LSTGTX)+EXP(LSELτヌ)) 

25 HOTX=(TLTX-CLTX-RETX-OOTX)大EXP(LSMσrx-RMOHOTX) 

/ (EXP (LSMOTX)女 (l+EXP(-RMOHσrX))+EXP(LSTGTX)+EXP(LSELTX)) 

26 0σrX=EXP(LOOTX) 
196 EAAX=1.22056*EAF工
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27 TGTX=(TLTX-CLTX-RETX-OOTX)背EXP(LSτ'GTX)

/(EXP(LSMOTX)*(l+EXP(-RMOHαTX))+EXP(LSTGTX)+EXP(LSELTX)) 

28 ELTX=(TLTX-CLTX-RETX-Oσrx) *EXP (LSELTX) 

/(EXP(LSMOTX)*(l+EXP(-RMOHσrX))+EXP(LSTGTX)+EXP(LSELTX)) 

29 TLTX=XTX女EXP(LGTLTX)

30 工TX=(CIFCL/CIFCLO*CLTX+PFAWP/PFAWPO*MOTX+PFCWP/PFCWPO*HOTX+C工FPG/C工FPGO*ooTX

+PTGWP/PTGWPO*TGTX+PELDR/PELDRO*ELTX)*100/(CLTX+MOTX+HOTX+αコTX+TGTX+ELTX)

31 CLPA~(TLPA*O.9-REPA) 大EXP(LSTHPA)

/(1+EXP(-RCLHOPA))/(EXP(LSTHPA)+EXP(LSMOPA)+EXP(LSαコPA)+EXP (LSELPA) ) 

32 MOPA=(TLPA*0.9-REPA)*EXP(LSMOPA) 

/(EXP(LSTHPA)+EXP(LSMOPA)+EXP(LSOOPA)+EXP(LSELPA)) 

33 HOPA=(TLPA*O.9-REPA)*EXP(LSTHPA)/(1+EXP(RCLHOPA)) 

/(EXP(LSTHPA)+EXP(LSMOPA)+EXP(LSOOPA)+EXP(LSELPA)) 

3400PA=(TLPA*0.9-REPA)*EXP(LSooPA) 

/(EXP(LSTHPA)+EXP(LSMOPA)+EXP(LSOOPA)+EXP(LSELPA)) 

35 TGPA=TLPA*O.l 

36 ELPA=(TLPA*0.9-REPA)*EXP(LSELPA) 

/(EXP(LSTHPA)+EXP(LSMOPA)+EXP(LSOOPA)+EXP(LSELPA)) 

37 EAPA=ELPA*EXP(LSEAPA) 

38 TLPA=XPA会EXP(LGTLPA) 

39 工PA=(CIFCL/CIFCLO女CLPA+PFAWP/PFAWPO*MOPA+PFCWP/PFCWPO女HOPA+CIFPG/C工FPGO*ooPA

+PTGWP/PTGWPO*TGPA+PELDR/PELDRO*ELPA)*100/(CLPA+MOPA+HOPA+OOPA+τ'GPA+ELPA) 

40 CLCH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSCLCH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH) 

+EXP{LSMOCH)+EXP(LSOOCH)* (l+EXP(RLOαコCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSTGCH)+EXP(LSELCH))

41 CKCH=(TLCH-CRCH一昭CH)*EXP(LSCKCH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH)

+EXP(LSMOCH)+EXP(LSOOCH)*(l+EXP(RLOOOCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSTGCH)+EXP(LSELCH)) 

42 LOCHニ (TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSOOCH+RLOOOCH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RC日 OCH))+EXP(LSCKCH)

+EXP (LSMαごH)+EXP (LSαコCH)*(l+EXP(RLOOOCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSτロCH)+EXP(LSELCH))

43 MOCH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSMαごH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH)

+EXP(LSMOCH)+EXP(LSOOCH)*(l+EXP(RLOOOCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSTGCH)+EXP(LSELCH)) 

44 HOCH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSCLCI虫 CLHOCH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH) 

+EXP (LSMOCH) +EXP (LSOOCH) * (l+EXP (RLOOOCH) ) +EXP (LSNGCH) +EXP (LSτ'GCH)+EXP(LSELCH)) 

4500CH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSOOCH)/(EXP(LSCLCH)会 (l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH)

+EXP(LSMOCH)+EXP(LSOOCH)*(l+EXP(RLOOOCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSTGCH)+EXP(LSELCH)) 

46 NGCH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSNGCH)/(EXP(LSCLCH)女(1 + EXP (RCLHOCH) ) + EXP (LSCKCH) 

+EXP(Lヨ1OCH)+EXP (LS∞CH)決 (l+EXP(RLO∞CH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSτ'GCH) +EXP (LSELCH) ) 

47 TGCH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSτロCH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH)

+EXP(LSM'αごH)+EXP(LSOOCH)*(l+EXP(RLOOOCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSTGCH)+EXP(LSELCH))

48 ELCH=(TLCH-CRCH-RECH)*EXP(LSELCH)/(EXP(LSCLCH)*(l+EXP(RCLHOCH))+EXP(LSCKCH) 

+EXP (LSMαご日)+EXP(LSOOCH)*(l+EXP(RLOOOCH))+EXP(LSNGCH)+EXP(LSTGCH)+EXP(LSELCH))

49 EACH=ELCH*EXP (LSEACH) 

50 TLCH=XCH*EXP(LGTLCH) 

51 工CH=(C工FCL/CIFCLO*CLCH+工CK/ICKO*CKCH+PNAWP/PNAWPO女 (CRCH+LOCH)+PFAWP/PFAWPO*MOCH

+PFCWP/PFCWPO*HOCH+CIFPG/CIFPGO安OOCH+CIFNG/CIFNGO*NGCH+PTGWP/PTGWPO*TGCH

+PELDR/PELDRO犬ELCH)*100/(CLCH+CKCH+CRCH+LOCH+MOCH+HOCH+OOCH+NGCH+TGCH+ELCH)

52 CLCE=TLCE*0.5 

53 CKCE=(TLCE-CLCE)*EXP{LSCKCE)/{EXP(LSCKCE)+EXP{LSMOCE)+EXP{LSHOCE)+EXP(LSOOCE) 

+EXP(LSTGCE)+EXP(LSELCE)) 

54 MOCE=(TLCE-CLCE)*EXP(LSMOCE)/(EXP(LSCKCE)+EXP(LSMOCE)+EXP(LSHOCE)+EXP(LS∞CE) 

+EXP(LSTGCE)+EXP(LSELCE)) 

55 HOCE={TLCE-CLCE)*EXP(LSHOCE)/(EXP(LSCKCE)+EXP(LSMOCE)+EXP(LSHOCE)+EXP(LSOOCE) 

+EXP(LSTGCE)+EXP(LSELCE)) 

56 OOCE=(TLCE-CLCE)*EXP(LSαコCE)/(EXP(LSCKCE)+EXP(LSMOCE)+EXP(LSHOCE)+EXP(LSooCE)

+EXP(LSTGCE)+EXP(LSELCE)) 

57 TGCE=(TLCE-CLCE)大EXP{LSTGCE)/(EXP(LSCKCE)+EXP(LSMOCE)+EXP{LSHαごE)+EXP{LSOOCE)

+EXP(LSTGCE)+EXP(LSELCE)) 

58 ELCE=(TLCE-CLCE)*EXP(LSELCE)/(EXP(LSCKCE)+EXP(LSMOCE)+EXP(LSHαごE)+EXP(LSOOCE)

+EXP(LSTGCE)+EXP(LSELCE)) 

59 EACE=ELCE * EXP (LSEACE) 

60 TLCE=EXP(LTLCE) 

61 工CE=(CIFCL/CIFCLO*CLCE+工CK/工CKO*CKCE+PFAWP/PFAWPO*MOCE+PFCWP/PFCWPO*HOCE

+C工FPG/CIFPGO大OOCE+PTGWP/PTGWPO*TGCE+PELDR/PELDRO*ELCE)*100 

/(CLCE+CKCE+MOCE+HOCE+OOCE+TGCE+ELCE) 

62 CL工R=(TL工R-NGTR)*EXP(LSCT士R)/(1+EXP(RCLCKIR))/(EXP(LSCTIR)

+EXP(LSHO工R)* (1+EXP (RMOHO工R))+EXP(LSOOIR)+EXP(LSτロ工R)+EXP(LSEL工R)) 

63 CK工R=(TL工RNGTR)*EXP(LSCTIR)/(l+EXP(RCLCKIR))/(EXP(LSCTIR)

+EXP(LSHOIR)合 (1+EXP(RMOHOIR))+EXP(LSOO工R)+EXP (LSτ'GIR) +EXP (LSEL工R)) 

64 MO工R=(TLIRNGTR)女EXP(LSHOIR+RMOHOIR)/(EXP(LSCTIR)

+EXP(LSHO工R)*(1+EXP(RMOHOIR))+EXP(LSOO工R)+EXP(LSτロ工R)+EXP(LSEL工R)) 

65 HO工R二 (TL工R-NGTR)*EXP(LSHOIR)/(EXP(LSCT工R)+EXP(LSHOIR)*(1+EXP(RMOHOIR))

+EXP(LSOOIR)+EXP(LSτロ工R)+EXP (LSELIR) ) 

66 00工R=(TLIR-NGTR)*EXP(LSooIR)/(EXP(LSCT工R)+EXP(LSHOIR)*(1+EXP(RMOHOIR))

+EXP(LSOO工R)+EXP(LSTGIR)+EXP(LSEL工R)) 

67 TGIR=(TL工R-NGTR)*EXP(LSTG工R)/(EXP(LSCTIR)+EXP(LSHO工R)*(l+EXP(RMOHOIR))

+EXP(LSoo工R)+EXP(LSTG工R)+EXP (LSELIR) ) 

68 EL工R=(TL工R-NGTR)女 EXP(LSELIR)/(EXP(LSCTIR)+EXP(LSHOIR)*(l+EXP(RMOHO工R)) 

+EXP(LSoo工R)+EXP(LSτ'GIR)+EXP (LSEL工R)) 

69 EA工R=EL工R*EXP(LSEAIR)

70 TLPM=XPM*EXP(LGTLPM) 

71 工PM=(CIFCL/CIFCLO女 (CLIR+CLAL)+工CK/工CKO*(CKIR+CKAL)+PFAWP/PFAWPO女 (MOIR+MOAL)

+PFCWP/PFCWPO会 (HOIR+HOAL)+C工FPG/CIFPGO*(OOIR+OO札 )+CIFNG/CIFNGO叩 G工R

+PTGWP/PTGWPO大 (TGIR+TGAL)+PELDR/PELDRO*(ELIR+ELAL))*lOO

/(CLIR+CLAL+CKIR+CKAL+MO工R+MOA工J+HOIR+HOAL+OO工R+OOAL+NGIR+τロ工R+TGAL+EL工R+ELAL)

72 TLIR=TLPM女 0.917

73 CKAL=TLAL*EXP(LSCKAL) 

74 MOA工J=TLAL-CLAL-CKAL-HOAL-OOAL-TGAL-ELAL-REAL

75 HOAL=TLAL*EXP(LSHOAL) 

76 OOA工J=TLAL叩 XP(LSoo品)

77 TGA工J=TLAL*EXP(LSTG紅 J)

78 ELAL=TLAL*EXP(LSELAL) 

79 EAAL=ELAL*EXP(LSEAAL) 

80 TLAL=TLPM*0.083 

81 CKMA=(TLMA-C工..MA)*EXP (LSCIQ仏)

/ (EXP (LSCIQ仏)+ EXP (LSMOMA)合(1 + EXP ( -RMOTGl>仏))+EXP(LSHOMA)+EXP(LSooMA)+EXP(LSEil仏)) 

82 MOMA= (Til仏ーCLMA)叩 XP(LSMOMA)

/ (EXP(LSCIQ1A) +EXP(LSMOMA) * (l+EXP(-RMOTQ仏)) +EXP (LSHOMA) +EXP (LSOOMA) +EXP (LSELMA) ) 

83 HOMA= (TU仏 -CLMA)*EXP(LSHOMA)

/ (EXP (LSCKMA) +EXP (LSMOMA) * (l+EXP (-RMσI'GT仏)) +EXP (LSHOMA) +EXP (LSOOMA) +EXP (LSELMA) ) 

84 OOMA= (TLMA-Cil1A) *EXP (LSOO日A)

/(EXP(LSC悶1A)+EXP (LSMOMA) * (ユ+EXP ( -RMOTG!'仏))+EXP (LSHOMA) +EXP (LSOOMA) +EXP (LSELMA)) 

85 TG!'1A= (TLMA-CLMA) *EXP (LSMOMA-RM'αrG}仏)

/(EXP(LSC阻1A)+EXP (LSMOMA) * (1+EXP (RMぴI'GMA)) +EXP (LSHOMA) +EXP (LSOOMA) +EXP (LSELMA) ) 

86 Eil仏=(TLMA-C日仏)叩XP(LSE日仏)

/ (EXP (LSCIQ仏)+EXP (LSMOMA) * {1+EXP (-RMIσrG!'仏))+EXP(LSHOMA)+EXP(LSOOMA)+EXP(LSELMA))

87 EAMA=EIJ仏 *0.05*EXP(RSEAMA)/(l+EXP(RSEAMA))

88 T日仏=EXP(LTU仏)

89 IMA=(C工FCL/CIFCLO吋日仏+工CK/ICKO*CIQ仏+PFAWP/PFAWPu勺10MA+PFCWP/PFCWPu*HOMA

+C工FPG/C工FPGu勺 OMA+PTGWP/PTGWPu吋 GMA+PELDR/PELDRO*ELMAド100
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/(CLMA+CKMA+MOMA+HOMA+OOMA+TGMA+ELMA) 

90 CKσT=(TLOT-CLOT-TGOT)*EXP(LSCKびf)/(EXP(LSCKσT)+EXP(LSLOOT)

+EXP(LSMαYr)*(l+EXP(RMOHOびr))+EXP(LSOOOT)+EXP(LSNGσr)+EXP (LSELOT) ) 

91 LOαT=(TLOT-CLOT-TGOT)*EXP(LSLOOT)/(EXP(LSCKσT)+EXP(LSLOOT) 

+EXP(LSMOσT)安 (l+EXP(-RMOHOσT))+EXP(LSOOOT)+EXP(LSNGOT)+EXP(LSELOT))

92 MOOT=(TLOT-CLOT-TGOT)*EXP(LSMOσr)/(EXP(LSCKOT)+EXP(LSLαコT)
+EXP(LSMOOT)* (l+EXP(-RMOHOσr))+EXP(LSOOOT)+EXP(LSNGOT)+EXP(LSELOT)) 

93 HOσr=(TLOT-CLOT-TGOT)*EXP(LSMOOT-RMOHOOT)/(EXP(LSCKOT)+EXP(LSLOOT) 

+EXP(LSMOOT) * (l+EXP(-RMOHOσT))+EXP(LSαコOT)+EXP(工JSNGOT)+EXP (LSELOT) ) 

94 OOOT=(TLOT-CLOT-TGOT)*EXP(LSαコσr)/(EXP(LSCKσr)+EXP{LSLOOT)

+EXP(LSM∞T) * (1 + EXP ( -RMOHOσr))+EXP(LSOOOT)+EXP(LSNGOT)+EXP(LSELOT)) 

95 NGOT=(TLOT-CLσr-TGOT)女EXP(LSNGOT)/(EXP(LSCKσT)+EXP(LSLOOT)

+EXP(LSMOOTJ*(l+EXP(-RMOHOOT))+EXP(LSαコσT)+EXP(LSNGOT)+EXP(LSELOT))

96 ELσr=(TLOT-CLOT-TGOT)*EXP(LSELαr)/(EXP(LSCKOT)+EXP(LSLOOT) 

+EXP (LSMOOT) * (l+EXP (-RMOHOσr))+EXP(LSαコOT)+EXP(LSNGOT)+EXP(LSELOT))

97 EAOT=ELOT*EXP (LSEAOT) 

98 TLOT=EXP(LTLOT) 

99 工OT={C工FCL/CIFCLO女CLOT+ICK/ICKO*CKOT+PNAWP/PNAWPO*Lαコr+PFAWP/PFAWPO安MOOT

+PFCWP/PFCWPO*HOσr+CIFPG/CIFPGO*OαコT+C工FNG/CIFNGO*NGOT+PTGWP/PTGWPO*TGOT
+PELDR/PELDRO*ELOT)*100/(CLOT+CKOT+LαYr+MOσr+HOσT+OOOT+NGOT+TGOT+ELOT) 

100 TLCM=TLCMC+TLC1但+TLCMW+TLCMK+TLCMM

101 ELCMC=TLCMC-TGCMC-OLCMC 

102 TGCMC=0.3*TLCMC/(1+EXP(-RTGCMC)) 

103 TGC班1=TGOLCMH*OLCMH 

104 TGCMW=TGOLQ仰勺LCMW

105 OLCMW=TLCMW-TGCMW-CLCMW-GEα1-SLCM-HECM 

106 CLCMK=TLCMJ:←TGCMK 

107 HECM=TLCMW/ (l+EXP (-RHEQ仰)) 

108 ELCM=ELCMC+ELCMH+TLCMM 

109 OLCM=OLα1C+OLCMH+OLCMW 

110 TGCM=TGCMC +TGO倒+'I'Gα仰 +TGαα

111 CKCM=CLO但 +CLCMW+CLCMK

112 EPCM=ELCM-EACM 

113 ICMl:{R=(ELCMH*PELCM/PELCMO+'I'GCl任1*PTGWP/PTGWPO+OLCMH*PFAWP/PFAWPO+CL01H*工CK/ICKO)

/TLα目 /WP工*10000

114 ICMCR=(ELCMC*PELCM/PELCMO+でGCMC*PTGWP/PTGWPO+OLCMC*PFAWP/PFAWPO)/TLCMC/WPI*10000

115 工CMWR=(OLCMW*PFAWP/PFAWPO+τ'GCMW*PTGWP / P'IロWPO+CLC1⑪v*ICKI工CKO)

I(TGO仰 +OLCMW+CLCl町)/WP工*10000

116 TGRUW=TLRUW-ELRUW-PGRUW-MORUW-(RERE+回 RE)/SETAI*10

117 TGRUK=TLRUK*0.3856 

118 PGRUH=TLRUH-ELRUH-TGRUH-MORUH-WORUH 

119 PGRUK=TLRUK-τ'GRUK 

120 PREK=(PTGCP*TGRUK+PPGRE*PGRUK)/TLRUK 

121 TLRE=(TLRUH+TLRUC+TLRUW+TLRUK+TLRUM)*SETAI/10 

122 OLRE=(MORUH+MORUW+PGRUH+以;RUW+PGRUK)*SETA工/10

123 MORE=(MORUH+MORUW)*SETA工/10

124 TGRE= (TGRUH+TGRUW+TGRUK) *SETA工/10

125 ELRE=(ELRUH+ELRUC+ELRUW+ELRUM)*SETAI/10 

126 EPRE=ELRE-EARE 

127 EARE=PHOTOVOL*8.6E-5*8760女 0.10

128 RERE=SLRE+WORE 

129 GATR=GAPSC+GACGC 

130 GOTR=GOPSC+GOCGC+GOPSR 

131 OLTR=GATR+GOTR+HOTR+JETR+OOTR 
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132 EPTR=ELTR-EATR 

133 TLTR=CLTR+CKTR+GATR+GOTR+HOTR+OOTR+JETR+NGTR+ELTR 

134 HOPU=OLPU安 0.95

135 HOAX=OLAX*0.76 

136 PCRIN=(C工FCR+TMCR+TOI2)*(l+TO工/100)/9.25

137 PCLAV=PCLDP*(l-SCL工MPU)+C工FCL*SCL工MPU

138 UCTL=UCFU+UCLA+UCCA+UCRP+UCOT 

139 PCLCA=PCLPU/6500 

140 PNGCA=C工FNG/13100

141 PCRCA=PCR工N/1000

142 UCTH=一(PCLCA*CLPU+PNGCA*NGPU+PCRCA*OLPU)/DELTL

143 NUPU=-22.5*HELNU 

144 HDPU=-22.5勺包LHD

145 CRPU=(OTPU-REPU)/(l+EXP(-RCROLPU)) 

1460LPU=(OTPU-REPU)/(1+EXP(RCROLPU)) 

147 GEPU=一回LTL*SHGE吋 ONV/100

148 SHσT=l-SHCL-SHNG-SHOG-SHGE-(HELHD+HELNU)/HELTL 

149 NGTG=l/(ユ+EXP(-RNGTG))*TTTG

150 CKTG=l/(l+EXP(-RCKTG))*TTTG 

151 LOTG=l/(l+EXP(-RLαrG)) *TTTG 

152 OOTG=TTTG-CKTG-NGτ'G-LOTG-CRTG 

153 OLTG=LOTG+OOTG 

154 PTLTG=(CIFCG/7200女CKTG+PCRIN/1000すCRTG+C工FNA/8000*LOTG+CIFPG/12000*00TG

+CIFNG/13000*NGTG)/TTTG 

155 CTLTG=(GCFUTG+GCLATG)*TGFI*10+CCPTG 

156 CLCK=TTCK-OLCK 

157 CLFI=CLIN+CLCM+CLRE+CLTR 

158 CKFI=CKIN+CKαμCKRE+CKTR 

159 OLF工=OLIN+OLCM+OLRE+OLTR+OONE

160 LOFI=LOIN+GATR+JETR 

161 MOFI=MOIN+MOCM+MORE+GOTR+FATR 

162 HOFI=HOIN+HOCM+HσTR-FATR 

163 OOF工=OLFI-LOFI-MOFI-HOFI

164 NGF工=NG工N+NGTR

165 TGF工=TGIN+TGCM+τ'GRE

166 GEF工=GEIN+GECM

167 REF工=REIN+RECM+RERE

168 ELF工=ELIN+ELα1+ELRE+ELTR

169 EPFI=EPIN+EPCM+EPRE+EPTR 

170 EAF工=EA工N+EACM+EATR+PHOTOVOL*8.6Eーデ8760*0.10

171 HEFI=HECM+HERE 

172 TLF工=TLIN+TLCM+TLRE+TLTR+OONE

173 FATR=HOTR*0.5 

174 CKPR=CK工M+CKEX+CK工V

175 OLPR=OLIM+OLEX+OLIV 

176 REPR=-REPU-REAX-RESD+REFI 

177 GEPR=-GEPU-GEAX+GEFI 

178 HDPR=-HDPU-HDAX 

179 NUPR=-NUPU-NUAX 

180 TLPR=CLPR+CKPR+CRPR+OLPR+NGPR+REPR+GEPR+HDPR+NUPR 

181 CLGP=CLPR-CLEX-CL工V

182 CKGP=CKIM 

183 CRGP=CRPR-CRIV 

184 OLGP=OLPR-OLEX-OL工V
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185 NGGP=NGPR-NGIV 

186 H以:;P=HDPR

187 NUGP=NUPR 

188 REGP=REPR 

189 GEGP=GEPR 

190 TLGP=CLGP+CKGP+CRGP+OLGP+NGGP+REGP+GEGP+I江沼P+NUGP

191 DEN2=ELF工/TLF工

192 DEN1=一(CLPU+CKPU+CRPU+OLPU+NGPU+HDPU+NUPU+GEPU+REPU+TTAXl/TLGP

193 CLAX=TTAX -CKAX-OLAX -NGAX -HDAX-NUAX -GEAX-REAX 

194 C02CKUN=(ーCLCK*0.09900-0LCK*0.10612l*0.95/CKCK

195 C02TGUN=(-CKTG*C02CKUN-LOTG*0.07605-0σrG*0.06833-NGτロ女0.05639l/(TGFI-TGHE)

196 C02EPUN=C02TLPU/(EPF工/8.6)女 100

197 C02CLPU=ーCLPU*(0.10422*(1-SCLIMPUl+0.10344*SCLIMPU)ーCKPU吋 02CKUN

198 C020LPU=-CRPU*0.07811-0LPU*0.08180 

199 C02NGPU=-NGPU*0.05639 

200 C02CLAX=-CLAX*0.10344-CKAX*C02CKUN 

201 C020LAX=-OLAX*0.08180 

202 C02NGAX=-NGAX*0.05639 

203 C02CLHE=-CL田町 .10344

204 C020LHE=-OLHE*0.08180 

205 C02NGHE=-TGHE吋 02τ'GUN

206 C02CLCK=-CKSC*C02CKUN 

207 C020LRF=-CRRF*0.07811-LORF*0.07658-MORF、*0.07911-HORF*0.08180

208 -(OLRF-LORF-MORF-HORF)*0.06833-0LSC*0.05924 

C02CLIN=CLIN*0.10344+CKIN*C02CKUN 

209 C020LIN=CRCH*0.07811+(LOIN-LOCH*0.8)*0.07605+MOIN*0.07839+HOIN*0.08180 

210 +(αコIN-OOCH*0.8)*0.06833 

C02NG工N=NGIN*0.05639+TG工N*C02TGUN

211 C02CLCM=CLCM*0.10344+CKCM*C02CKUN 

212 C020LCM=OLCM*0.07911 

213 C02NGCM=NGCM*0.05639+TGCM*C02TGUN 

214 C02CLRE=CLRE*0.10344+CKRE*C02CKUN 

215 C020LRE=MORE*0.07748+(OLRE-MORE) *0.06833 

216 C02NGRE=TGRE*C02τ'GUN 

217 C02CLTR=CLTR安 0.10422+CKTR*C02CKUN

218 C020LTR=GATR*0.07658+GOTR*0.07839+HOTR*0.07911+0σTR女 0.06833+JETR*0.07665

219 C020LNE=αコNE*0.2*0.08047
220 C02CLRC=C02CLCM+c02cLRE 

221 C020LRC=C020LCM+C020LRE 

222 C02NGRC=C02NGCM+C02NGRE 

223 C02CLTL=C02CLIN+C02CLCM+C02CLRE+C02CLTR+C02CLPU+C02CLAX+CO2CLl包+C02CLCK

224 C020LTL=C020LIN+C020LCM+C020LRE+C020LTR+C020LPU+C020LAX+CO20LHE+C020LRF+C020LNE 

225 C02NGTL=C02NG工N+C02NGCM+C02NGRE+C02NGPU+C02NGAX+C02NGHE

226 C02TLPU=C02CLPU+C020LPU+C02NGPU 

227 C02TLAX=C02CLAX+C020LAX+C02NGAX 

228 C02TLl包=C02CLHE+C020LHE+C02NGHE

229 C02TL工N=C02CL工N+C020L工N+C02NGIN

230 C02TLCM=C02CLCM+C020LCM+C02NGCM 

231 C02TLRE=C02CLRE+C020LRE+C02NGRE 

232 C02TLRC=C02CLRC+C020LRC+C02~むRC

233 C02TLTR=C02CLTR+C020LTR 

234 C02TLTL=C02CLTL+C020LTL+C02NGTL 
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